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治療的司法ジャーナル第６号（2023 年 3 月）

《巻頭言》

第６号刊行に寄せて

センター長・法学部教授　指宿　信

2022 年は治療的司法 (TJ) 研究センター創設５周年を迎えた。コロナ禍の中、研究員２名、PD 研究員１名、招聘

研究員１名、客員研究員９名そして学生サポーターたちと共に様々な活動を展開した。

この間、海外学会が渡航規制等を受けて中止されたり、延期されたりしていたところ、ようやく世界の TJ 研究者

が集う国際法と精神医療学会 (IALMH) の世界会議が 2022 年 7 月にフランスはリヨンにあるリヨン第３大学で開催

され、センター関係では弁護実践系と理論系の二つのセッションを主宰することができた。

９月にはハワイ大学ロースクールにて刑務所における教育や回復プログラムの重要性を考える映像を中心としたワ

ークショップが開催され、米国からはグリーンヘブン刑務所でイェール大学ロースクールの学生たちが提供する教育

プログラムのドキュメンタリーが、日本からは島根あさひ刑務所で実践されている回復共同体を追った『プリズン・

サークル』が上映され、映画関係者のトーク、刑務所問題の専門家によるトークがもたれた。

刑務所に学生たちが出かけて受刑者と共に授業を受ける活動は各国で取り組まれている。本ジャーナル３号に島亜

紀・客員研究員の論説「アメリカの刑事収容施設における教育プログラムの提供と The	inside-Out	Prison	

Exchange	Program」と、プログラムを実践されているルイス・アンド・クラーク大学のレイコ・ヒリアー先生の

講演を収録しているので参照いただきたい。一方の回復共同体 (therapeutic	community(TC)) は治療共同体とも

言われる。罪を犯した参加者の立ち直り、回復、社会復帰に向けた治療的アプローチが基礎にある。両国の刑務所で

展開されている取り組みとその力強い受刑者に対するエンパワーメントは、参加者に大きな感動を与えた。プログラ

ム全体を YouTube(https://www.youtube.com/channel/UCtqzULNdn0dKwFIx34b_WNQ) で視聴できるの

で是非アクセスしてほしい。

パンデミックのために対面イベントを実施できない中、センターでも YouTube を活用している。2022 年度は丸

山泰弘・客員研究員がオーガナイザーを務めて「丸ちゃんの犯罪学入門（仮）」と題して各界で活躍されているゲス

トスピーカーと TJ を背景にしながら自由なトークを展開していただいている (https://www.youtube.com/@

user-yt5ls9pz3y)。是非ご視聴いただき、センターチャンネルを登録いただければ幸いである。また、巻末の活動

記録にあるように 2022 年はオンラインによる研究会を５回、センタースタッフ院生向けのハイブリッドカンファレ

ンスを８回実施した。

最後に、御案内となるが、懲役刑と禁錮刑の一本化が控えているところ、2023 年３月 18 日（土）午後に成城大

学で「新しい拘禁刑は何をもたらすか？」と題してシンポジウムを開催する予定である。多くの皆様とお目にかかれ

るのを楽しみにしている次第である。

https://www.youtube.com/channel/UCtqzULNdn0dKwFIx34b_WNQ
https://www.youtube.com/@user-yt5ls9pz3y
https://www.youtube.com/@user-yt5ls9pz3y
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《論説》

オーストラリア首都特別区における治療的司法：ポストコロナ期における考察
Therapeutic Justice Initiatives in the Australian Capital Territory: A Post-COVID Update

キャロル・ローソン（東京大学法学部准教授）
訳：藤木有香（ニューサウスウェールズ大学大学院

公共政策及びガバナンスコース修士課程院生）
	監訳：指宿信（成城大学法学部教授・センター長）

オーストラリア首都特別地域（ACT）は、日本にと
って治療的司法（TJ）に関する興味深い比較法的知見
を提供している。私は、TJ について 2021 年に初めて
執筆している（Lawson,	2021）。この 2 つの管轄地域
の間には、規模、歴史、そして法制度において、著しい
違いがあることは一目瞭然である。一方で、そこには刑
事司法という点において、興味を掻き立てる共通性があ
り、興味深い補完性を有している。それぞれの管轄地域
は、刑事司法改革の分野において、相手方が苦労するで
あろう特徴的な強みを持っている。言い換えれば、日本
と ACT は互いに提供し合えるものを多く有する管轄地
域である。これは特に、応報的司法から治療的司法へと
向かう両国の共通の道のりに関連している。	

本稿は、ACT の治療的司法の経験的側面に着目する
ものである。論文は 4 部構成となっている。まず、日
本の治療的司法研究・政策コミュニティにとって、なぜ
ACT の経験と関連があるのかを示すために、二つの管
轄地域の共通点を詳述する。第二に、ACT の 2009 年
からの初期の治療的司法イニシアティブと、近年のパン
デミック以前のものについて検討する。後者は、2016
年の新たな刑務所での事故死を受けて刑務所の依存を減
らすことを決定したときに開始されたものである。第三
に、パンデミック期における ACT の再犯防止の取り組
みについて考察を加える。ACT は、この時期「刑務所
ではなくコミュニティーを構築する」(JACS,	2020) こ
とで再犯を減らすことを公約に掲げてきたが、その試み
の過程でさまざまな成功や失敗を経験した。最後に、
ACT の過去 20 年間と日本の過去 20 年間を比較し、
応報的刑事司法政策からの転換として治療的司法から何
を学べるのかに関する暫定的な結論で本稿を締めくくる。
この結論は、刑事司法における統計データと技術革新の
影響が増大していることに注意を払う必要性を強調して
いる。

1.　�ACTと日本における刑事司法制度の�
共通のテーマ

ACT と日本の刑事司法制度の意外な共通点は、大き
く二つの歴史的背景にある。第一は、例外主義である。
双方は、長年にわたり自らの管轄地域における刑事司法
の例外性を信頼し、長期間にわたりその信念に一致する
成果を挙げてきた。第二は、二つの管轄地域の行刑に関
連している。両管轄地域とも、第二次世界大戦前に普遍
的だった行刑を反映した処遇から脱却しようと、20 世
紀後半に奮闘していた1。

1.1　ACT における刑事司法例外主義
オーストラリア連邦が発足する前の 1890 年代にも、

南オーストラリア州の有色人種国会議員キング・オマリ
ーは、ACT を「人間の自由、人間の正義、人間の権利」
のある場所として思い描いていた（Brown,	2014a:	40）。
この構想は、イギリスの 6 つの自治植民地が連合して
オーストラリア連邦を形成した 1901 年に発展した。植
民地は、壮大で革新的な政府所在地を有する中立的な首
都地区、すなわちワシントンにあるアメリカの首都コロ
ンビア特別区の伝統を受け継ぐ計画都市を建設するとい
う構想を共有していたのである (Birtle,	2004)。その結
果、1911 年にニューサウスウェールズ（NSW）州南
部の広大な牧草地から切り出され誕生したのが ACT で
ある2。その後数十年にわたり ACT は自らに独自の使
命があると信じ続けた（Brown,	2014b）。特に、ACT
の刑事司法制度が発展する過程で、その管轄地域が国全
体の模範となるべきであるという考え方が、官民双方の
利害関係者の考えの発展に大きな影響を及ぼした。	

1950 年代まで ACT の人口は少なかったが、首都開
発委員会は 1957 年から 30 年かけて集中的に施設やイ
ンフラ整備を実行しはじめた3。しかし、この建設計画
に刑務所は含まれていなかった。実は、ACT には 1911
年の開発以降、100 年近く刑務所が存在しなかった。	
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とはいえ、ACT には小規模な刑事収容施設が幾つか
存在した。少年鑑別所は 1962 年に開設され、2 つの拘
置所は 1976 年の法律に基づいて設立されて 2009 年ま
で運営されていた4。さらに、20 年以上にわたって「定
期的収容（ピリオディック・デテンション）」が裁判官
の刑の選択肢として提供され、これは犯罪傾向の進んで
いない受刑者専用の施設での週末拘置を意味した。受刑
者は、平日に限り自宅に滞在して働くことができた

（Bryne,	2015）5。より最近では、サイモンストンにあ
るこれらの小規模な刑事収容施設は、25 床の法医学的
精神保健施設であるドゥルワ・メンタルヘルス・ユニッ
トを収容するために再利用されており、当初刑事司法と
精神保健サービスの間の差を埋める革新的措置として歓
迎された（ABC	News,	2012;	cf.	Deegan,	2022）。		

社会内処遇は、常に ACT 内で提供されてきた。保護
観察中・仮釈放中の犯罪者は、当初 NSW 州の保護観
察官による毎月の訪問を受けていた。しかし、1960 年
代にはすべての保護観察・仮釈放機能が民事更生委員会
のキャンベラ支部に引き継がれた。民事更生委員会は、
受刑者とその家族の社会復帰を日常的に支援する地元の
市民団体である（CRC,	2018）。

ACT には刑務所が存在しなかったため、ACT で自
由刑となった犯罪者は NSW 州の刑務所に移送する必
要があり、通常一度に犯罪者数十人が ACT から NSW
州の刑務所に収監されていた（ALRC,	1979:	17-20）。
1969 年から 1978 年までの間に NSW 州で収監された
ACT における受刑者は 1 日平均 40 人弱で、1979 年
初頭の ACT 人口 10 万人当たりの収監率は 16.0 と著
しく低かった（ALRC,	1979:	18,	Figure	9）。刑期も短
く、1970 年代半ばには受刑者の約 80％が 1 年未満の
服役であった（ALRC,	1979:	20,	Table	5）。	

行政的な意味において、ACT の受刑者を NSW 州に
送ることは論理的で経済的であり、関係省庁はこれが同
州の収監率が非常に低いことの主な要因であると考えた。
ACT の裁判官は、受刑者が自宅や家族から遠く離れた
場所で服役を強いられる可能性があるため、自由刑を科
すことに消極的であると考えられていた（ALRC,	1979:	
22）。最も近い NSW 州の刑務所は、キャンベラからバ
スや車で 1 時間ほどのゴールバーンにあったが、ACT
の受刑者がそこに移送される保証はなく、広大な NSW
州内の刑務所に分散して収容されることになった。それ
ゆえ、受刑者とその家族は困難を強いられていた

（ALRC,	1979:	23-24）。	
ACT の地元刑務所建設を求める声は、早くも 1955

年に旧連邦内務省の提案であがり始めた（ALRC,	

1979:	26）。これは、日本と同様に、オーストラリアで
1955 年の「被拘禁者処遇最低基準規則」（SMR）の全
会一致の採択に参加者が積極的であった時期である6。
これは、オーストラリアの全ての管轄地域に、戦後新た
に出現した規範に照らして、刑務所における処遇を近代
化すべきかどうかを熟考する機会を提供するものであっ
た。受刑者を NSW 州に移送することは ACT にとって
実利的であるものの、関係省庁は、オーストラリアの植
民地時代の歴史の権威主義的で非人道的な行刑の「苦々
しい面影」が第二次世界大戦から数十年後の当時もの当
時も NSW 州の刑務所に存続していることを認識して
いた（Grabosky	1989:	27)。		

しかしながら、既存の取り決めである功利主義的政策
が優先された。1970 年 7 月、内務大臣と司法長官が内
閣に提出した提案書は、再び地元刑務所を支持するもの
であったが、ACT 初の拘置所を建設する計画を承認に
するにとどまった。1974 年までに、連邦政府の司法長
官は ACT 刑務所の建設を繰り返し要請したが、成功す
ることはなかった（Hopkins	et	al.,	1977:	205)）。

1.2　バサースト刑務所暴動：介在する刑務所危機
しかし、オーストラリアの矯正施設に転機が訪れよう

としていた。時代錯誤な処遇と残虐行為が明らかになり、
NSW 州の刑務所への信頼が失われた。非道なバサース
ト刑務所の処遇は、80 年間ほとんど変化がなかった

（Stern,	1998:	259）。その上に、オーストラリアの受
刑者が裁判所に救済を求めることを禁じる伝統的な慣習
法の制約があった（ALRC,	1988:	133-134）。19 世紀
と変わらない処遇に対する受刑者の抗議が処遇の改善に
つながらず矯正職員による暴力的報復を引き起こし、
1974 年 2 月 に バ サ ー ス ト 刑 務 所 暴 動 が 勃 発 し た

（Grabosky,	 1989:	 31;	Vinson	 and	Rea,	 1982;	
Zdenkowski	and	Brown,	1982）。受刑者が火炎瓶を
投げ、職員がライフルを発砲し、受刑者 10 人以上が負
傷、1 人が半身不随になり、刑務所の大部分が焼失され
た（Nagle	Report,	1978:	117）。			

このオーストラリアの刑務所危機の背景は、30 年後
の 名 古 屋 刑 務 所 危 機 の 背 景 と 類 似 す る 点 が あ る

（Lawson,	2015）。NSW 州矯正局は「秘密主義」のも
と、 外 部 監 視 も 広 報 部 門 も な く 運 営 さ れ て い た

（Grabosky,	1989:	35-36,	Nagle	Report,	1978:	187）。
環境は厳しく、時代遅れで、剥奪の文化が蔓延し、ベル
トと手錠による拘束など些細な規則が厳しく執行されて
いた（Grabosky,	1989:	27-28,	30-31）。NSW 州矯正
局は、受刑者に対して厳しい身体的管理を優先していた
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一方、職員は厳しい命令や非現実的な期待、慢性的な人
員不足、過剰収容、関連専門知識の欠如の下で勤務して
いた（Rinaldi	1977:	197-213）。最終的に、NSW 州
矯正局は、受刑者の条件を改善する提案をセキュリティ
と職員の安全に対する直接的な脅威であるとみなし

（Grabosky	1989:	30,	38）、暴動直後に担当大臣に情
報を開示閉めず、否定と責任回避の姿勢で対応したのだ
った（Grabosky	1989:	34-36,	38-40）。	

1.3　刑務所建設ための ACT の道のり
ACT 政府は、この危機を ACT 例外主義を証明した

NSW 州の政策と差別化するための貴重な機会だと考え
た（Department	of	the	ACT,	1975）。その第一歩と
して、質的に優れた設計と実践を重視した	ACT 初の拘
置所の建設を推進した。1976 年にベルコネン拘置所が
開所すると直ぐに、被収容者の尊厳と自律性を尊重し、
首都の「全体的な発展」において「重要な役割を果たし
た」「社会的実験」の成功事例であるとして「先端的で
ある」として歓迎された（ALRC,	1979:	26-27）。		

第二段階は、刑務所の建設を抑制することであった。
ACT 政府の討議資料は、1974 年のロバート	・マーテ
ィンソンの研究に端を発した「Nothing	Works」運動
により、更生施設としての刑務所に対する国際的な信頼
が喪失し、刑務所に応報的な苦痛を与えようとする欲求
が憂慮すべきほど根強く残っていると指摘している。討
議資料は、「最後の手段」として自由刑を用いるという
ACT の政策を維持するよう推奨した（Department	
of	 the	ACT,	1975;	Cullen	and	Gendreau,	2001)。
この時点で、ACT の政策は、自由刑の利用に関しては
倹約的で慈悲深い日本の伝統的なアプローチに酷似して
いた。「Nothing	Works」運動は、単に ACT を迂回し
ただけであると主張する者もいるが（Mackay	2012:	
48-52）、他で見られたものとは明らかに異なる影響を
及ぼしたのである。他の管轄地域が刑務所の建設を継続
し、治療的なアジェンダを放棄したのに対して、ACT
の対応は、短期的には刑務所の建設を完全に拒絶するこ
とであった。		

一方、NSW 州政府の関係省庁は、長期にわたる「遅
延とごまかし」という対応を示した (Brown,	2004:	
135)。翌 1978 年には、650 ページに及ぶ「ニューサ
ウスウェールズ刑務所に関する王立委員会の報告書」

（Nagle	Report,	1978）とオーストラリアの刑務所に
地域化された 1955 年の SMR が発表された。この現地
版	SMR は、すべての州と特別地域によって承認されて
定期的に改訂されており、直近では 2018 年に改訂され

ている（CSAC,	2018:	27）。ネイグル報告書は、古風
で標準以下の処遇や関係省庁の「無能」（Grabosky、
1989:	35）など、グラフトン刑務所での顕著な事例を
含む NSW 州刑務所の被収容者に対する組織化された
報復的暴力を指摘している（Nagle	Report,	1978:	Ch	
7）。NSW 州は、直ちに抜本的な刑務所改革を開始し
た。この急進的な実施計画は、20 代で短期間保護観察
官を務めた経験を持つ進歩的な社会科学者トニー・ヴィ
ンソン教授によって先導された (Murphy,	2017)。彼の
リーダーシップのもと、矯正官たちの強い反対を押し切
って、250 のネイグル勧告の大部分がわずか 3 年で施
行された（Vinson	1982:	55;	Zdenkowski	and	Brown,	
1982:	90;	Stern,		1998:	259-262）。		

この時点で、ACT が NSW に支払う移送受刑者 1 人
あたりの日当が急増していた。1972-1973 年は約 10
豪ドルであったのに対して、1977-1978 年では 30 豪
ドルを超えていた（ALRC,	1979:	20）。コストの増加
は明らかに影響を与えたが、ACT が地元の受刑者の処
遇を適切に管理する必要性も課題になって、全国的に行
刑の模範を目指すことに焦点を当てた独自の刑務所の必
要性をめぐる言説も再び現れた。しかしながら、三つの
根拠ある懸念が歯止めとなった。第一に、地元の刑務所
があれば、ACT の収監率が急上昇するのではないかと
いう懸念があった。第二に、膨大なコストと、一つの刑
事施設で多くの異なるカテゴリーの受刑者を収容する難
しさがあった。最後に、一般市民の反対により、建設地
の選定が困難になる可能性があった（ALRC,	1979:	
22,	27-31）。このうち最初の二つの懸念は、予測的な
ものであった。	

1970 年代後半には、ACT の犯罪被害者への補償に
対する支持が拡大したが、ACT の社会的感情は、その
後の日本とはまったく異なっていた。ACT のステーク
ホルダーは、被害者への補償を人道的で治療的な刑務所
を適切に補完するものであり、競合する優先事項ではな
いとみなしていた (ALRC,	1979:	46-57)。提案された
刑務所は、ACT にとって前例のない道徳的な機会であ
ると考えられていた。この刑務所は、現代の国際人権規
範を遵守する最初のオーストラリアの刑務所になり、植
民地時代の行き過ぎた刑罰の長い影から脱却したがゆえ
に、他の管轄地域の道標になると想定された（ALRC,	
1979:	27）。	

NSW 州では、それまで広く行われていた刑務所にお
ける虐待は減少し、受刑者の処遇や刑事施設の設備、矯
正官の研修も一時的に改善されてきていた。しかし、
1980 年代には、矯正職員による断固とした労働争議と
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厳罰主義の復活によりネイグル報告書の抜本的な改革の
多くが後退し、さらなる刑務所暴動や混乱が発生した	
(Brown	&	Wilkie,	2002;	Brown,	2004;	Grant,	1988:	
2-4;	Grant,	1992;		Ramsland,	1996:	327;	Roberts	et	
al.,	2002)。深刻な過剰収容という別の要因もあった。
例えば、NSW 州の収容人員は、1991 年 9	月までの 3
年間で 51％増加し、6,063 人に到達し、人口 10 万人
あたり 100 人の収監率となった（Grant,	1992:	197）。
おそらく最も重要なことは、急速な改革は職員の労務条
件を改善することなく受刑者の権利を認めるもので、職
員に深い憤りを生じさせていたことである。矯正職員は、
この改革を「刑務所の支配権を受刑者に譲り渡す」もの
だと認識していたのである（Grant,	1988:	3）。結局、
NSW 州は、ヴィンソンがその刑務所で実施した改革と
近代化措置の多くを、より緩やかなアプローチで繰り返
さざるを得なかった。	

NSW 州における刑務所改革の失敗は、ACT にとっ
て教訓となり、ACT の刑務所設立を求める声が続いた。
この時点で、ACT は地元の犯罪者を保護し更生させる
義務を「放棄」していたという考え方が広まった

（ALRC,	1988:	251-252）。擁護者たちは、ACT が昔
の流罪のようなことを廃止すべきであり、家族との頻繁
なコンタクト、通勤のための日帰り釈放などの近代的処
遇を現地で提供することは、矯正というよりも福祉と位
置づけ、ACT の再犯率を減らすために必要不可欠なも
の で あ る と 考 え て い た（ALRC,	1988:	253-255;	
Walmsley	et	al.,	200-202）。	

1988 年、ACT は自治権を獲得し、ACT 初の選挙が
1989 年に行われた7。これは刺激的な時代であった。
ACT は長い間、「共同体社会主義」の実験と見なされ
る特徴的な住民で構成されていた（Brown,	2014b:	
1-3	at	3）。ACT の大部分を占める首都キャンベラの住
民は、オーストラリアの他の都市の住民よりも高所得で
高学歴であり、社会的にも進歩的であった（Young,	
1985）。また、小規模な都市であるキャンベラでは、

「裕福で、博識で、明瞭な」政治家、官僚、研究者やメ
ディアコメンテーターが集まっており、活発で包括的な
市民社会と統治への関心が育まれていた（Brown,	
2014b:	1-2）。こうした人的資源と、連邦政府による父
権的支配の時代を経た ACT の独立性を明確に示したい
という願望（Grundy,	1996）が、模範的な ACT 刑務
所を建設するというプロジェクトを促進することになっ
た。		

ACT 立法議会の司法と社会安全に関する常任委員会
（SCJACS）は、1999 年から 2001 年にかけて刑務所

設立を検討した。この政策策定プロセスは矯正職員以外
のすべての利害関係者を含んでいた。このとき、ACT
の立法府・行政府・市民社会から、治療的で修復的な、
そして社会復帰を促進する刑務所に対する幅広い支持が
あった。しかしながら、一般的に矯正局自体がリードま
たは仲介する日本の刑務所改革政策プロセスとは対照的
に、刑務所運営経験者からの意見聴取が少なく、実際の
運用上の問題にはほとんど注意が払われていなかった

（SCJACS	1999a;	SCJACS	1999b;	SCJACS	2000;	
SCJACS	2001）。	

マーケティングの観点から言えば、この模範的な刑務
所の建設と運営は、ACT のブランドの中核をなすもの
であるべきだった。地政学的には、この刑務所は「ソフ
トパワー」の源となることが期待されていた。しかし、
刑事司法制度のいかなる側面も、対外的で地政学的な利
益のために利用しようとすることは、本質的に危険を伴
う。後述するように、日本では、明治中期以降いくつか
の時点でこの戦略が成功を収めた。けれども、ACT の
場合は、外部からの承認を求める強い欲求が非現実的な
刑事政策に繋がったり、不都合な結果をもたらしたりす
ることになった。

1.4　日本の刑事司法における例外主義  
日本の 1908 年の監獄法と最初の赤レンガの刑務所は、

当時としては先進的とみなされ、世界的な賞賛を受けた。
それだけに、不平等条約の終了と旧宗主国としての日本
の出現と密接に関わっていた（Botsman,	2005:	Ch	7）。
好評は 1932 年まで続き、同年 5 月にはチャーリー・
チャップリンが東京の小菅刑務所を訪問し、熱烈に賞賛
している（Gillin,	1928;	Ogawa,	1932）。		

第二次世界大戦後、日本が早くも刑事司法外交を通し
てソフトパワーを取り戻した。戦後の経済的奇跡よりも
遥か前の 1950 年代初頭から犯罪学的奇跡を成し遂げた
のである。日本は急速に犯罪を抑制し、占領が終了した
初期の段階に安全で秩序ある社会を作り始めたのだ

（Shikita	and	Tsuchiya,	1990;	Ozawa,	2014）。
この犯罪学的例外主義は、新たなグローバル・アイデ

ンティティと正当性を提供することになる。日本が、国
際的な場で円滑に立ち直り、国際社会復帰をした一つの
要素と見ることができる。1950 年代初頭、日本は、
SMR の草案に対して書面提出を行ったわずか二つのア
ジア諸国のうちの一つであった（UNGA,	1955a）。
1954 年までに、ビルマの首都ラングーン8 における第
1 回国連犯罪防止・犯罪者処遇アジア会議で、「国連ア
ジア極東犯罪防止研修所」（UNAFEI）を東京に設立す
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ることが満場一致で決議された（UN,	1961:	Preamble）。
UNAFEI は、60 年にわたりグローバル・サウスの刑事
司法領域における法整備支援の源として、日本に世界的
な名声と権威を与えてきたのである。		

1955 年、日本は「犯罪防止及び犯罪者の処遇に関す
る第 1 回国連会議」にアジアから招待された三カ国の
うちの一つであり、85 カ国の全会一致で SMR を採択
する議決に参加した。さらに、同会議への貢献と関与は
模範的なものであった。日本は、検察庁幹部を筆頭とす
る六人の派遣団員と、警察庁、矯正局、東京大学（まだ
若かった頃の平野龍一氏）、国会及びジュネーブの国際
機関日本政府代表部などから選出された代表者がこぞっ
て参加した。アジアの他の招待国である中国とカンボジ
アは、それぞれわずか三名と二名の代表団を送り、書面
提出は行わなかった（UNGA,	1955b;	UNGA	1955c）。
法務省矯正局長の中尾文策氏は、五つの大会テーマのう
ち二つを取り上げた日本の二つの提出文書を作成した。
これらの文書は，当時の日本の刑務所収容人員の約 8％
を占めていた 70 か所余りの「開放的」な労働収容所と，
日本の矯正職員の高度に体系化された選抜・研修制度に
ついて報告している	(Nakao,	1955a;	Nakao	1955b).		

詳しく説明するまでもなく、2002 年 11 月に名古屋
刑務所暴行事件が発覚するまで、日本の刑事司法の例外
主義は、そのグローバルな「ブランド」の中核で、ほと
んど損なわれない部分であった（Lawson,	2015）。2012
年 7 月までに、第 2 次安倍政権において、犯罪対策閣
僚会議が再活性化し、再犯防止政策が内閣レベルの優先
事項に引き上げられたことにより、司法外交によるソフ
トパワーを取り戻そうとする新しい取り組みが始まった。
この考えは、2021 年に開催される東京オリンピック
2020 とその後に向けて、法務省の「世界一安全な国」
という遍在する刑事司法外交スローガンの使用に表れて
いる。その一環として、過去 10 年間に再犯防止に関す
る イ ニ シ ア テ ィ ブ が 数 多 く 実 施 さ れ た（ 法 務 省、
2022b	2022b）。	

このことは、着実で効果的な脱収容に対する日本の
15 年間の取組を確たるものとし、これを通じて、2021
年末時点で刑事施設の主要率が 50.5% という素晴らし
い水準まで収容人員を減少させ（法務省、2021a:　
2-4-2-2 図 ) 新しい入口支援、治療的処遇、出口支援の
構想が発表されても国民が珍しがらない状況を作り出し
た。2002 年を振り返ると、これは想像もしなかった変
化である。西側の観察者として注目すべき点は、非常に
ゆっくりとしたペースで粘り強く、小さな漸進的変化を
通して反発を起こさないように達成されてきたことから

観察される漸進主義である。そしてまたトップダウン型
の改革で権利志向的な言説もほとんど見られなかったこ
とも印象的である。		

直近では 2022 年 4 月に、2025 年に施行される刑法
における「懲役」と「禁固」の一元化で事実上の「懲
役」の廃止が決定している。2018 年、世界の矯正リー
ダーに対するインタビューを収集する本の一章の為に、
当時の富山聡矯正局長にインタビューした際、この大胆
な改革を個人的な夢の一つとして言及していた。それは、
刑務所が炊事や家計管理などの基本的なライフ・スキル
を受刑者に教えるための時間、場所、人員を確保するこ
とを可能にするものであった。そして、未だ達成されて
いないものの、軽微な薬物犯罪の脱刑事罰処理も含めて
実現したいと話していた（Lawson,	2020）。	

2.　�ACTの治療的司法を通じた�
再犯率削減のためのパンデミック以前の計画�

2021 年末に発表した論文（Lawson,	2021）では、
パンデミック直前の 2019 年までの ACT の動きに焦点
を当てていた。		

簡単に要約すれば、1901 年のオーストラリア連邦憲
法には権利章典が含まれていない。国際法の国内的効力
は変形方式で、オーストラリアの裁判所は、国際条約を
法律によって国内法に「変形」されるまで正式に承認し
ない（Williams	and	Reynolds,	2017）。しかし、ACT
はオーストラリアの州・特別地域として初めて、2004
年に人権法を制定した9。これは市民的及び政治的権利
に関する国際規約（ICCPR）10 に含まれる権利を行使す
るもので、「弱い形の」または「対話的」権利章典であ
る。ACT 立法議会に提出される各法案は、人権法に準
拠していることを関連省庁が認証し、立法議会常任委員
会はその法案が準拠していることを確認する必要がある。
受刑者を含む個人は、ACT 最高裁判所に違反行為に対
する宣言的救済を求めることができるが、今日まで損害
賠償請求権はない。		

2007 年、矯正管理法が制定された11。この法律に基
づいて新たな ACT 刑務所が設立され、運営されている。
また、受刑者の人権を綿密に保障し、受刑者の SMR と
ICCPR の権利を制定している。三つの例を挙げよう。
第一に、懲戒目的の隔離（独房）は第 89 条の下で完全
に禁止された。第二に、第 188 条により面会、手紙、
電話等を通して承認された家族や友人との接触を含め受
刑者の外部との接触を懲戒処分下にあっても停止される
ことはない。最後に、第 14 条に基づいて矯正局のすべ
ての内部政策は、ACT 法上の登録として公開されなけ
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ればならない。

2.1　 2009 年からの 
最初の治療的司法に基づくイニシアチブ  

2009 年 3 月、当初 300 床しか保有していなかった
刑務所に最初の受刑者達が到着した。ACT の刑事司法
における最初の TJ イニシアティブのうち、この段階か
ら実施されていた四つの取り組みについては、2021 年
の WIPSS 紀要論文において言及している。
	
滞在型薬物治療（ソラリス治療共同体）  

刑務所内には、男性受刑者の為にソラリス治療共同体
と呼称されるエビデンスに基づいた薬物リハビリテーシ
ョン施設がある（Rosenberg,	n.d.）。これは 1946 年
にイギリスで考案され、1960 年代からアメリカの刑務
所で使用されている学際的なモデルを踏襲している

（Kashiwagi	et	al.,		2022）。2019 年から札幌女子刑務
所では治療的コミュニティが設立された。ACT 刑務所
では、刑務所内の 20 床の低セキュリティ専用コテージ
に六週間滞在するなど、受刑者は最低でも六カ月かけて
プログラムを修了する。受刑者はプログラムに参加する
ために志願しなければならず、肉体的にも精神的にも安
定している必要がある。特別な研修を受けた「治療的矯
正職員」、医療専門家、刑務官が、受刑者が出所後に紹
介されると同じ薬物治療専門 NGO と協力してプログ
ラムを運営している。		

刑務所内での薬物使用は、受刑者の少なくとも 30％
に見られる（Toohey	et	al.,	2018）。薬物使用は非常
に好ましくないとされているが、道徳や刑事責任の問題
ではなく、心身の健康と安全の問題としてアプローチさ
れている。受刑者の禁欲能力を徐々に育むことを目的と
して、根本的な依存症の治療を行いながら、ハームリダ
クションを優先している。したがって、刑務所内にはメ
サドン・プログラムもあり、受刑者が注射針を滅菌でき
るように漂白剤も提供されている。また、刑務所内に注
射針の交換サービスを設置する計画もあり、オーストラ
リア医師会が進めているものの、矯正職員に反対されて
いる。

承認を受けた家族・友人の訪問  
承認された家族や友人は、水曜日から日曜日までの 5

日の間、被収容者と面会することが出来る。週末は最初
から面会日に含まれている。この刑務所は、キャンベラ
のほとんどの地域から車で 20 分程に位置し、バス路線
も運行している。すべての受刑者は、週に 1 回最大 1

時間、承認を受けた家族や友人と身体接触を伴った面会
をすることができる	(ACTCS,	2022a)。安全な監視付
きの面会場は「オープンプラン」であり、受刑者たちが
運営するカフェや小さな芝生のバーベキューエリア、子
供用の遊具まである。シャイン・フォー・キッズと呼称
される慈善団体が、遊びの活動を通じて面会中の父親が
子供との関係を再構築できるように支援している。この
五日間は、刑務所の受付と面会所が子どもたちの楽しそ
うな声で賑わっている (Mares,	2014)。	

禁制品はこのエリアを使ったルートで刑務所内に侵入
することがあり、壁を越えて投げ込まれたり、ドローン
で投下されたり、ときには職員や民間請負業者により持
ち込まれることもある。しかし、この家族面会奨励政策
の背景には、二つの考え方がある。それは、日本の少年
院に送致された少年の家族との接触の重要性に関する考
え方と二つの共通点をもっている。第一に、社会福祉の
原点は家族である。国家が刑事司法政策を通じて家族構
成を破壊すれば、犯罪者は常に社会にとって負担となっ
てしまう。国家が家族構成を維持すれば、それは釈放後
の受刑者にとって自然な受け皿となる。第二に、収監に
よる家族関係の破壊は、貧困と機能不全を引き起こし、
有害で、犯罪を誘発するような影響を次の世代に永続さ
せることにもなる。	

中間処遇センター
刑務所のフェンスのすぐ外には、20 床の中間処遇セ

ンター（トランジショナル・リリース・センター）があ
る（Bartels	and	Doyle,	2022）。矯正官がいるが、ド
アに鍵はかかっていない。男性受刑者が、刑期最後の期
間をここに移動して過ごす。刑が長い受刑者は、一年以
上の期間を中間処遇センターで過ごすことも珍しくない。
仕事を探し、日中はキャンベラ市内に通勤し、夜間と週
末に中間処遇センターに戻ってくる。女性受刑者は、仕
事や教育のための日帰り釈放を含む中間処遇センタープ
ログラムを受けることもできるが、その間刑務所内に住
むことを求められるため、不利な立場に置かれている。
日本においては、松山刑務所に併設された大井造船作業
所がこれに相当すると思われる。しかし、ACT では殺
人などの重罪を犯した受刑者でも、中間処遇センターを
利用することができる。実際、彼らにとってここは特に
重要である。	

説明責任の仕組み 
当初、受刑者の権利に関わる緊密にネットワーク化さ

れた五つの外部監視機関が、刑務所に出入りできるよう
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になっていた（AMC,	2022）。受刑者は、居房外にい
る際にアクセスできる共有エリアの公衆電話から、これ
らの機関のホットラインに無料で電話をかけて面談を求
める音声メッセージを残すことができる。	

第一の監視機関は、刑事施設視察員である。2009 年
当初は被任命者は一名であったが、現在は受刑者人口の
約 25％を占める先住民族犯罪者の面会に重点を置いて、
先住民族訪問者１名を含む４名となっている。視察員は、
一般的にソーシャルワークなど刑事司法に関連する分野
で何らかの経験を積んだ一般市民がパートタイムで務め
ていて、矯正の専門家ではない。4 名の視察員が合計で
年間約 1,500 時間ほど刑務所内を自由に動き回る。受
刑者の訴えを聞き、刑務所長と対話し、定期的大臣に報
告するが、公に調査を行ったり報告したりする権限はな
い。秘密裏に報告するのみである。	

第二の監督機関は、ACT	市政監督である。これは、
刑務所における全ての保安上の事故について CCTV 映
像を観閲する政府機関であり、身体的・精神的な病気や
障害に起因する特に弱い立場にある受刑者を保護する特
別な責任を負っている。	

第三の機関は、ACT 人権委員会である。これは
2004 年の人権法に基づき設立された独立した法定機関
で、刑務所で維持されている人権水準について自主的に
独自に監査を行い、公表している。また、受刑者から個
別に人権に関する苦情を受理することができ、解決のた
めの調停手続も提供している。		

第四に、ACT 市政監査も刑務所に関わっているが、
これは受刑者が自身に対する行政処分に異議を唱える場
合に支援する役割に限定されている。最後に、ACT 保
全委員会はこれらの ACT 行政官による汚職行為に関し
て受刑者からの苦情を受け付けている。外部監視機関代
表者は定期的にともに刑務所の指導者や矯正局の代表者
と会い、刑務所の処遇について話し合っている。	

2.2　ACT 刑務所における初期の課題  
ACT 刑務所は、もともとアクティビティ・センター、

ヘルスセンター、グラウンドがそれぞれ一つずつ設置さ
れており、開放的所内方式（仕切りがない）で設計され
た。これは、十数種類以上の異なるカテゴリーの受刑者
を収容しているため、受刑者同士が安全に混在すること
が出来ないという思慮のない設計であった。また、刑務
所での受刑者が任意で働く作業プログラム等の開発は非
常に立ち遅れたため、運営当初は受刑者が慢性的に退屈
していた（Bartels,	2015）。

それにもかかわらず、収容率が急増し始めた 2013 年

頃までは好評を得ていた。2015 年からは	一部の受刑
者を「超過」施設、つまり刑務所開設前に使用されてい
た小規模な拘置施設に収容する必要が生じ、ACT はこ
れを再開させなければならなくなったのである。2016
年から、刑務所の問題は更に深刻化した。この年、刑務
所の収容定員は 439 床（後に 444 床）に拡大されたが、
すぐに埋まってしまい、再び定員を超過した。

この間、以前受刑者同士の暴力により脳損傷を負って
いた、若い先住民族の未決拘禁者が、薬物の過剰摂取に
より刑務所内で死亡した。それは、刑務所のメタドン・
プログラムを通じて誤って投与されたものだった。この
事件は ACT の重大なスキャンダルで、多くの監査・報
告・調査を経て、最終的には改革を促した（Moss,	
2016）。収容人員は増加の一途を辿り、ACT の収容率
は一層悪化し、受刑者一人あたりの 1日のコストも全国
で群を抜いて高くなっていたため、この事件が転機とな
った。ACT 政府は、刑務所拡張主義を終結させ、代わ
りに「司法再投資」戦略に従うと発表したのである

（JACS,	2019）。		

2.3　新たな治療的司法イニシアチブ：2016 年－ 2019 年
2016 年から 2019 年にかけて、ACT は「刑務所で

はなくコミュニティを構築する」という全体的な包括政
策のもと、いくつもの「国を挙げての」刑事司法改革を
導入した。この政策には七つの「柱」があり、全体の目
標は、2025 年までに ACT の再犯率を 25％削減する
ことであった（JACS,	2020）。	

これらの政策は、犯罪対策閣僚会議で発表された日本
の「国を挙げての」刑事司法政策に呼応していて、日本
の「入口支援」や「出口支援」に相当するものであ
る。	日本は 2012 年に 10 年以内に 2 年以内再犯率（出
所受刑者の 2 年以内再入率を意味する）を 20％以上削
減するという目標を発表してから順調に進み達成してい
る（法務省、2022a：5-2-3-9 図；法務省 2022b）。

その一つの柱は、刑務所における先住民族の過剰な割
合を減少させることである。オーストラリア先住民族は	
ACT 一般人口の 2％未満であるが、ACT の収容人員
の 22 ％ を 占 め て い る（ACTCOSS,	2021;	JACS,	
2022b）。この柱は、文化的に適切な司法への再投資

（各家庭に合わせた社会的健康サポート）、入口支援（先
住民族向けの若年犯罪者のための先住民族年長者による
修復的量刑（サークル量刑））、出口支援（先住民族犯罪
者の更生保護・社会復帰を促進する先住民族同士の対話
サークル）というプログラムで構成されている。もう一
つの柱は、刑務所に多く存在する精神疾患や障害を持つ
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人々を支援するための人員と資源の増加に重点を置いて
いる。	

2.3.1 入口支援
また別の柱は、保釈中や仮釈放中の人々の住居へのア

クセス改善に関するものである（JACS,	2020:	11;	
ACTCOSS,	2021）。ACT の受刑者の 40％近くが未決
拘禁者であり、その多くは保釈の資格はあるが固定住所
を持たない先住民族である。これはオーストラリアで最
も高い割合である。ほとんどの場合、彼らは最終的に罰
金以上の刑を受けることはない。それまで彼らを刑務所
に拘束することは釣り合わないし、不必要である。この
戦略では、コミュニティ内で中程度の監視付の宿泊施設
を提供する保釈ホステルの開発を優先している。	

ACT 裁判所では、2016 年から集中的社会内処遇命
令（インテンシブ・コレクション・オーダー；	ICO）
を課すという選択肢を与えられた（ACTCS,	2022b;	
Nowroozi,	2022）12。この刑は、原則的に多種多様な
制限や条件を伴う社会内処遇である。犯罪傾向の進んで
いない犯罪者に適した一形態と見なされている。最長 4
年の自由刑の代わりという風に設計されているが、ほと
んどの場合、最長 2 年の自由刑の代わりに使用されて
いる。固定住所に滞在することができ、薬物やアルコー
ル問題のない犯罪者のみが対象となる。保護観察官によ
り監督され、以下の条件の中から少なくとも一つが適用
される。違反すると警告、条件の厳格化、または取り消
しと逮捕に繋がる。ただし、違反の結果再収容された場
合、30 日後に ICO の復活を求めることができる。	

• 在宅拘禁	条件
• 電子監視条件
• 夜間外出禁止条件
• 	規定の時間数（750 時間を超過しない）の社会

奉仕活動の実績を要求する社会奉仕活動条件	
• 	薬物リハビリテーション施設に入るまたは日帰

りプログラムに参加する条件、あるいは治療を受
ける条件

• アルコール、薬物、またはその両方の禁欲条件
• 特定の人物との接触禁止条件	
• 特定の場所・地域への出入りや訪問禁止条件

更にもう一つの柱は、物質使用障害を持つ人々を刑務
所に入れないようにする支援に関連している（ACTCS,	
2020:	12）。そのために導入されたのが、「薬物とアル
コール専門法廷」である。これはエビデンスに基づいた
戦略で、罪を犯した薬物使用者は、裁判所による監視付
きの治療とリハビリテーションプログラムを受けること

が出来る。これに加えて、2019 年 9 月、ACT は乾燥
大麻 50	gm 以下と大麻草 150	gm の所持を新年早々に
非犯罪化すると発表した。また、大麻の栽培は一人２株
まで、一世帯４株まで認められ、自宅での大麻の個人使
用も非犯罪化された13。有罪判決の影響は、その犯罪の
平凡性に対して不釣り合いと見なされたのだ。また、飲
酒運転や薬物運転で有罪判決を受けた者には罰金を科し、
制限付き仮免許を交付する前に飲酒と薬物に関する啓発
プログラムを修了させるよう命じることに切り替えたの
も、この柱の一つである。さらに、深刻な飲酒運転違反
に対しては、呼気検査装置が違反者の車に取り付けられ
る。アルコールを含まない呼気の採取をしなければ、車
を発進させることは出来ない。		
	
2.3.2 出口支援

また、既存の受刑者向けの「拡張スルーケア」プログ
ラムにも追加資金が提供されることになった。スルーケ
アとは、最長で出所 6 カ月前から始まり出所後 12 カ月
間まで刑務所で行われる包括的な社会復帰サービスであ
る（ACTCS,	2022c)。受刑者のケアは、刑務所内で社
会復帰専門矯正職員の監督下に移された時点から始まる。
このサービスでは、宿泊施設、職業訓練・雇用、精神
的・身体的健康、地域社会とのつながり、そして基本的
ニーズという五つの分野において、個人に合わせた支援
が提供される。他の管轄地域では、スルーケアは一般的
に刑期全部を服役した受刑者だけが対象である。しかし、
ACT ではほぼすべての被収容者（短期間（女性：1 ヶ
月、先住民族男性：3 ヶ月、非先住民族男性：6 ヶ月）
拘禁された未決者を含む）に提供されているため、「拡
張」スルーケアと呼ばれている。ニューサウスウエール
ズ大学による学術的な研究は、2017 年に拡張スルーケ
アが犯罪者の刑事施設への再入を遅らせており、再入が
あったとしてもより軽微な犯罪によるものであることを
示した。拡張スルーケアは、個々の被収容者の社会復帰
のニーズを満たすために、様々なサービス提供を外部委
託している（Griffiths	et	al.,	2017）。		

もう一つの柱は、元受刑者の社会復帰に対する支援に
関連している（ACTCS,	2020:	16）。この戦略の一つ
である仮釈放タイムクレジットは、仮釈放中の期間を自
由刑と相殺する制度である。仮釈放中に違反を犯した犯
罪者が刑務所に戻ったとしても、経過した仮釈放期間に
より自由刑の刑期を短縮することができる。最終的に、
ACT 政府は、刑務所の収容定員を大幅に超えているに
もかかわらず、刑務所を更に拡張する代わりに中間処遇
センターを 80 床まで拡張し、より多くの受刑者をこの
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中間施設に移す方針を発表した（Rattenbury,	2019）。

2.4　OPCAT の義務を満たすための追加的な監督機関  
七つの柱とは別に、最初の五つの機関が果たす様々な

役割を補完するために、さらなる外部監視機関が設立さ
れた。この機関、すなわち収容施設監察官事務所（オフ
ィス・オブ・インスペクター・オブ・カストデイアル・
サービス）は、ACT では前例のない機関である。この
機関は、2023 年 1 月 20 日に開始されるはずの「拷問
及び他の残虐な、非人道的なまたは品位を傷つける取り
扱い又は刑罰に関する条約の選択議定書」（OPCAT）14

に基づく ACT のナショナル・プレヴンチブ・メカニズ
ムに貢献する義務を果たすものであったが、既に期限を
過ぎている。オーストラリアは、2002 年に国連総会で
OPCAT が採択された際、日本と同様に投票を棄権し
たものの、最終的に 2017 年 12 月に議定書を批准して
いる。OICS は、収容施設監察官事務所としての専門的
な知識を持つ経験豊富な元矯正官が率いている。OICS	
は、 イ ギ リ ス 王 刑 務 所 監 察 総 監15（His	Majesty’s	
Inspectorate	of	Prisons）と同様の権限、自律性、並
びに裁量権を有している。その報告書は議会に提出され、
OICS のウェブサイトで一般公開されている。		

3.　�ACTのパンデミック期中の治療的司法の�
実施：2020 年－ 2022 年

アシュリー・ルービン教授は、2022 年 9 月上旬、ハ
ワイ大学ロースクールと成城大学治療的司法センターと
の合同シンポジウム「映画と実体験を通じた日米刑務所
における『共感』教育プログラム」において、洞察に富
んだコメントを発表し、近代史を通した刑務所改革にお
けるリハビリテーションの推進力が周期的な性質を帯び
ていることを指摘した。何世紀もの間、歴代の改革者た
ちは、刑務所が持つ犯罪誘発効果を認識し、刑務所をよ
り有効で更生に役立つもの、すなわち治療的なものにし
ようと真剣に努力してきた。治療的司法が犯罪からの離
脱を促進すること、すなわち犯罪者の人生における社会
経済的な犯罪誘因に取り組み、「犯罪の減少、より安全
なコミュニティ、収容人員の減少」に繋がることを示す
証拠は豊富に存在する。	

しかし、治療的司法構想は脆く、外部の力や出来事に
よって簡単に頓挫してしまいがちである。社会的、経済
的、政治的な現象によって外的な危機が生じた時、そし
てこれらの危機が実質的なものであれ想像上のものであ
れ、そうしたプログラムや政策は負担しきれない贅沢品、
無駄、あるいは不適切で「犯罪に甘い」とみなされる可

能性がある。影響力があって意欲的な一世代に一度とい
うような改革者が現れても、転勤したり、昇進したり、
引退したり、時に亡くなることも治療的司法イニシアチ
ブを挫折させる可能性に繋がる。刑事司法機関は、次の
改革サイクルが発動されるまで、急速に応報的な状況に
逆戻りしてしまう可能性がある。

新型コロナウイルス感染症の影響は、ACT では近隣
の NSW 州やビクトリア州ほど深刻ではなかったが、
それでも経済、市民社会、刑事司法制度に広く蔓延して
いる。2020 年から 2022 年にかけて、治療的司法にと
っていくつかの「勝利」がもたらされたが、ACT が
2016 年から 2019 年にかけて発表した新しい治療的司
法戦略のいくつかについて、特に出口支援に関して、実
施に苦労しているという不安な兆候が明らかになってい
る。	

3.1　二つの報告書：二つの異なる物語  
まず刑務所パフォーマンスの定量的な指標に目を向け

ると、多くの指標において改善が見られた。最近の生産
性委員会の公共サービスに関する報告書（PC,	2022）
では、2021 年 6 月 30 日現在、ACT の刑務所におけ
る収容定員は 444 人のままで、前年度の 1 日の平均収
容人員は 411 人であった。2018-2019 年度の 484 人
のピークから減少している。ACT の収監率は成人 10
万人あたり 122.7 人で、2018-2019 年度の 147 人を
ピークに減少している。2022 年 9 月末までには、成人
10 万人あたり 110 人となっている（ABS,	2022)。先
住民族の収監率は成人 10 万人あたり 1812.5 人で、
2015-16 年 度 の 2087.5 人 を ピ ー ク に や や 減 少 し、
2359.4 人という悲惨な全国平均を下回っている。刑務
所内での受刑者就労率は 86％で最高値に達している。
刑務所内での教育・職業訓練を受けている受刑者は
2011-2012 年度のピーク時の 85.1％から 68.5％に減
少したが、オーストラリア平均の 29.7％の２倍以上で
あった。重要なことに、ACT の 2 年間の再犯率17 は
37.1% であった。これは、2019-2020 年度の 42.4%
という高い数値から低下している。しかし、2025 年ま
でに 25％削減するという目標を達成するためには、そ
の年までに 31.7％に達するよう、更に大幅に低下させ
る必要があるだろう。また、収容人員における先住民族
の割合が非常に高いことに変わりはなく、被収容者の 1
日の平均外出時間は 8.9 時間と、2011-	2012 年度のピ
ーク時の 10.5 時間から減少し、オーストラリア平均の
9.4 時間を下回っている。		

しかし、収容施設監察官事務所は、2022 年後半に二
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つ目の「健全な刑務所レビュー」を発表した際、ACT
刑務所について異なる見方を提示した（OICS,	2022）。
この厳密な混合法による実証的レビューは、被収容者、
矯正職員、その他刑務所のステークホルダーからもたら
された質的データが組み込まれている。特にこの質的デ
ータは、はるかに否定的な事態を明らかにした。	

第 2 部で言及した過度に理想主義的な「開放的所内」
設計では、単一の ACT 刑務所に十数カテゴリーの被収
容者が収容され、その多くが他の被収容者と混在するこ
とを許可されないために、矯正職員と被収容者の双方に
常に困難を生じさせていることに注意する必要がある。
この根本的な設計上の欠陥は、長期化するパンデミック
のようなストレス要因に対して刑務所を特に脆弱にして
しまう。OICS	の 2022 年の「健全な刑務所レビュー」	
(2022:	26）では、この現実を認めている。	

... 我々はまた、非常に多くの被収容者カテゴリが
いることに対する影響が施設全体に及んでいること
を聞いている。例を挙げると、被収容者は通路で他
の被収容者カテゴリと遭遇することから護衛なしに
他の建物まで移動することができず、［唯一の］保
健センターの待合室では被収容者が混在できない為
に患者の流れが緩慢化し、被収容者が混じることを
避けるために上限までプログラムや教育の運営を制
限し、被収容者が混在する可能性を避けるために運
動の時間（例えば、［唯一の］グラウンドを使う時
間）を制限させている。さらに、［家族と友人」の
訪問スケジュールを分割［しなければならない］た
め、各［棟の］ユニットでは、週に２回［しか］訪
問時間が割り当てられることができない。	

	
また、OICS の報告書は、これまでのパンデミック期

において、現在に至るまで複数の分野で刑務所における
処遇が悪化していることを示している。日常的な退屈、
面会の厳しい制限による家族や友人との長期的な離別、
教育や仕事、更生プログラムへの参加機会の大幅な減少
は、すべての被収容者にとって深刻な問題であり、先住
民族の被収容者にとってはさらに深刻であった。新型コ
ロナウイルス感染症による慢性的な人員不足は、矯正職
員のストレスと過労、そして研修不足につながった。	

2020 年以降、OICS は、パンデミックによるロック
ダウンのストレスが少なくとも一因であったと思われる
多くの重大事件の調査にも忙殺されるようになった。例
えば、オーストラリア社会全体に厳しいロックダウンが
実施されていた時期に発生した二つの暴動は、約 1000

万豪ドル相当の被害をもたらした。また、人質事件、女
性被収容者に対して不適切に実施された全裸での強制身
体検査事件、被収容者の自殺など、様々な事件が発生し
た。しかし、OICS 自身も人員や資金の削減に直面して
いる（Twyford,	2021）。	

おそらく、ACT 刑務所のこれまでの実績とパンデミ
ックを乗り切る能力について最も非難されるべきは、刑
務所が計画、建設、開設された快活で楽観的な時期を牽
引してきた、2001 年から 2011 年にかけて ACT 州首
相を務めたジョン・スタンホープの公式声明であろう。
彼は、刑務所は「先見性のある立法」	を携えて始まった
が、「機能不全の大惨事」へと堕落したと述べている

（Stanhope,	2022）。	

3.2　入口支援と出口支援：その片鱗
保釈ホステルの設立プロジェクトでは、不十分な計画

と実行により、初期不良や遅延、予算未消化が繰り返さ
れた。本来使用する予定であった施設は使用できないか、
大幅な改修が必要だった。結局、政府はこのプログラム
を民間の宗教的慈善事業者に委託することにした。
2021 年半ばの時点で、最終的に 44 人を支援しており、
サービスを必要とする者の需要は高かった（Evans,	
2021）。	

ICO の量刑選択の利用は増加の一途を辿っていて、
最近の調査（SCJACS,	2022）では、刑務所内で嫌がら
せや暴行を受ける可能性のあるトランスジェンダーの犯
罪者に非常に適していると指摘されている。しかし、あ
る市民団体は、ICO は司法制度の「網の目拡大」に繋
がっており、脱収容に貢献するダイバージョン的な措置
ではないと主張している（ACTCOSS,	2021:11）。さ
らに、ACT 連邦警察と同様、犯罪被害者も時にこの量
刑選択に反対の立場を表明している（SCJACS,	2022:	
2.16）。現在、ICO は拘禁と併用することができない。
このため、裁判を待つために何カ月もの間、保釈せずに
勾留された人が ICO を与えられた場合、不公平が生じ
てしまう。この場合、すでに服役した期間を用いて刑期
を短縮することはできない。SCJACS	はこれを改める
よう勧告した（2022:	2.22）。	

薬物・アルコール専門法廷（DAC）は、すでにダイ
バ ー ジ ョ ン と 予 算 の 面 で 成 功 が 評 価 さ れ て い る

（Byrne,	2022）。オーストラリア国立大学の研究による
と、薬物・アルコール専門法廷で判決を受けた 56 名の
犯罪者のうち 8 人しか所定のプログラムを最後まで完
了していなかったにもかかわらず、すでに 1400 万豪ド
ルの経費を節約した。修了者のうち裁判所に戻った者は
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おらず、ほとんどが薬物やアルコールの使用量を大幅に
減らしている。薬物・アルコール禁止令を受けたがプロ
グラムを完了しなかった多くの者（56 人中 44 人）で
も、プログラムを一部完了した後は、犯罪を犯す回数が
減少した（Rossner	et	al.,	2022）。しかし、薬物・ア
ルコール専門法廷は、高い需要と資金不足に悩まされて
いた。ACT 最高裁判長と地元の法廷弁護士はともに、
この裁判と判決オプションの拡大を支持している。最高
裁長官は、この制度はまだ先住民族の犯罪者の支援にま
で至っておらず、「先住民族向けの若年犯罪者のための
先住民族年長者による修復的量刑（サークル量刑）」と
組み合わせる必要があるという可能性を指摘している

（Byrne,	2022）。		
2022 年末、ACT 立法議会において、大麻だけでな

く、「アイス（覚醒剤）	」、ヘロイン、コカイン、アンフ
ェタミン、さらに LSD、MDMA、シロシビンを含む他
の違法薬物の少量所持を 2023	年後半から非犯罪化す
る法案を可決した（Twyford,	2022）。個人での使用目
的で少量所持している場合は罪に問われることなく罰金
が課されるだけである。これは、現行法の施行に警察の
資源を費やさないことを意味する。（現在、毎年 10 人
程度が起訴されているに過ぎない。）
「拡張スルーケア」の需要はおおよそ安定しており、

2019 年～2021 年間の需要はおよそ 12％減少したこの
期間のプログラム平均受給者は、2016 年から 2019 年
ま で の 427.7 人 に 対 し、327.5 人 で あ っ た。(JACS,	
2022a)。この減少は、パンデミック期間に、より多く
の犯罪者が迅速に保釈されたことと、その他の治療的司
法に基づく措置によって、収容人員が僅かに減少したこ
とによると思われる。オーストラリアの保護観察・仮釈
放制度では、一般的に執行猶予中の被告人や仮釈放者が
裁判所や仮釈放委員会の定める報告義務やその他の要件
を遵守するよう強制することを重視しているのが一般的
である。「拡張スルーケア」は、日本で行われている保
護司により提供されているサービスと同様に、包括的で
柔軟であり、そして時には集中的な個人支援を提供して
いて、法遵守を重視するモデルとは本質的に異なるもの
である。		

既存の中間処遇センターは 2020 年初頭に拡張計画が
保留のまま閉鎖されたが、拡張計画は	2022 年末も凍
結されたままであった（Fejer,	2022）。ACT の小規模
な拘置施設の一つを臨時の中間処遇センターとして使用
するために再利用していたが、収容されていたのはほん
の一握りの男性受刑者だけであった。拡張計画は正式に
中止されたわけではないが、刑務所の修繕予算配分が優

先されており、暴動・火災の被害の影響で実際に使えな
い棟の問題を別にすれば、刑務所はもはや過剰収容では
なく（Brewer,	2021）、2022 年 7 月には収容定員の
444 床に対して、収容人員が 380 人にまで減少してい
る（ABS,	2022）。		

4.　�ACTと日本の刑事司法の�
未来の可能性についての暫定的な考察

過去 20 年間に日本と ACT が歩んできた治療的な刑
事司法への道のりを考えると、両者の長所と短所が補完
し合っていることは明らかであろう。		

4.1　補完的な長所と短所  
東京大学法学部ワーキングペーパー（2023 年近刊予

定）19 において、私は刑事司法機関における危機に対処
する日本のアプローチが、極めて実利的で、トップダウ
ン的、管理統制主義的なものであると主張している。ま
ず、問題を抱えた組織を再正当化することに相当な期間
を費やすことから始まり、抵抗を防ぎ、改革を定着させ
るために必要な資源と幅広い利害関係者のコンセンサス
を戦略的に結集させるために、組織内を安定させ準備す
る。そうして、ようやく改革をゆっくりと徐々に実行に
移すのである。このようにして、効果的な変革は、時間
を除くすべての資源を効率的に使用し、合理的で責任あ
る方法で達成される。何世代にもわたって刑事司法に携
わってきた人たちは、遅い変化を待つことになる。段階
的なアプローチが好まれる中、日本の経験豊富な法務省
の改革担当者は、外部からの視線、すなわち刑事司法に
おける日本の優れた能力に対する評判への影響を深刻に
捉えているようである。漸進的な改革は、非常に秩序あ
る外観を持つという利点がある。	

以上見てきたように、ACT は、はるかに乱雑で確実
性に欠ける変革管理プロセスを辿っている。政策の立案
と実施のプロセスは比較的迅速であるものの、イデオロ
ギーに左右されている。改革が成功すれば、改革の欠如
により困難に直面していた人々は速やかに救済を受ける
ことができる。けれども、改革が成功を収めるとは限ら
ない。さまざまな利害関係者による声高な主張や、意見
の不一致が生じることがあり、その中にはメディアや政
治に大きな影響力を持つ者もいる。同時に、警察、検察、
刑務所、社会内処遇など、提案された変革の影響を受け
そうな刑事司法職員や刑事司法分野に関する民間サービ
ス提供者が、公然と抵抗することもある。政策の立案と
実施には論争がつきものだが、それが問題視されること
はない。時折、比較的形式的な準備や広範な利害関係者
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のコンセンサスの不在にもかかわらず、法的・社会的変
革は成功するという信念があるかのように思われる。外
部の視線は少なくとも最初は非常に重要であるとみなさ
れたが、現実では、改革プロセスは非常に多元的で予測
不可能であり、例外的で優れた能力どころか、大抵は混
乱の一つに過ぎないことを意味していた。	

日本にとっては、外部の視線をあまり意識せず、秩序
はないがタイムリーな改革プロセスを進んで容認すれば
いいのかもしれない。同様に、ACT にとっては、外部
からの視線をより意識してより秩序だった段階的な改革
プロセスに携わる覚悟があればいいのかもしれない。	

4.2　治療的な司法改革の動機としてのソフトパワー  
治療的司法に基づいた措置を取り入れようとする管轄

地域の動機がソフトパワーを獲得することが部分的であ
るか、または大部分であるのかどうかという問題もまた
検討に値するだろう。		

ACT の場合、この 20 年間は、経験不足で理想主義
的な管轄地域がソフトパワーの獲得に気をとられ、刑務
所建設に乗り出したという物語であった。このナイーブ
な始まりは、どんな刑務所でも、ましてや人権を尊重し
ようとすれば、矯正治療を提供する刑務所の建設と運営
の複雑な現実と痛烈にぶつかり合ってきた。したがって、
この 20 年間 ACT は外部からの批判にさらされながら、
失敗も多い中で、いくつかの顕著な成功を収めてきたの
である。	

パンデミック期における再犯率や収監率の低下や、収
容人員の減少など、特筆すべき成功があった。これは、
警察や裁判所がロックダウン中に人々を刑務所に送るこ
とに消極的だったことが、このような成果を生むきっか
けになったのかもしれない。薬物・アルコール専門法廷
は、政策的にも財政的にも大きな成功を収めていて、今
後さらに貢献できると見込まれている。資源を使うより
も、直ちに節約するのが治療的司法の活動であり、様々
な刑事司法機関の支持を獲得している。しかし、こうし
たダイバージョンによって獲得された成果は、ほとんど
が男性受刑者や非先住民族の被収容者に対するものであ
り、2022 年の OICS「健全な刑務所レビュー」に照ら
すと、ACT は、すべての犯罪者の再犯率低下への道を
阻む二つの根本的な課題に未だ取り組めていないことは
明らかである。これらは、日本が 2007 年の犯罪白書で
指摘されていた問題であり、出所者が仕事に就いて、地
域社会で居場所に定着することができるかという極めて
重要なことである。「拡張スルーケア」は、「仕事」と

「居場所」で表現されるビジョンと本質的に同様あるが、

今日の司法福祉制度、地域定着支援センター、コレワー
ク、保護司制度等を通じて、日本のよく統合された出口
支援のネットワークを通じて可能な、持続的な「包摂
型」支援とを比較すると、模造品に過ぎないと言える。		

公正を期すために、ACT の JACS がより漸進的なア
プローチを取るとしても、その変化の調整範囲には一定
の限界があることは指摘しておく必要がある。ACT の
警察は、オーストラリアの連邦警察の一部である。
ACT は独自の警察組織を持たない。集中的社会内処遇
命令（ICO）の例で見たように、ACT 連邦警察の方針
が ACT におけるその他の刑事司法制度と対立すること
もある（Nowroozi,	2022）。また、ACT の裁判官は公
務員ではなく、日本の司法と比較すると構造的、政治的、
文化的に独立しており、ACT 政府の方針と一致しない
判決の決定を下すことがあることも事実である。	

さらに、オーストラリアのメディア、学界、そして元
政治家等でさえ、一般的に、政府の政策アジェンダに協
力的でないことがある。豊富な情報源を消費することが
出来て、その結果として各自で評価して、自身の見解を
形成する。連邦政府の多くの機関が、刑務所を含むオー
ストラリアの刑事司法制度のパフォーマンスのあらゆる
側面について、監査を行い、データを収集し、統計を分
析し、報告書を公表している。ACT 刑務所を管理する
JACS は、これらの報告書のタイミング、内容、分析を
左右させることはできない。こうした機関は、生産性委
員会にとどまらず、オーストラリア統計局、オーストラ
リア厚生研究所、オーストラリア犯罪研究所、オース	
トラリア法改革委員会を優に超えている。メディア、学
界、政治家、官僚による論評は、2022 年のジョン・ス
タンホープの例で見られたように、声高に批判的な立場
を取ることもある。		

日本のケースについて検討してみると、この 20 年間
は、経験豊かで実利的な管轄地域に関わる物語りであっ
た。ACT と同様、日本もまたソフトパワーの獲得に注
力してきたが、日本の場合は、とりわけ 2002 年～
2003 年の名古屋刑務所でのスキャンダル以降、行刑分
野において日本の評判を回復させることに力を注いでき
た。カルロス・ゴーン事件の影響により、警察や検察の
役割に対する注目が好意的ではなかったとはいえ、日本
は少なくとも刑務所と保護観察の領域においては、評価
を得ることに大いに成功している。刑事施設と保護観察
に焦点を当てると、日本は専門的、体系的、そして漸進
的に一連の実践的な「国を挙げての」転換、治療的、社
会復帰のための改革を進めてきた。2022 年後半に名古
屋刑務所で新たな虐待スキャンダルが発覚したものの、
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刑事施設がすでに再正当化され、安定化し、20 年前の
名古屋刑務所スキャンダル発覚時に比べて、組織全体と
してストレス解消（「ガス抜き」）の状態で、これを乗り
切り、再び学ぶことができるであろう。	

繰り返すが、公平を期すために言えば、日本が連邦制
によって阻まれているわけではないことを指摘しておき
たい。日本は、東京にある中央政府所在地から、刑事司
法制度全体を「指揮統制」する能力を享受しているので
ある。2003 年以降、法務省は伝統的な密行主義政策か
ら、刑務所からの「良いニュース」を積極的に世間に発
信する政策に移行し、この広報活動に熟達してきた。さ
らに、日本のメディアと学界は一般的に、政府の政策ア
ジェンダに協力的であり、批判は穏やかになことが多い。
また、法務省以外を除くと刑事施設に立ち入ることがで
きる日本の機関は少なく、公的に報告することもないの
が実情である。法務省自身が公に開示されている刑務所
に関する情報の大部分を管理しており、これまでのとこ
ろ、刑務所における実証的な学術研究が許可されること
は稀であった。法務省の発信する情報を批判する声が少
なく、市民社会団体、特に日本弁護士連合会、アムネス
ティ日本、ヒューマン・ライツ・ウォッチ、そして監獄
人権センターに限られている。

また、日本の刑務所と比較して、ACT 刑務所に関す
る利用可能なデータの性質、内容、それらの出所に大き
な違いがあることが、私の分析をゆがめている可能性が
あることも指摘しておかなければならない。オーストラ
リアでは、刑務所をめぐる絶え間ない精査や議論、そし
てときには警告レベルが過剰に高いがために比較的小さ
な問題が大きく捉えられ、深刻な機能不全があるように
見えてしまうことがある。特に、オーストラリアのメデ
ィアや学術研究による刑務所に対する厳しい批判のため、
ACT 刑務所システムを実情以上に苦労している、ある
いは失敗しているように見えているかもしれない。また、
日本の入口支援・出口支援・治療的刑事司法改革が、最
初に見たほどには大きく成功していない可能性も否定で
きない。日本ではデータの三角測量・分析が通常できず、
データソースはひとつしかないからである。	

それでも、上記の分析から、管轄地域の対外的な評判
に関連する理由により、部分的にせよ主要的であるにせ
よ、治療的司法に対してオープンであることに異論はな
いように思われる。日本も、ACT も、過去 20 年間刑
事司法における卓越した能力を通じてソフトパワーを最
大化したいという強い願望を抱いていた。しかし、人道
主義と人権に対する強固な理想主義的で法的なコミット
メントにもかかわらず、ACT は治療的司法戦略を通し

た刑事司法と「ソフトパワー」という目標達成に何回か
失敗しており、相当数が不首尾に終わっている。これと
は対照的に、日本では人道主義や人権に対してより限定
的な解釈とイデオロギー的なコミットメントが支配的で、
それがしばしば成功しているように思われる。	

可能性としては、治療的司法戦略が長期的に成功する
かどうかという点に関して、より重要なのは、イデオロ
ギーではなく、司法権がどれだけ経験を積んでいるかと
いうことがたいせつであろう。とくに、刑事司法の設
計・運営に成功した深い経験を持つ専門家が、適切な資
源と幅広い利害関係者の支援を得て、着実かつ持続可能
なペースで、政策の策定と実施の両面で中心的役割を果
たすことが保証されているかどうかであろう。	
	
4.3　治療的な目的と応報的な目的の相克をリードする

パンデミック以前、ACT 刑務所のリーダーは、矯正
において通常長い経歴を持っていたが、最近元警察官が
ACT	JACS 内の矯正局長に任命されたことは、懸念す
べきことである。

刑事司法制度のすべての部門に渡って治療的な枠組み
を採用しようとする場合、その区別は曖昧になるかもし
れないが、歴史的に見れば、警察・検察部門の内部論理
は刑務所・地域矯正部門の内部論理と対立していた。前
者は伝統的に、「刑罰が科される瞬間」を目指し、後者
は刑罰が完全に解かれる「社会復帰の瞬間」を目指して
いる。特に、どちらかに深く入り込んだ長く実りあるキ
ャリアの終わりに、上級職員がこの二つの異質な論理的
根拠を首尾よく切り替えることを想像するのは難しい。		

2014 年まで日本の法務省矯正局はエリート検事が統
率しており、2019 年まで保護局も同様であった。両局
のリーダー任命を主に生え抜きのスペシャリストに切り
替えたことは、両局が時代の変化に対して柔軟で熟達し
た方法を用いた対応をするために必要な能力を培う上で、
多大な影響を与えている。どちらのケースでも局内部か
ら最初に任命された局員20 は、共感的な振舞いと落ち着
いた対話能力を持つ情熱的で創造的なリーダーであり、
その後も彼らの後を追って、高い資質を持った者の任命
が続いている21。このような内部からの刺激的なリーダ
ーシップは、限りある、あるいは縮小する資源の中で、
刑事司法分野における日本の例外的で優れた能力を維持
することが求められている教職員にとって非常に有用で
ある。また、地方、県、国レベルでの有望な官民のパー
トナー候補との交渉を円滑に進めることができるのも、
このようなリーダーシップのおかげである。日本の協力
的な性質を持つ「治療的司法」戦略には、その特徴とし
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て、新たな資源を投入することが少なく、革新的なパー
トナーシップを通じて既存の資源の共有や再分配を促す
ことが挙げられる。さらに、このような有能で経歴のあ
る内部からのリーダーは、退職後も所属局にとって価値
ある存在であり続けることが多く、現役時代に務めた優
先事項を支援し続けるために研究活動や市民社会での役
割を担っている。		

4.4　さらなる研究が必要な二つの領域
最後に、とりわけ日本や ACT の刑事司法に関心を持

つ学習と実践のコミュニティから、より多くの注目を集
めるべき二つの領域について言及したい。両方とも国際
的に大きな趨勢であって、先進国における刑務所の急速
な高齢化と刑事司法へのデジタル化の技術革新である。		

最初のトレンドでは、他の文献で日本が圧倒的に世界
を先導しており、国際基準において「高齢」に分類され
る日本の収容人員の割合は 40％前後に上るという驚く
べき結果を論証した（Lawson,	2021）。世界の刑務所
研究において、被収容者に対する「高齢」とは通常、
65 歳ではなく、50 歳か少なくとも 55 歳までに始まる。
というのも、収容者は世代間格差によって複雑化する慢
性的な身体的・精神的健康状態、社会的排除、薬物乱用、
貧困状態を有しており、通常は一般人口よりも著しく健
康状態が悪いからである。日本の刑事司法研究は、この
問題に関して世界の刑事司法研究とは一線を画していて、
また、収容人員に対する老齢の定義を「65 歳以上」と
公式に適用しているため、この傾向が日本においてどん
なに進んでいて深刻であるかということを見落してしま
っている可能性がある。また、日本の急速に減少する青
年犯罪者も、記録的な傾向である。この二つの傾向を総
合すると、年齢と犯罪の曲線、日本の刑事司法制度の目
的、社会福祉制度との関係、そして将来的に日本で意味
をなすであろう治療的司法の種類を理論化する上で、重
大な意味を持つことになる。高齢化社会を抱える他の多
くの国々は、日本がこの問題にどのように対処している
かを注視し、その洞察を共有することを望んでいるので
ある。	

二つ目のトレンドとして、映画「プリズンサークル」
が撮影された島根あさひ社会復帰促進センターは、日本
における技術革新と治療的司法が交差する先駆けとなっ
ている。施設内で電子監視（追跡装置）、読取装置、自
動給食配達などを使用していることは広く知られている。
ACT の刑務所も同様に電子監視を運営される予定であ
ったが、2009 年の開設後すぐに施設内の技術的な障害
が発生し、頓挫してしまった。		

地域社会での電子監視について考察すると、オースト
ラリアは米国に比べ、保護観察業務への GPS の導入に
関して一般的に消極的であり、日本も概して人権上の懸
念またはコストから地域社会での電子監視に対して消極
的であった。しかし、パンデミック時に検疫目的でスマ
ートフォンの電子監視が世界的に急速に普及したことを
受けて、政策は変更されつつあり、日本と ACT は同様
の段階に達している。日本では地域社会内の性犯罪者を
対象とした電子監視の試行が導入を検討しており、
2022 年 7 月には SCJACS が ACT において刑務所内
の未決拘禁者の高い割合の問題に取り組む一環として電
子監視という論題を再検討している。		

刑事司法における行動追跡、監視、動向予測のための
AI システムを取り巻くマーケティングの誇大広告は、
抗しがたい絶対的な力を保持している。しかし、有効性
と、意図しない結果に関する深刻なリスクという十分に
矛盾する証拠がある。刑事司法のこの分野と他の多くの
分野での AI を活用して問題解決に導くシステムは、常
により迅速で安価な、そしてより良い結果を約束する。
資源や能力の縮小に直面している政府機関にとって、非
常に魅力的なことである。しかし、誤って国家の中核的
機能を国が監督できず、誰の決定であるか理解できず、
市民に説明できない営利団体に外部委託してしまう恐れ
がある。ヨーロッパと中国の双方は、この政治的な地雷
原を規制するための法律整備を行うことの将来的な影響
をについて既に先導を切って検討をしている。日本とオ
ーストラリアは、一定の範囲で、手遅れになってから変
化を規制しようとする立場にある。しかし、四つの官民
協働（PFI）刑務所における日本の成功は、一般に刑事
司法における国家の中心的役割を損なうことなく、「丸
投げ」せずに営利目的の民間部門と連携して新たなテク
ノロジー等を導入する方法について、他の管轄地域に有
益な教訓を提供しうる可能性を示唆している。

注記
全ての URL は 2023 年 1 月 15 日にアクセスされた。
1	 1911 年から 2009 年までの約 100 年間、ACT は近隣の

ニューサウスウェールズ州（NSW）に受刑者の収監を委
託していたため、本稿の前半では NSW の刑務所を比較
対象として取り上げる。

2	 1901 年のオーストラリア連邦憲法第 125 条は，連邦首
都を設置する権限について規定している。1908 年の連邦
政府の政府所在地法	Seat	of	Government	Act により
NSW 州 南 部 が 選 定 さ れ、 続 い て 1910 年 の Seat	of	
Government	（Administration）Act によりその取得が法
制化され、その後 1911 年 1 月 1 日に NSW 州が選定地
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を譲渡した。1913 年 3 月 12 日、新たな首都は「キャン
ベラ」と命名された。政府機関のインフラと施設の整備に
15 年以上を要したが、1927 年に連邦議会がメルボルン
からキャンベラに移転した。1989 年 5 月 11 日に自治が
開始されるまでの間、連邦憲法第 122 条に基づき、連邦
特別地域担当大臣が ACT を統治していた。詳細は以下を
参 照：https://www.parliament.act.gov.au/visit-and-
learn/resources/factsheets/establishing-the-nations-
capital

3	 1957 年の連邦政府の National	Capital	Development	
Act に基づいて。詳細は以下を参照：

	 https://www.foundingdocs.gov.au/item-sdid-114.
html

4	 クアンビー少年鑑別所は 1962 年にサイモンストンに開設
され、後にクアンビー青少年拘置所となった。2008 年に
は、ミッチェルのビンベリ青少年拘置所と入れ替った。詳
細 は 以 下 を 参 照：https://www.communityservices.
act.gov.au/youth/bimberi。ベルコネン拘置所は 1976
年から 2008 年まで、サイモンストン臨時拘置所は 1990
年 代 半 ば か ら 2008 年 ま で、 い ず れ も 1976 年 の
Remand	Centres	Act に基づき運営されていた。詳細は
以 下 を 参 照 :	https://www.legislation.act.gov.au/
a/1976-48/

5	 1995 年の Periodic	Detention	Act に基づいて。詳細は
以 下 を 参 照：https://www.legislation.act.gov.au/
a/1995-3/。定期収容施設は、2016-2017 年財政年度に
廃止されるまで、20 年余りにわたりサイモンストンの施
設で運営されていた。

6	 1955 年にジュネーブで開催された犯罪防止・犯罪者の処
遇に関する第 1 回国連会議により採択され、1957 年 7 月
31 日の国際連合経済社会理事会決議 663C（XXIV）及び
1977 年 5 月 13 日の 2076（LXII）により承認されてい
る。

7	 1988 年後半に可決された連邦法に基づき、ACT の憲法
に相当するものとして、1988 年の Australian	Capital	
Territory	(Self-Government)	Act が制定された。	
詳細は以下を参照：https://www.legislation.gov.au/
Series/C2004A03699。

8	 現ヤンゴン（ミャンマー）。
9	 平成 16 年法律第 5 号。詳細は以下を参照：		

https://www.legislation.act.gov.au/a/2004-5。
10	国連総会	(1966 年 )	12 月 16 日，条約シリーズ，第 999

巻 171 項。
11	詳細は以下を参照：	

https://www.legislation.act.gov.au/a/2007-15/。
12	2005 年の Crime	(Sentencing)	Act に基づいて。	

詳細は以下を参照：https://www.legislation.act.gov.
au/view/a/2005-58/current/html/2005-58.html。

13		大麻に関する一部の行為が新たに刑事罰の対象となった
こと、その他の大麻に関する行為が引き続き刑事罰の対象
となることに留意。詳細は以下を参照：https://www.
act.gov.au/cannabis/home。

14	国連総会（2003 年）1 月 9 日 ,	A/RES/57/199。	
詳細は以下を参照：	https://www.ics.act.gov.au/。

15	詳細は以下を参照：	https://www.justiceinspectorates.
gov.uk/hmiprisons/。

16	1866 年に設立された世界最古の刑事および刑事司法改革
組織である「ハワード・リーグ」のモットーである。詳細
は以下を参照 :	https://howardleague.org/。

17	注：出所者が 2 年以内に再入所される割合をいう。
18	2022 年の Drugs	of	Dependence	(Personal	Use)	

Amendment	Act に基づいて。詳細は以下を参照：		
https://www.legislation.act.gov.au/view/a/2022-20/
current/html/2022-20.html。

19	2022 年 5 月 28 日、東京大学法学部主催の Asian	Law	
Institute 年 次 学 術 大 会 に お け る ‘The	Gradual	
Transformation	of	Japan’s	Prisons:	A	Distinctive	
Asian	Model’	[日本の刑務所の段階的変容 : アジアの特徴
的なモデル」　発表に基づく。

20	矯正局をめぐっては、2014 年から 2015 年にかけて矯正
局長を務めた西田博氏、2019 年から 2021 年にかけて保
護局長を務めた今福章二氏がいる。

	21	西田氏は、2002 から 2003 年の間に発生した名古屋刑務
所暴動の対応に携わっていた。また、事務局として行刑改
革会議を補佐し、一部では日本の新刑務所法の起草にも関
わった。少なくとも後任者の内の二方（富山聡氏と大橋悟
氏）がキャリア中期に同じように近代的な矯正の危機と転
換点を地肌で経験して、解決策に中心的な役割を果たした。
詳細は以下を参照：(Lawson,	2015;	Lawson,	2020)。
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はじめに

本稿は、「強制的な入院」について、入院経験者のイ
ンタビューを通じて医療の課題を述べるものである。日
本では、精神科医療における「強制的な医療」は長年の
問題とされてきた。その問題とは、「精神障害者」とさ
れた人たちに対する人権侵害を背景に、患者や家族等の
同意、入院適正手続き、身体拘束、入院の長期化、退院
後の生きづらさなどが挙げられよう。直近では 2021 年
に、第 63 回人権擁護大会シンポジウムが開催され、テ
ーマは、「精神障害のある人の尊厳の確立をめざして～
地域生活の実現と弁護士の役割～」であった1。

日本は、「強制的な医療」について、これまでに国際
的にも度々批判を受けてきた。その歴史を振り返ると、
まず 1968 年のクラーク勧告がある2。クラークは、日
本の精神病院（当時）の統制として国が精神病院に対す
る国家的監査官をつくることとし、新しい法律の必要性
について指摘していた。その法律とは、監査官の勧告に
基づいて政府が精神科病院の資格を取り消す権力をもつ
ようにすべきであるとされていた。

さらに、1985 年国際法律家委員会（ICJ）と国際保
健専門職委員会（ICHP）合同調査団の勧告がある3。
2002 年には世界保健機構（WHO）が、「日本の精神

《論説》

措置入院、医療観察法指定医療機関入院について考える～インタビューからの考察～

金澤　由佳（センター研究員）

病床が人口比でも絶対数でも世界最大」と指摘し、日本
政府に対して「病院収容から地域医療への転換を緊急に
進める」ことを内容とする勧告をまとめた。そして、
2013 年の国連人権理事会、拷問等禁止条約委員会の要
請が挙げられる。2022 年 8 月には、障害者の権利に関
する委員会第 27 回セッションが行われ引き続き強制的
に医療を正当化している日本（政府）に対して懸念が報
告されている4。

日本における「強制的な入院」に関する先行研究をみ
るならば、入院経験者の声を拾っている研究はまだ数少
ないが、2020 年に、第 63 回人権擁護大会シンポジウ
ム第 1 分会実行委員会が行った強制入院の実態アンケ
ート・インタビュー調査や5、2021 年 2022 年には強制
入院の体験の特集も組まれている動きがある6。

そこで、筆者は、入院から退院後までタームごとの心
情を強制的な入院経験者に語ってもらうことを試みた。
タームは、「入院時」・「入院中」・「退院時」である。イ
ンタビュー調査の対象者は、「入院時」に入院に不本意
だった者、及び「他害行為」に関する者とした。そして、
上記の実態アンケート・インタビューとの比較を行った。

本稿で明らかにされることは、入院経験者による語り
からの「強制的な医療」の課題である。

＜倫理的配慮＞
本稿のインタビュー調査における倫理的配慮は、国立

精神神経医療研究センター倫理委員会の承認を経ている。
（研究課題名「精神科医療における人権に配慮した法制
度構築に関する研究―入院・通院患者に対するインタビ
ュー調査から―」）なお、本センターではリクルートお
よびインタビューは行っていない。

１．�問題提起

冒頭で述べた通り、日本は強制的な医療は、国際的に
も非難されてきた歴史がある。2022 年 9 月 9 日には障
害者の権利に関する委員会が日本政府へ勧告（総括所
見）を出している7。「強制的な医療」に関しては、次の
ようなことである。
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31．当委員会が懸念していること
(a)	「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」

によって正当化された、障害者の認識または実
際の障害または危険性に基づく、精神科病院へ
の強制収容と強制的治療を可能にする法律。

(b)		入院に関して、インフォームド・コンセントの
定義が曖昧であるなど、障害者のインフォーム
ド・コンセントの権利を保護するためのセーフ
ガード（保護措置）が欠如している。

32.  委員会は、条約第 14 条に関するガイドライン
（2015 年）及び障害者の権利に関する特別報
告者が出した勧告（A/HRC/40/54/Add.1）を
想起し、締約国に対して以下のことを要請する。

(a)			障害者の強制入院を、障害を理由とする差別で
あり、自由の剥奪に相当するものと認識し、実
際の障害または危険であると認識されることに
基づく障害者の強制入院による自由の剥奪を認
めるすべての法的規定を廃止すること。

(b)	認識された、または実際の障害を理由とする非
合意的な精神科治療を正当化するすべての法的
条項を廃止し、障害者が強制的な治療を受けず、
他の人と平等に同じ範囲、質、水準の医療を受
けられることを保証するための監視機構を設置
すること。

(c)		障害の有無にかかわらず、すべての障害者の自
由意志に基づく同意の権利を保護するために、
擁護、法的、その他すべての必要な支援を含む
セーフガードを確保すること。

33. 当委員会は、懸念をもって観察する。
(a)		精神科病院における障害者の隔離、身体拘束、

化学拘束、強制投薬、強制認知療法、電気けい
れん療法などの強制治療、および心神喪失の状
態で重大な事件を起こした者の医療と治療に関
する法律など、そのような行為を正当化する法
律。

(b)		精神科病院における強制・虐待の防止と報告を
確保するための精神科審査会の範囲と独立性の
欠如。

(c)		強制治療を受けている、あるいは長期入院して
いる障害者の権利侵害を調査する独立した監視
システムの欠如、精神科病院における苦情・不
服申し立てメカニズムの欠如。

34. 委員会は、締約国に勧告する。
(a)		精神障害者の強制的な扱いを正当化し、不当な

扱いにつながるすべての法的規定を廃止し、精
神障害者に関するあらゆる介入が、条約の下で
の人権と義務に基づくことを保証すること。

(b)	障害者の代表組織と協力して、精神医学的環
境における障害者のあらゆる形態の強制的かつ不当
な扱いの防止と報告のための効果的な独立した監視
機構を確立すること。

(c)	精神科病院における残虐、非人道的または品
位を傷つける扱いを報告するための利用しやすいメ
カニズムを設置し、被害者のための効果的な救済措
置を確立し、加害者の起訴と処罰を確保すること。

上記、委員会による日本への勧告の根底は、「精神保
健福祉法」および「医療観察法」によって正当化されて
いる「強制的な医療」を懸念しているということである。

「精神保健福祉法」でみるならば、その中に規定されて
いる「強制的な医療」は、昭和 25 年より存続されてい
る。つまり、日本では、「精神障害者」とされた人に対
する不当な扱いをしてきた部分については「人権擁護」
を念頭に法改正を繰り返し、「強制的な医療」が正当化
され、存続してきた、と筆者は考える。

２．措置入院

措置入院は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法
律（以下「精神保健福祉法」と記す。）に規定されてい
る「強制的な入院」の１つである8。措置入院は、昭和
25 年の「精神衛生法」の時代から存続している制度で
ある。この「強制的な入院」は、行政上の必要性を満足
させるため必要最小限度にとどめられるように条件を設
けている9。その条件を満たし入院を強いられる措置入
院患者は、令和２年度で 1435（人）と報告されており、
全体の申請通報届出数 25,175（件）からみると 5.7%
を占める10。

また、措置入院退院者には、平成 30 年より退院後も
支援をすることになっている11。これは、法第 47 条に
基づく相談支援業務の一環として、自治体が中心となっ
て退院後支援を行う必要があると認められる入院中の精
神障害者について、退院後に必要な医療等の支援を適切
かつ円滑に受けることができるよう、本人の同意を得た
上で、必要な医療等の支援内容等を記載した退院後支援
に関する計画を作成するものである。支援期間は、本人
が希望する地域生活に円滑に移行するための期間として、
退院後 6 ヶ月以内を基本として設定する。
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３. 医療観察法

指定医療機関入院は、心神喪失等の状態で重大な他害
行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（以下

「医療観察法」と記す。）に規定されている「強制的な入
院」である12。本法は、2005 年から施行されている法
制度である。この「強制的な入院」は、心神喪失又は心
神耗弱の状態（精神障害のために善悪の区別がつかない
など、刑事責任を問えない状態）で、重大な他害行為

（殺人、放火、強盗、	強制性交等、強制わいせつ、傷害）
を行った人に対して、適切な医療を行うものである。医
療の必要性（入院・通院）は、精神保健審判員と裁判官
の合議制により決定される。本法の入院決定を受けた者
は、これまでに 3,695 人とされており、全体終局処理
人員総数 5,407 人の 68.3% を占める13。

４．インタビュー調査

【調査の概要】インタビュー対象者は、精神保健福祉
法による措置入院を経験した者、医療観察法による入院
を経験した者である。対象者リクルートは、病院等をス
ノーボールサンプリングにより選定した。シードは、精
神保健福祉法、医療観察法の入院機関、通院機関になっ
ている病院、人権センター、人権問題を扱う障害者団体
とした。

本論文の筆者が調査の目的・個人の権利擁護および個
人情報の保護に関して記載した研究説明書を用いて、口
頭で調査について説明したうえで調査協力書面での同意
を得た場合にのみ、あらかじめ設定したインタビューガ
イドを基本に半構造化面接を実施した。主に「入院時」

「入院中」「退院時」「入院を経てどのように思うか」を
質問項目として語ってもらうことにした。本インタビュ
ーは、原則１人１回、インタビュー所要時間は約 60 分、
対面で行った。

本稿では、短期の措置入院を 2 度経験したＫさん、
長期の指定医療機関入院を経験したＳさん、指定医療機
関入院を抗告し短期入院となったＭさん 3 名を紹介す
る。すべて不本意の入院経験者である。3 名は、医師等
の紹介により入院の事実はあるが、入院期間をはじめと
する語りの内容は、本人が言った通りの記載のため事実
とは異なる可能性がある。また、本調査は、医療に関す
るインタビューであるため他害行為、重大な他害行為に
ついては一切の質問をしない設定であった。

1. 男性 50代　Ｋさん―措置入院（他害のおそれ）

①措置入院　平成 5 年 4 月～（約 1 ヶ月）
②措置入院　平成 5 年 6 月～（約 3 ヶ月）

Ｋさんは、シンナーを吸い、他害のおそれを理由に同
じ病院に 2 度の措置入院を経験している（２度ほぼ同
時期「精神保健法」時代）。Ｋさんは、警察官通報には
じまる入院である。現在は、精神科通院中であり当事者
活動にも積極的に参加している。

①措置入院　平成 5 年 4 月～（約 1 ヶ月）
・「入院時」

目が覚めたときに拘束体がされていて、白衣着た精神
科医がいて、「○○（都道府県）の措置入院になります。
お金は一切かからないので心配しないで下さい。」と言
われました。初めての体験だったもので、そうですかっ
て、知らない世界。措置入院の意味わからないですから
ね。とりあえず、お金がかからないんだな、ただなんだ
なって。その前、警察と揉み合っていまして、私、車で
シンナー吸ってて、警察官が警棒で車のガラス割るぞっ
て車叩くもので頭きて、一人の警察官を殴ったら、そし
て記憶がなくなってました。だから、警察の秘密基地に
連れられてきたのかな、拷問を受けるのかな、とか思い
ました。精神科病院って知らなかったんです。監視もさ
れていましたから。逆らったら殺されるんじゃないかっ
て。身体のでかい男性看護師がいて、なすがまま。医師
が注射打って、背中が冷たくなってサーってなるんです
よ。それで寝るって感じ。

・「入院中」
私がいた病棟は、おっかないお兄さんたちがいっぱい

いました。その人達に、「掃除しろ」って言われてました。
時間でタバコ吸えたんですよね。その時に、おっかない
人達と目が合わないようにしてましたね。あまり、患者
仲間としゃべってなかったです。それより、早く出たい
って。いつ退院できるかわからないから、ずっとここに
居ないといけないのかなって。医者に面談してと言って
も、してくれなかったんですよね。不安と焦りがあって。
面談の申し込みを出すんですが見てもらえない時もあっ
て。いつ出れるのかわからない、一生飼い殺しっていう
か、刑務所の終身刑みたいに。20 年入院してる人いま
したからね。公衆電話から電話できたんで、母親に出し
てくれってお願いしたり。あと知ってる人にも電話して
出してくれって言ってました。いつ出してもらえるんだ
ろうって思ってました。自分は、シンナー吸っただけな
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のに、なんでここにいるんだろうって。病院では、食事
が早く食べるとおかわりがあって、おかわりのことしか
頭になかった。今でも早食いになってしまいましたよ。
薬飲む時は、口を開けろって、職員前にして飲んだこと
を確認する、すごい世界だなぁって感じでした。先生が
回ってくると、頭下げて退院させてください、って言っ
て。1 日でも早く退院したかったんで。先生は無視する
ような感じでした。先生見つけると、「退院させてくれ」、

「退院させてくれ」って言ってましたね。お風呂が入れな
くて、当時、資生堂から水のいらないシャンプーって出
ていてそれ使っていて、でも頭もフケだらけだったと思
いますよ。畳の部屋でテレビを観たり、将棋してる人も
いた。私は、寝てたかなぁ。ジュースが飲みたかったで
すね。ジュース飲めると幸せでした。ご飯は、美味しい
っていうより、それしか楽しみが無かったから。職員と
の会話は、ジュース買ってきてとか、電話したかったか
ら 10 円玉に替えてくれとか、眠剤くれとか、面接して
とかそれくらいでした。ジュース飲みたかったら、買い
物専門のおばさんがいて、当時りんごの炭酸ジュースが
飲みたくて、買ってきてくれって頼んだの覚えています。

・「退院時」
（入院）長かった。面接をして、土下座するつもりで

「先生、出してください。」「もう絶対シンナー吸いませ
ん。」「これ以上ここ居たらおかしくなる」って説明して、
何回もお願いしていたら、退院が出来ました。何回も何
回も面接しました。向こうは、「様子を見よう」「様子を
見よう」って言ってましたよ。延ばされてました。（退院
が決まったら）もう自由が戻ってきたって感じでした。
だって、入院中は病棟から 1 歩も出れませんからね。
私は、アパートがあったんで、帰るところあったんで、
帰住の調整なかったんですよね。この入院を思い返すと、
確かにシンナーは吸いましたよ、でも結局、入院は、説
教部屋っていうか、反省部屋っていうか、シンナー吸っ
たことは悪いことだから、何日間か入れて落ち着かすと
か…いまみたいな（内省）プログラムはなかったけれど。
社会保障改革なかったら、私病院の人生でしょうね。

②措置入院　平成 5 年 6 月～（約 3 ヶ月）
・「入院時」

前回（①措置入院）病院出た後、私は以前の仕事に戻
ったんですが、自分の居場所が無くなっていて、今まで
みたいにスムーズにいかなくなってしまって、すぐ仕事
辞めました。人生かけてたから、なんも無くなってしま
って。生活保護もらって、抜け殻のようになっちゃって。

シンナー吸っただけで、こんなことになってしまって。
近所に大きなスーパーがあって、その駐車場で友達と会
うとシンナー吸ってしまってね。友達はいっぱいいたの
で、酒飲んだり、シンナー吸ったりしました。友達は働
いているから、お金出してくれて。友達が来なくなると、
朝公園まで散歩していて、なんで俺こんなことになった
んだろうって、そうだ、警察と揉め事になって人生が変
わってしまったんだって、警察を恨むようになったんで
すよね。公園近くに交番があって、フラッシュバックし
て頭きたからドアを蹴りあげたんです。そうしたら、警
察官がスズメバチのように出てきたんですよね。そのあ
と、警察署連れていかれて、取り調べ。なんであんなこ
としたんだって言うから、今までの過去を話しました。
警察署でエビフライ定食が出て、優しい刑事で俺のおご
りだって言われて。久しぶりにうまいもん食ったなって
感じだったですよ。でも、最後（エビフライ定食分）請
求されて私払うんですけどね。優しくされたから、大学
行けなかったこととか、したくもない仕事したとか、こ
れまでの人生を全部喋ってしまったんですよ。シンナー
は、先輩に誘われてです。（吸うと）ふわふわして、だ
んだん自分でも買うようになって。そして、警察署から
前回と同じ病院に。今回は、記憶がはっきりしていて、
運ばれたのは夜でした。「またお前か」って言われました。
措置入院の要領わかってたんで、また謝り倒して早く出
てやろうって思ってました。謝れば出れるんじゃないか
って思ってたんです。でも、「お前当分出さない」って医
師に言われました。

・「入院中」
今回は、良かったんですよ、気の合う奴がいっぱいい

て。なかでも 2 人と気が合って。お金持ちもいて、饅
頭のお裾分けもらったり。あと、テレビのチャンネルの
取り合いがあって、チャンネル権持ってる人に 3 人で
文句も言いました。3 人でいれば楽しいなって思ってま
した。ナースは、男性も女性もいたし、掃除のおばさん
もいましたね。タバコは時間を決めて吸えました。ライ
ターは、預けるんですけどね。病院では、○○○○バッ
チという制度があって、このバッチ持ってると外に行け
たり、自由があるんですよ。投薬は、口開けて職員の前
で飲む前回と一緒でした。医師は、シンナーしないと言
ったのに、またこんなことになってって、かんかんに怒
ってましたね。医師は、そんなに会ってくれるわけでも
なかったですけど、システムをわかっていたので、退院
できると思っていて、安心していたんですよね。友達も
いましたしね。食事まずくて、みんなで声上げ始めたん
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ですよ。それで鰻を出すってなったんですよ。確かに鰻
なんだけど、ゴムみたいな鰻でした（笑）。でも、うま
かったんですよ。インスタント珈琲も飲めました。ジュ
ースが飲みたいならば、前回のようにおばさんにお願い
してました。○○○○バッチ持ってる人がうらやましか
ったですよ。（持ってる人は）信用ある人でしょうね。
時間は決まっているけれど、自由があるんです。退院し
たかったですよ。母親は、（病院に）ずっと入れといて
くれなんて言い始めて。退院したらどこか行こうとか約
束してたんですけどね。また吸った、問題起こしたって
医者がかんかんに怒っていたんで、なかなか面談のお願
いをできなかった。あと、退院しても何していいかわか
らないし、目標がなくなっていたんだと思います。俺の
人生こんなだろう、って察していたんでしょうね。一回
入院しているから、ここでは殺されることもないし、拷
問もないし、入院の要領もわかってましたからね。

・「退院時」
面談して、先生がいいよって言うんで出れました。入

院中、暴れたり、怒鳴ったりしていなかったですしね。
友達 2 人がさびしい目をしてました。出たかったんで
すけど、2 人が気になってね。2 人のこれまでの話聞い
たりしてましたからね。それでも、外のこと知っている
からやっぱり出たかったんですよね。私は、今回も家が
あったし、帰るところあるし、一人暮らしできるんで。
今回の入院は、友達ができたのですごく良かったです。
友達は、悪いことしてる入院患者にびしっと言う人でし
た。当時、薬が強くて。人生絶望で寝てたかった、でも
その薬を飲みたいって思ってました。現実がつらくて。

・入院を経てどのように思うか
日本って「強制」ていうか、無理矢理ですよね。警察

官の逮捕もそうだと感じます。でもしょうがないのかな、
って当時は思ってました。治安は良くなるかもしれませ
んが、本人たちは、たまったもんじゃないんですよ。人
生があるんで。無理矢理って一生つきまとうんですよ。
最近、××病院の資料館行ったんですけど思い出します
よ。資料館の説明する人、淡々と説明するんですよ。さ
れたほうの気持ち考えたことあんのかって思います。あ
の時、私無能だったから悔しいです。もう時効だから裁
判起こすわけにもいかないですしね。点滴されたり、薬
飲まされたり、思い出して不幸な人たくさん出てきます
よ。本人の将来的なこと考えて（病院から）出してほし
いです。退院を一人の医師で判断するのはおかしいです。
入院中、公衆電話で人権センターの番号とか見ましたけ

ど、意味わかりませんでした。今の精神医療審査会では
なくて、病院内に第３者委員会があれば違ったのかなと
思います。当事者が感謝される社会になってほしいです。
今考えてみると、まだ私なんかは生きてるので幸せなほ
うですが、何も言えず死んでいった人達のことを考える
と精神科にはいろいろな問題があるんで改善してほしい
です。

Ｋさんの①②の措置入院の語りから次のような特徴が
見い出される。Ｋさんは、警察官に対する思いがあり、
②の入院の引き金となったのも警察官への恨みからのも
のである。当時精神保健法第 24 条では、職務執行中の
警察官が、自傷他害のおそれがある精神障害者を発見し
たときの通報義務を定めている（現行の精神保健福祉法
第 23 条）。昭和 40 年の法改正によって、「精神障害者
又はその疑のある者を保護した場合」から「異常な挙動
その他の事情から判断して精神障害のために自身を傷つ
け又は他人に害を及ぼすおそれがあると認められる者を
発見したときは」と文言が書き換えられた14。現在、警
察官通報（第 23 条）は通報の中でもっとも多い15。

また、この判断は、警察官職務執行法第 3 条16（保
護）の判断と同様であるとされ社会通念による客観的な
判断によるべきことを求めている。3 条は、本人の生命、
身体及び財産を守るため、警察官において直ちに救護す
ることが必要な差し迫った状況にあることを意味してい
る17。

Ｋさんは、①の入院では、食事（飲食）、お風呂（洗
髪）の不便さを語っている。そして、退院したかった気
持ちも語っている。②の入院では、①の入院と同じ病院
であったことと、①の入院の経験から謝り倒して早く退
院しようとしていたが、医師により当分出さないと言わ
れてしまう。一方、友達がいた利点も話している。Ｋさ
んは、入院を経て「無理矢理」は一生つきまとうと話し
ており、「無理矢理」は「強制」とみなしている。また、

「退院時」は現実がつらいと思っていたことも印象的で
ある。そして、今現在、自分は生きていて幸せだと語っ
た。医療への課題としては、長期入院をさせないために
退院（措置解除）について（主に医師について）、院内
の第 3 者委員会の設置を挙げていた。

（２）男性 40代　Ｓさん―�医療観察法指定医療機
関入院（放火）

Ａ病院：医療保護入院　平成２７年６月～（半年）　
Ｂ病院：鑑定入院　平成２７年１２月末～（３ヶ月）
Ｃ病院：指定入院　平成２８年～（４年４ヶ月）

Ｓさんは、事件前に半年間の医療保護入院の経験があ
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る。そして、医療観察法による指定入院となり、４年４
ヶ月かかり退院している長期の指定入院経験者である。
鑑定入院、指定入院、そして（インタビュー当時の）指
定通院について語ってくれた。現在は、一般就労意欲を
持っている。

・鑑定入院
B 病院で鑑定医と 10 分間の世間話 2 回しただけだっ

たので、なんで 3ヶ月もいたんだって思ってました。こ
れで、裁判になり、ものすごく不満でした。B 病院の他
の人に聞いたら、心理検査したとか他の人は違かったで
す。このことをナースに話したら、A 病院で半年入院
していたからその時の資料で十分だったんじゃないかな
って言われました。それなら、鑑定 3ヶ月も必要だった
のかって。

・「入院決定時」
不満でした。弁護士があなたの話すことは妄想ですっ

て言うんですよ。弁護するどころか、弁護士にそう言わ
れては、なにも言えないですよ。1 年半長いなぁって思
ってました。退屈に耐えられないので。A 病院も B 病
院も暇で暇できつかったので。C 病院に行ったら忙し
いって言われてはいましたけどね。でも、面白そうだな
って思ったのは、自分の病気を勉強できることでした。

・「入院中」
他の患者さんにどれくらいいるんですか？って聞いた

ら、その人 4 年って言い出して。1 年半じゃないんです
か、って感じでした。4、5 年クラスの人が 3 分の 1 く
らいはいましたよ。4 年なんて耐えられないと（でも 4
年いることになった）。退屈でたまらなかった。担当の
女性ナースがきつくてしんどかったです。入院はじめの
ときのほうがストレスだったかもしれないです。怒ると
とんぷく飲まされる、みたいな。病気でなくて、嫌なこ
とあるから怒ってますって言うと、病識がないって言わ
れるし、それでますますストレス溜まって。担当変えて
ほしいと伝えたこともあったけど、変えられないルール
があると言われて。回診が 1 週間に 1 回、薬物療法、
プログラム（病気、服薬、内省など）。医療については、
最初ストレスで MDT とも揉めて、医師も変わり、心
理士さんも変わり、ナースも変わり良くなっていった感
じです。内省については、心理士さんの引き継ぎがうま
くいかなくて 2 周しました。みんなは 1 周ですから私
だけです。入院は、医療ではないです。ナースが、事情
わかってくれていたので助けられていました。医療観察

法は、医療スタッフの対応からみてここは刑務所みたい
とみんな言っていたんで。刑務所と比較する人が多かっ
たです。自殺した人もいるし、逃げ出した人もいるし。
医療必要ないって言い張ってる人もいるし。愚痴るとそ
れも記録されるので、言えないよねって話してました。
具合い悪くて部屋から出ない人のほうが優等生扱いでし
た。黙ってる人が良い評価なんです。事件のことを言わ
れることはないですけど、医療より罰みたいな。仲良い
患者さんが結構いました。しゃべる時間が結構あるんで
す。自分はないですが、周りでは、派閥とかはありまし
たが、気まずくなっても逃げられないですからね。食事
は、席が決まっていて夜は 18 時にみんな取りにきてま
した。C 病院の食事はおいしかったですが、長く入院
していたのでメニュー覚えましたよ。お菓子、カップラ
ーメンも許可されていました。週 1 の買い物プログラ
ムや外泊の時に買ってきます。外出は、月 1 回です。
時間は、ケースバイケース。遊びの外泊は認められない
です。携帯持たされ定時連絡。このときに、好きなもの
を食べれるのが楽しみでした。外泊は、2 人つけられま
す。最初、愚痴は患者さんに話していたけど、担当ナー
スが代わってからは、ナースに話せてました。親身にな
ってくれて。でも、出たい出たいって言うと、怒られた
り、評価がさがるんで言えませんでした。

・「退院時」
外泊訓練を何度かしました。ケア会議でも退院につい

て話し合われていて合意が出て、裁判所に申請をして審
判して決まりました。疲れてました。友人との連絡とれ
ないんだろうな、とか不安もありました。最後は、満足
して退院しました。退院するときは、グループホームに
入ることで苦労しました。グループホームが空かないと
入れないってわかっていたので、2 年間待つってわかっ
ていました。

・入院を経てどのように思うか
医療観察法に限らないと思いますが、インターネット

が使えないことが不便でした。他の人の写真を撮れるか
らダメだってなってるみたいです、他の科でもそんなこ
と起こりえますよね。せめて、調子に合わせて許可する
とかにしてほしいです。入院したことで、友達と連絡と
れなくて、いま住所知っている友人っていないですよ。
退院した後に連絡とったら、死んだと思われていたこと
もありました。ネットがあれば、時間も潰せます。あと、
退院した後にネット使えなくなっていて時代についてい
けなくなってます。通信の制限です。本法についてです
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が、A 病院に半年いて症状おさまっているのに、ここ
から 1 年半何やんの？って思ってました。相談の仕方
を覚えるとか病気について知識を得るために入院はまぁ
わかるんですが、治療はよくわからないです。症状重い
ひとは、プログラムは理解できていませんでしたよ。誰
に対しても長くいさせることができる法律だと思います。
入院中は時間がありすぎて色々考えすぎて調子悪くなっ
たんですが、退院してからは楽しいことたくさんあって
考えこむことがなくなりました。最後は、コロナも関係
しています。C 病院で最後の 2 年間は、調子崩して妄
想が出てしまってましたね。この時期は、病識がなかっ
たです。お薬飲んでいてもだめなんだなって。薬の量を
増やされましたが、この時は入院していて良かったなっ
て思いました。このときに、親身になってくれたナース
と先生がいました。改めて、鑑定入院は、あんなんだっ
たら 1ヶ月でいいですね。医療観察法は、いいところも
悪いところもあるけど、長いことはネックだと思います。
早く出したほうがいいと思います。その後の人生がある
ので。仕事のこともあるし。精神病があって事件起こし
てるから、仕事を出来ないと全員ではないけど医療スタ
ッフに決めつけられてましたよね。入院 1.8 ヶ月を目指
すべきだと思います。いまの退院後の環境はすごく良い
ので、入院中がひどかったなって思っています。いま
A 病院に指定通院（1 週間 1 回）していますが、すご
くいいと思います（現在 10 ヶ月経過）。ただ、自宅か
ら A 病院まで遠いんですよね。交通費出してほしいで
す。あと、通院期間中に、作業所に行くように言われた
り一般で働けないのがつらいです。働いていた過去と比
較してしまいます。入院していた 4 年間をなんて言お
うかなって考えて調子悪くなりそうです。今の楽しみは、
友人と会えることですね。食べ物も好きなものも食べれ
ますしね。

Ｓさんの語りから次のような特徴が見い出された。ま
ずは、鑑定入院の不満を持っていることである。具体的
には、鑑定医との 2 度の世間話、弁護士に妄想と言わ
れたことを挙げている。Ｓさんは、退屈であること、イ
ンターネットが使えないこと（通信制限）についても不
満を述べた。そうした制限があったため、退院後、友達
と連絡が取れなくなっていた。こうしたことからも、医
療への課題としてインターネットがあれば、暇も潰せる
し、友達との連絡を取り続けられることを挙げている。
そして、各病院で他入院患者から多くの情報収集をして
いることもＳさんの特徴の 1 つであり、帰住地調整で 2
年間待たされることは、わかっていたことも語った。そ
して、指定通院になった現在、病院までの交通費の支給
と一般就労を希望している。

（３）男性 40代　Ｍさん―�医療観察法指定医療機
関入院（強姦）　

・Ａ病院　鑑定入院　平成２５年１２月～（３ヶ月）　
・Ｂ病院　指定入院　平成２６年３月～（３ヶ月）

Ｍさんは、事件前の 2 年間はネットを始めとするス
トーキングにあっており、それは電車、路上までに及び、
事件もその影響によるものと話す。そもそも、事件被害
者と示談していたため、刑事罰にいくことはないと思っ
ており、医療観察法があることも知らなかった。そうし
て、Ｍさんは、入院決定に不服であったため抗告を行い
３ヶ月で退院に至った。現在は、就労をしながら精神科
通院中である。

・鑑定入院
診察前に向精神薬をもらい副作用があり（10 錠程度）、

診察後はさらに薬が増えた。鑑定入院は、人権なかった
と思うよ。怒ったり、医者に歯向かうと精神病扱いされ
て拘束されそうになったし。鑑定医と話したのは 2 回。
1 回は 30 分程度。友人はいたけど、狭い空間で関係が
悪くなることもあったね。ホールで絵を書いたりしてい
たね。ナースとの思い出は、女性ナースとも最後のほう
に話した思い出がある。保護観察官は 2 回来てくれた
ね。

・「入院決定時」
最悪、2 年半かという気持ち。宮本武蔵になってやろ

うって思ったよ。	

・「入院中」
病棟はやばかった。一人で過ごしていた。任意のプロ

グラムがあって、ビデオを観たり、プラモデル作り、
SST。薬は、鑑定入院の後半から続けて飲んでました

（10 錠程度）。医療スタッフについては、医師と 1 週間
に 1 回話（5 分程度）話していた。ナースについては、
強い女性ナースがいたこと、男性ナースと良く話してい
た印象があるね。怒る人がいるのが精神科、と感じた。
怒ると精神病扱いされて、監禁されている人がいたよ。
たばこ、基本的に外出禁止（夕方 30 分のみ）。保護観
察官は 1 人会いに来てくれていた。

・退院までの流れ（「抗告」18）
弁護士に申立てする権利があるから言ったほうがよい

といわれて言ったんだよ。3 週間程度で退院が決まり、
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2・3 日で退院したよ。自分よりも周りが退院を知って
いたほどだったから。

・「退院時」
はめられていたので、退院はあたり前と思ったよ。病

棟のナースにも良い評価でしたから（普通だと）、自分
は医療の対象ではないと思っていたしね。

・入院を経てどのように思うか
ずっと自分は違う（医療の対象ではない）と思ってい

たね。入院するほどではないし、全うな診察を受けてい
ないし。患者にとって良い医師はいなかったと感じてい
る。体力は落ちているけれど、仕事をがんばろうと思っ
ている。今、月 1 回通院をしていて、良い医師に出会
い、正直鑑定入院などの医師とは異なるよ。希望通り、
意見を聞いてくれる医師。

Ｍさんも、Ｓさん同様にまず鑑定入院への不満を語っ
ている。具体的には、鑑定医と話したのは 2 回という
ことと、薬の副作用を挙げた。Ｍさんは、鑑定入院では
じめて「精神科」というところを知ったと語った。そし
て、医療観察法による指定入院は、鑑定医と検察官には
められた入院だと語った。申立てをして 3 週間程度で
退院できたことに対しては、退院はあたり前であり、自
分は医療の対象ではないと繰り返すのがＭさんの特徴で
あった。

５．考　察　～�第 63回人権擁護大会シンポジウム
第 1分会実行委員会調査との比較～

＜実行委員会のアンケート・インタビュー結果の概要19 ＞
	実行委員会のアンケート・インタビューの結果（以下

「実行委員会調査」とする）によれば、入院経験者の
「入院中」の悲しい等の体験で挙げたのは、外出制限
（48%）、保護室（47%）、薬の副作用（44%）、入院の
長期化（42%）、面会・通信制限（33％）、身体拘束

（29％）、等である。

実行委員会調査の結果に沿って、3 名の語りを比較し
てみる20。

■表 1

■表 2

Ｋさんの語り（措置入院①）

外出制限

・�入院中は病棟から 1 歩も出れませんからね。（閉鎖
病棟）

・�ジュース飲みたかったら、買い物専門のおばさん
がいて、当時りんごの炭酸ジュースが飲みたくて、
買ってきてくれって頼んだの覚えています。

保護室 ・以下、身体拘束と同じ。

薬の副作用

入院の長期化

・�それより、早く出たいって。いつ退院できるかわ
からないから、ずっとここに居ないといけないの
かなって。医者に面談してと言っても、してくれ
なかったんですよね。不安と焦りがあって。面談
の申し込みを出すんですが見てもらえない時もあ
って。いつ出れるのかわからない、一生飼い殺し
っていうか、刑務所の終身刑みたいに。20 年入院
してる人いましたからね。公衆電話から電話でき
たんで、母親に出してくれってお願いしたり。あ
と知ってる人にも電話して出してくれって言って
ました。いつ出してもらえるんだろうって思って
ました。

・�先生が回ってくると、頭下げて退院させてくださ
い、って言って。1 日でも早く退院したかったんで。
先生は無視するような感じでした。先生見つける
と、「退院させてくれ」、「退院させてくれ」って言
ってましたね。

面会・通信制限

身体拘束

・�目が覚めたときに拘束体がされていて、白衣着た
精神科医がいて、「○○（都道府県）の措置入院に
なります。お金は一切かからないので心配しない
で下さい。」と言われました。

・�身体のでかい男性看護師がいて、なすがまま。医
師が注射打って、背中が冷たくなってサーってな
るんですよ。それで寝るって感じ。

Ｋさんの語り（措置入院②）

外出制限

・�病院では、○○○○バッチという制度があって、
このバッチ持ってると外に行けたり、自由がある
んですよ。○○○○バッチ持ってる人がうらやま
しかったですよ。（持ってる人は）信用ある人でし
ょうね。時間は決まっているけれど、自由がある
んです。退院したかったですよ。

・�ジュースが飲みたいならば、前回のようにおばさ
んにお願いしてました。

保護室

薬の副作用
・�当時、薬が強くて。人生絶望で寝てたかった、で

もその薬を飲みたいって思ってました。現実がつ
らくて。

入院の長期化
・�措置入院の要領わかってたんで、また謝り倒して

早く出てやろうって思ってました。謝れば出れる
んじゃないかって思ってたんです。でも、「お前当
分出さない」って医師に言われました。

面会・通信制限

身体拘束
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■表 3

■表 4

実行委員会調査の結果と 3 名の語りをみると、「外出
制限」と「入院の長期化」に共通点がある。「入院の長
期化」について、実行委員会調査では、次のような自由
回答があったと報告されている。

＜実行委員会調査　自由回答（原文のまま）＞

・	「どれ位いで退院できるのか。治りょうの説明が
まったくなかった。ただ入院しているのはとて

Ｓさんの語り（指定入院：長期）

外出制限
・�外出は、月 1 回です。（時間は、ケースバイケース。

遊びの外泊は認められないです。携帯持たされ定
時連絡。）このときに、好きなものを食べれるのが
楽しみでした。外泊は、2 人つけられます。

保護室 ・以下、身体拘束と同じ。

薬の副作用

入院の長期化

・�（鑑定入院）B 病院で鑑定医と 10 分間の世間話 2 回
しただけだったので、なんで 3 ヶ月もいたんだっ
て思ってました。これで、裁判になりものすごく
不満でした。B 病院他の人に聞いたら、心理検査し
たとか他の人は違かったです。このことをナース
に話したら、A 病院で半年入院していたからその
時の資料で十分だったんじゃないかなって言われ
ました。それなら、鑑定 3 ヶ月も必要だったのか
って。

・�（鑑定入院）改めて、鑑定入院は、あんなんだった
ら 1 ヶ月でいいですね。

・�指定入院）他の患者さんにどれくらいいるんです
か？って聞いたら、その人 4 年って言い出して。1
年半じゃないんですか、って感じでした。4，5 年
クラスの人が 3 分の 1 くらいはいましたよ。4 年
なんて耐えられないと（でも 4 年いることになっ
た）。

・�（指定入院）医療観察法は、いいところも悪いとこ
ろもあるけど、長いことはネックだと思います。
早くだしたほうがいいと思います。その後の人生
があるので。仕事のこともあるし。

面会・通信制限

・�医療観察法に限らないと思いますが、インターネ
ットが使えないことが不便でした。他の人の写真
を撮れるからダメだってなってるみたいです、他
の科でもそんなこと起こりえますよね。せめて、
調子に合わせて許可するとかにしてほしいです。
入院したことで、友達と連絡とれなくて、いま住
所知っている友人っていないですよ。退院した後
に連絡とったら、死んだと思われていたこともあ
りました。ネットがあれば、時間も潰せます。あ
と、退院した後にネット使えなくなっていて時代
についていけなくなってます。通信の制限です。

身体拘束

Ｍさんの語り（指定入院：短期）

外出制限 ・たばこ、基本的に外出禁止（夕方 30 分のみ）。

保護室

薬の副作用 ・�診察前に向精神薬をもらい副作用あり（10 錠程
度）、診察後はさらに薬が増えた。

入院の長期化 ・最悪、2 年半かという気持ち。

面会・通信制限

身体拘束
・�怒ったり、医者に歯向かうと精神病扱いされて拘

束されそうになった。
・�怒る人がいるのが精神科、と感じた。怒ると精神

病扱いされて、監禁されている人がいた。

もつらい。」
・	「退院時期、全くわからない。病院サイドの説明

が一切なされていない。」
・	「長期化の理由を尋ねたり、退院の希望を口に出

せなかった点です。口に出せば警戒されて自由
度が下がり退院が延びると誰もが思っていた空
気があった」

自由回答と 3 名の語りとの類似性がある。
上記表の 3 名の語りでも、いつ退院できるのかわか

らない、x 年なんて耐えられないという回答がある。さ
らに、入院を経ての思いの語りには、「治安はよくなる
かもしれませんが、本人たちは、たまったもんじゃない
んですよ。人生があるんで。」、「医療観察法は、いいと
ころも悪いところもあるけれど、長いことはネックだと
思います。早く出したほうがいいと思います。その後の
人生があるので。」というものがある。つまり、「入院」
が「人生」に影響した語りがみられた。

おわりに

本稿では、入院経験者による語りから「強制的な医
療」の課題について検討した。やはり、「外出制限」と

「入院の長期化」は、先行研究と類似性をもつ課題であ
ることが明らかになった。入院が長期になるにつれ、あ
たり前に物語は多くなると言えるのかもしれない。「強
制的な入院」を経験した者の中には、その後の生活、ま
たは人生に少なからず生きづらさを抱える者がいること
を改めて述べたい。そうしたことからも、「強制的な医
療」とは、「本人のため」の治療の意味を含んでいるが、
一方で医療による今現在の生きづらさも語られていかな
ければならない。

今回は、不本意な入院を経験した者に限ったインタビ
ューであることに検討の限界がある。今後も継続してい
くであろう日本の「強制的な医療」が、国際的批判を受
けながらも、いかにして正当化され、どのように存在し
ていくべきなのか考えていきたい。

＜謝辞＞
本研究は、JSPS 科研費 19K139641 の助成を受けた

ものです。
インタビュー前に入院に関するご自身の資料を見返し

て下さり、入院経験を語って下さった 3 名の皆様に心
より感謝申し上げます。
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注記
1	 2021 年 10 月 14 日、岡山で開催された。
2	 Clark D.H.(1970)「日本における地域精神衛生：WHO

への報告―1967 年 11 月より 1968 年 2 月に至る 3 ヶ月
の顧問活動に基づいて」『精神衛生資料 16(3)』pp.	1651

3	 国際法律家委員会編「精神障害者の人権　国際法律家委員
会レポート」（明石書店、1996）

4	 https://docstore.ohchr.org/SelfServices/
FilesHandler.ashx?enc=6QkG1d%2FPPRiCAqhKb7y
hsox6sZe%2Fik6d3iDJzISRPhvIaActFR9I%2FAIZ%2
Be8dEYc3x9pGI%2BAqnUjiYnhf%2BzLRJLqW2mBz
ZdcaW0%2B10tvwrA97qOnmCuV89Qwl7dhkmc1B

（最終アクセス 2023 年 1 月 23 日）
	5	実行委員会は、NPO 法人全国精神障害者ネットワーク協

議会に 1000 通の送付を依頼し、それ以外にも当事者団体
や家族会、地域活動支援センターなどに調査依頼をしてい
る。実施時期は、2020 年 6 月から 7 月、11 月から 12
月の 2 回に分けて実施し、1105 件の有効回答を得ている。
森豊、山口亮、柳原由似「アンケート・インタビュー調査
から見る強制入院の実態～ 1105 件の回答結果が明らかに
した強制入院による被害の現実～」自由と正義 73 巻 5 号

（2022）20 ～ 21 頁。
	 実行委員会は、アンケートの他に個別インタビュー行って

いるが、本論文では、アンケート調査の部分を参考および
引用させていただく。

6	「『強制入院』の体験を語る」精神看護 2021 年 11 月号、
「強制入院が、『傷』を作っているかもしれない件」同誌
2022 年 1 月号など。

7	 前掲 4 仮訳 http://porque.tokyo/_porque/wp-
content/uploads/2022/09/CRPD_C_JPN_
CO_1_49917_E-ja-2.pdf（最終アクセス 2023 年 1 月
23 日）

8	 精神保健福祉法第 29 条「都道府県知事は、第 27 条の規
定による診察の結果、その診察を受けた者が精神障害者で
あり、かつ、医療及び保護のために入院させなければその
精神障害のために自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそ
れがあると認めたときは、その者を国等の設置した精神科
病院又は指定病院に入院させることができる。」

9	 	第 29 条２項「前項の場合において都道府県知事がその
者を入院させるには、その指定する２人以上の指定医の診
察を経て、その者が精神障害者であり、かつ医療及び保護
のために入院させなければその精神障害のために自身を傷
つけ又は他人に害を及ぼすおそれがあると認めることにつ
いて、各指定医の診察の結果が一致した場合でなければな
らない。」

	10	厚生労働省「令和２年度衛生行政報告例」
	11	厚生労働省「「地方公共団体による精神障害者の退院後支

援に関するガイドライン」について」（平成 30 年 3 月 27
日障発 0327 第 16 号）、「「措置入院の運用に関するガイ
ドライン」について」（平成 30 年 3 月 27 日障発 0327
第 15 号）

12	医療観察法第 42 条「裁判所は、第 33 条第１項の申立て
があった場合は、第 37 条第 1 項に規定する鑑定を基礎と
し、かつ、同条第３項に規定する意見及び対象者の生活環
境を考慮し、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定
める決定をしなければならない。」〔令和 4 年 4 月 1 日時
点で、指定入院医療機関は 34 カ所存在する。

	 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
hukushi_kaigo/shougaishahukushi/sinsin/iryokikan_
seibi.html（最終アクセス 2022 年 12 月 30 日）〕

	 「一　対象行為を行った際の精神障害を改善し、これに伴
って同様の行為を行うことなく、社会に復帰することを促
進するため、入院をさせてこの法律による医療を受けさせ
る必要があると認める場合　医療を受けさせるために入院
をさせる旨の決定」

	13	「厚生労働省」平成 17 年 7 月 15 日から令和 2 年 12 月
31 日までの状況

	 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
hukushi_kaigo/shougaishahukushi/sinsin/kettei.html

（最終アクセス 2022 年 12 月 30 日）
14	昭和 25 年制定時の精神衛生法第 24 条（警察官の通報）：
「警察官又は警察吏員は、警察官等職務執行法第 3 条の規
定より精神障害者又はその疑のある者を保護した場合にお
いては、直ちに、もよりの保護所長に通報しなければなら
ない」

	 昭和 40 年改正後の精神衛生法第 24 条（警察官の通報）：
「警察官は、職務を執行するに当たり、異常な挙動その他
周囲の事情から判断して、精神障害のために自身を傷つけ
又は他人に害を及ぼすおそれがあると認められる者を発見
したときは、直ちに、そのを、最寄りの保健所長を経て都
道府県知事に通報しなければならない」

	15	「精神行政報告例」をみると警察官の通報は、昭和 41 年
は通報全体の 18.8％であったが、現在は、70% を占める。

16	警察官職務執行法第 3 条（保護）：「警察官は、異常な挙動
その他周囲の事情から合理的に判断して左の各号の一に該
当することが明らかであり、且つ、応急の救護を要すると
信ずるに足りる相当な理由のある者を発見したときは、と
りあえず警察署、病院、精神病者収容施設、救護施設等の
適当な場所において、これを保護しなければならない。

　	一	　精神錯乱又はでい酔のため、自己又は他人の生命、身
体又は財産に危害を及ぼす虞のある者

　	二	　迷い子、病人、負傷者等で適当な保護者を伴わず、応
急の救護を要すると認められる者（本人がこれを拒んだ
場合を除く。）

	 ２	　前項の措置をとつた場合においては、警察官は、でき
るだけすみやかに、その者の家族、知人その他の関係者
にこれを通知し、その者の引取方について必要な手配を
しなければならない。責任ある家族、知人等が見つから
ないときは、すみやかにその事件を適当な公衆保健若し
くは公共福祉のための機関又はこの種の者の処置につい
て法令により責任を負う他の公の機関に、その事件を引
き継がなかればならない。

	 ３	　第一項の規定による警察の保護は、二十四時間をこえ
てはならない。但し、引き続き保護することを承認する
簡易裁判所（当該保護をした警察官の属する警察署所在
地を管轄する簡易裁判所をいう。以下同じ。）の裁判官

https://docstore.ohchr.org/SelfServices/FilesHandler.ashx?enc=6QkG1d%2FPPRiCAqhKb7yhsox6sZe%2Fik6d3iDJzISRPhvIaActFR9I%2FAIZ%2Be8dEYc3x9pGI%2BAqnUjiYnhf%2BzLRJLqW2mBzZdcaW0%2B10tvwrA97qOnmCuV89Qwl7dhkmc1B
https://docstore.ohchr.org/SelfServices/FilesHandler.ashx?enc=6QkG1d%2FPPRiCAqhKb7yhsox6sZe%2Fik6d3iDJzISRPhvIaActFR9I%2FAIZ%2Be8dEYc3x9pGI%2BAqnUjiYnhf%2BzLRJLqW2mBzZdcaW0%2B10tvwrA97qOnmCuV89Qwl7dhkmc1B
https://docstore.ohchr.org/SelfServices/FilesHandler.ashx?enc=6QkG1d%2FPPRiCAqhKb7yhsox6sZe%2Fik6d3iDJzISRPhvIaActFR9I%2FAIZ%2Be8dEYc3x9pGI%2BAqnUjiYnhf%2BzLRJLqW2mBzZdcaW0%2B10tvwrA97qOnmCuV89Qwl7dhkmc1B
https://docstore.ohchr.org/SelfServices/FilesHandler.ashx?enc=6QkG1d%2FPPRiCAqhKb7yhsox6sZe%2Fik6d3iDJzISRPhvIaActFR9I%2FAIZ%2Be8dEYc3x9pGI%2BAqnUjiYnhf%2BzLRJLqW2mBzZdcaW0%2B10tvwrA97qOnmCuV89Qwl7dhkmc1B
https://docstore.ohchr.org/SelfServices/FilesHandler.ashx?enc=6QkG1d%2FPPRiCAqhKb7yhsox6sZe%2Fik6d3iDJzISRPhvIaActFR9I%2FAIZ%2Be8dEYc3x9pGI%2BAqnUjiYnhf%2BzLRJLqW2mBzZdcaW0%2B10tvwrA97qOnmCuV89Qwl7dhkmc1B
http://porque.tokyo/_porque/wp-content/uploads/2022/09/CRPD_C_JPN_CO_1_49917_E-ja-2.pdf
http://porque.tokyo/_porque/wp-content/uploads/2022/09/CRPD_C_JPN_CO_1_49917_E-ja-2.pdf
http://porque.tokyo/_porque/wp-content/uploads/2022/09/CRPD_C_JPN_CO_1_49917_E-ja-2.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/sinsin/iryokikan_seibi.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/sinsin/iryokikan_seibi.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/sinsin/iryokikan_seibi.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/sinsin/kettei.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/sinsin/kettei.html
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の許可状のある場合は、この限りでない。
	 ４	　前項但書の許可状は、警察官の請求に基き、裁判官に

おいて已むを得ない事情があると認めた場合に限り、こ
れを発するものとし、その延長に係る期間は、通じて五
日をこえてはならない。この許可状には已むを得ないと
認められる事情を明記しなければならない。

	 ５	　警察官は、第一項の規定により警察で保護をした者の
氏名、住所、保護の理由、保護及び引渡の時日並びに引
渡先を毎週簡易裁判所に通知しなければならない。」

	17	古谷洋一編著「注釈　警察官職務執行法（五訂版）」（立花
書房、2021）267 頁

18		医療観察法第 64 条：「検察官は第 40 条第１項又は第 42
条の決定に対し、指定入院医療機関の管理者は第 51 条第
１項又は第２項の決定に対し、保護観察所の長は第 56 条
第１項若しくは第２項又は第 61 条第１項から第３項まで
の決定に対し、それぞれ、決定に影響を及ぼす法令の違反、
重大な事実の誤認又は処分の著しい不当を理由とする場合
に限り、二週間以内に、抗告をすることができる。

	 ２	　対象者、保護者又は付添人は、決定に影響を及ぼす法
令の違反、重大な事実の誤認又は処分の著しい不当を理
由とする場合に限り、第 42 条第１項、第 51 条第１項
若しくは第２項、第 56 条第１項若しくは第２項又は第
61 条第１項若しくは第３項の決定に対し、二週間以内
に、抗告をすることができる。ただし、付添人は、選任
者である保護者の明示した意思に反して、抗告をするこ
とができない。

	 ３	　第 41 条第１項の合議体による裁判所の裁判は、当該
裁判所の同条第８項の決定に基づく第 40 条第１項又は
第 42 条第１項の決定に対する抗告があったときは、抗
告裁判所の判断を受ける。」

19	前掲 5
20	「 入 院 中 」 経 験 し た こ と の あ る 処 遇 で は、 閉 鎖 病 棟
（61%）、外出制限（55％）、保護室（48%）、面会制限
（33%）、通信制限（29%）、身体拘束（26%）を挙げてい
る。
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《論説》

TJ のレンズから見たストーカー規制法―行政警察作用における TJ の可能性―

朴　濟民（関西学院大学法学研究科
博士課程後期課程）

はじめに
第１章　	ストーカー犯罪の特性：	

精神疾患としてのストーカー行為
第１節　	ストーカー事例：	

桶川事件・逗子ストーカー事件
第２節　精神疾患としてのストーカー行為
第３節　日本の警察の取り組みと小結

第２章　行政警察段階における TJ
第１節　行政警察活動の理解
第２節　TJ の行政警察活動の適用
第３節　日本の行政警察段階における TJ の根拠
第４節　TJ フレンドリーな現行政策要素

第３章　ストーカー規制法における TJ の介入
第１節　TJ の介入ための前提：平成 25 年のアンケート
第２節　	ストーカー行為者にも優しい支援者・援助者

としての警察
第３節　任意活動の TJ 活用
第４節　公判手続を視野に入れた警察活動

第４章　ストーカー防止のための TJ からの提案
第１節　警察の認識変化
第２節　警察における専門性のあるカウンセラーの確保
第３節　ストーカー治療ができる民間病院の確保
第４節　治療費の支援
第５節　公判を視野に入れた警察活動と検察との連携

おわりに

はじめに

ストーカーに対する相談件数は、平成 29 年には
23,079 件だったが、令和 3 年には 19,728 件まで減少
した。そのうち、ストーカーに警告を発せられた件数は、
平成 29 年は 3,265 件、令和 3 年においては 2,005 件
に減少した。一方で、平成 29 年の禁止命令の件数は
662 件だったものが、令和 3 年には 1,671 件とに増加
した。このことから、ストーカー行為者に対して、禁止
命令を発してストーカー行為を防止しようとする傾向が
増加していることがわかる。一方で、禁止命令が増えた
ものの、ストーカー行為等の規制等に関する法律（以下、

「ストーカー規制法」という）違反件数は、平成 29 年
では 926 件、令和 3 年には 937 件であった。これはス
トーカーに関する相談件数は減少したものの、違反事件
数は横這いであることを示している。違反件数のうち、
禁止命令違反数は、平成 29 年 42 件から令和 3 年 125
件へと増加しており、禁止命令の増加に比例して、禁止
命令違反も増加している。他方、警察の加害者に対する
指導警告が平成 29 年は 12,264 件だったものが、令和
3 年においては 11,565 件となった1。

このことから警察は禁止命令を以前より積極的に発し
ていることがわかる。しかし、禁止命令が出されたとし
てもストーカー行為者は禁止命令違反という形で、その
行為がエスカレートしていることが分かる。

この現状から、警察の取り組みが、ストーカー行為者
の歯止めになるために、TJ の観点を取り入れることを
提案したい。

TJ は、再犯防止のために考案された理念である。そ
してこれは薬物をはじめとする様々な犯罪分野において
その成果を上げている。ストーカーに対しても治療が可
能であるため、TJ 的な公判手続を通して治療が可能で
ある。ところで、ストーカーを治療することが証明され
ているのであれば、より早期の段階からストーカー行為
者に対して治療的な働きかけが導入される余地があると
いえるのではないか。

日本におけるストーカー行為の規制は、ストーカー行
為を法的に規制する観点から、ストーカー行為者に対し
てどのような法的処分が犯罪を防止できるかという問題
意識が中心的だったといえよう。

これに対して本稿では、TJ の考え方に基づき、現行
のストーカー規制法による法的処分をストーカー被害の
事前防止に繋げることを提案したい。言い換えれば回転
ドアに入ることが最初から防げるようにすることである。

もっとも、TJ というものはこれまで主として再犯防
止のために考案された理論であり、公判段階からの介入
を中心とした考え方である。そのため、ストーカー規制
法のような行政警察段階においてこの理念を導入するの
は適切でないという反論も考えられる。しかし、TJ は



32

治療的司法ジャーナル第６号（2023 年 3月）

朴：論説

犯罪者の幸福感（Well-Being）を求めて犯罪の抑止に
繋げるために考案されたものである。この TJ の考え方
を、警察がストーカー事案に介入する段階で用いること
で、犯罪の予防的効果が期待できる。とりわけ、ストー
カー規制法が持っている被害予防の立法目的と事前介入
型の手続が導入されている事実を踏まえると、TJ のレ
ンズからストーカー規制法を見る正当性があるといえる。

さらに、TJ の実践において活用される法律は刑事訴
訟法に限られたものではない。必要によっては福祉関連
の法律などの刑事訴訟法以外の法律も関わってくる。つ
まり、TJ は刑事訴訟法に限らず、法理論として人の犯
罪の抑止のために用いられるのである。

したがって、本稿では、以上の意識に基づいてストー
カー規制法の行政警察段階における TJ の役割について
論じたい。まず第１章では、ストーカー犯罪の特性につ
いて述べる。ストーカーの特性は一種の精神疾患だと言
える場合が多く、治療ができる問題であることを確認す
る。第２章では、行政警察作用の段階から TJ を導入す
ることができると主張する。第３章では、現行のストー
カー規制法において、警察がストーカー行為者の治療の
支援者・援助者の立場から現行制度を治療のために利用
することを主張する。第４章では TJ の見地からストー
カ－規制法に治療的効果を得られるようにするために必
要な制度や施策を提案する。本稿の結論として行政警察
活動は、ストーカー行為者が治療を続けられる環境整備
を重視するように取締りから治療へと誘導し、警察が治
療の確固たる支援者・援助者という立場に転換しなけれ
ばならないと主張する。

第１章　�ストーカー犯罪の特性：精神疾患としての
ストーカー行為

第１節　ストーカー事例：桶川事件・逗子ストーカー事件
第１項	桶川事件・逗子ストーカー事件

（１）桶川事件
桶川事件は、1999 年 1 月から付き合い始めた女性か

ら 1999 年 3 月 30 日に別れを告げられた男性が、その
日からストーカー行為を始めた事件である。1999 年の
6 月 14 日夜に、男性は知人らと共に、被害者の家に行
き、交際当時のプレゼントの金銭を返してもらうことを
要求しながら恐喝を行った。翌日被害者は警察に相談し
たが警察は真面目に対応してくれなかった。同年 7 月
13 日・20 日には被害者を誹謗中傷するチラシが配られ、
8 月には被害者の父の勤務先にもそのチラシが送られる
ようになった。その後、警察の告訴状の改変、被害者に

対する告訴取下げ要求が行われた。そして被害者はその
後もストーカーに苦しまされたまま、1999 年 10 月 26
日、ストーカーから殺害される2。この事件をきっかけ
に日本では 2000 年にストーカー規制法が成立すること
になった。

（２）逗子ストーカー事件
2006 年 4 月にストーカー行為者と別れ、2008 年に

他の男性と結婚した女性に対して、元交際相手だった男
性がストーキングした事件である。ストーカー行為者は
被害者が結婚のため引っ越し、名字も変えたものの、
2010 年に被害者の SNS により、結婚事実を知り、嫌
がらせのメールを送るようになり、2011 年 4 月には被
害者を威嚇するメールを 1 日 80～100 通送った。これ
をきっかけに被害者が警察と相談し、同年 6 月にスト
ーカー行為者は逮捕される。同年 7 月に警告が出され、
9 月には被害者宅に防犯カメラが設置される。その後、
ストーカー行為者は有罪が確定し、執行猶予処分を受け
る。2012 年 3 月から 4 月まで被害者は 1,089 通のメ
ールを受け取る。その後、警察に相談し、警察がパトロ
ール強化を行った。ストーカー行為者のストーカー行為
が一旦収まり、警察に防犯カメラを返却した後の 2012
年 11 月 6 日に、被害者女性はストーカーに殺害された。

第２項	問題点
桶川事件で見られる問題点は、	当時のストーカー犯罪

に対する認識が薄かったことにつきるが、加えて警察官
がストーカー事件について無関心・無対応であったこと
である。本件では被害者が警察署に行って通報をしたに
も関わらず警察は被害者保護の基本的な措置を取る前の
段階である被害者の意見を聞くということがそもそも行
われなかった。いまでさえ、警察は被害者の話を真剣な
対応を取らない場合もある3。

逗子事件の問題点は、警察が被害者の保護が終わった
時点で殺害されたため、個人情報の漏洩の問題もあった。
しかし、それに加え、重要なことは、ストーカーの根本
的な問題が解決されないままでは、警察がいつまでも被
害者を保護することでない限り、被害者の安全が保障さ
れないということである。たとえ刑事裁判を経て執行猶
予の判決が下ったとしても、受講命令など、実質的にス
トーカー行為者が抱える問題点を治療するなどの措置を
取らないと、ストーカー行為者に対して下される執行猶
予処分は無意味に犯罪者を社会に投げ出したという批判
を免れ難いと言えよう。

近年においては、ストーカーに対する治療も行われて
いるが、ストーカー行為者の継続的な治療が行われてい
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るとは言い難い現状である4。

第２節　精神疾患としてのストーカー行為
第１項　ストーカー行為の「SRP」分類

ストーカーについて、ストーカーが精神疾患であるこ
とはいくつかの研究で確認することができる。この分類
について、オーストラリアのモナッシュ大学と関係機関
が開発した「Stalking	Risk	Profile(SRP)」を紹介した
い。「『SRP」は、リスク評価のための体系的な専門判断
ツールで、10 年間に及ぶストーキング評価・管理を行
った臨床経験及び国際的な研究結果を基に構成された専
門的な判定手法である』5。その内容は以下のとおりであ
る。

このようにストーカーの問題は金融犯罪などと異なり、
何らかの原因により精神的な問題が起こり、犯罪に至る

「SRP」におけるストーカー類型の概要 6

ストーカー�
類型 ストーキングの背景や特徴

拒絶型 (Rejected)

拒絶型のストーキングは、親密な関係の崩壊を
背景に発生する。通常、被害者は、かつて性的
に親密な関係にあった者であるが、家族、親友
及びストーカーと非常に近い関係にあった者も
また拒絶型のストーキングの標的になりうる。
拒絶型のストーカーの当初動機は、関係を再構
築しようとするか、被害者が拒絶したことに対
して復讐をしようとするかのいずれかである。
多くの場合において、拒絶型のストーカーは、
被害者に対する明確な怒りを示し、復讐を望ん
だかと思えば、関係を取り戻そうとし、被害者
に対する相反する感情を示す。ストーカーが被
害者の近くにいると感じることを持続すること
によって過去の関係の代わりになる場合や、ス
トーキング行為によってストーカー行為者の傷
ついた自尊心が救済され、自分自身についてよ
りよく感じられる場合は、ストーキング行為は
持続される。

憎悪型�(Resentful)

憎悪型のストーキングは、自分が酷い扱いを受
けている、あるいは何らかの不正の被害者であ
ったり屈辱を受けていると感じることで発生す
る。被害者は酷い扱いをしたとみなされた見知
らぬ人か知人である。犯人が被害者に対して誇
大妄想的に考えを広げ、被害者に対する「復讐
の」方法としてストーキングを行う場合、重度
の精神疾患が原因となっていることがある。ス
トーキングの初期動機は、復讐または「仕返し」
への欲求であり、�被害者の恐怖心から誘発される
支配感と征服感とによって持続される。しばし
ば憎悪型のストーカーは、自身を迫害する個人
又は組織に対する反撃としてのストーキングを
正当化するため、自身が被害者であるかのよう
に振る舞う。

親しくなりたい型�
(Intimacy�Seeker)

親しくなりたい型のストーキングは、孤独感及
び相談できる親しい相手の不在により発生する。
通常、被害者は、ストーカーが関係性の構築を
求める対象となる見知らぬ人か知人である。親
しくなりたい型のストーカーの行為は、しばし
ば被害者に対する妄想観念 ( 実際には被害者との
間には何も無いにもかかわらず、既に被害者と
の間に関係があるというような考え�( 恋愛妄想 ))
を含む重篤な精神疾患によって助長される。当
初動機は恋愛感情と親密な関係を構築すること
である。ストーカーが他者と親密に繋がってい
るのだという確信からもたらされる満足感によ
り、ストーキングは持続される。

相手にされない求愛
型�(Incompetent�

Suitor)

相手にされない求愛型のストーキングは、孤独
感又は性欲を背景として発生し、見知らぬ人か
知人を対象とする。しかしながら、親しくなり
たい型とは異なり、その初期動機は恋愛関係の
構築ではなく、相手と会うか、一時的な性的関
係を得ることにある。相手にされない求愛型の
ストーキングは通常短期間であるが、その行為
に固執する場合は通常、ストーカーが無分別で
あるか、被害者の苦痛に無関心であることで、
ストーキングは持続される。このようなストー
カーの無感覚は、自閉スペクトラム症や知的障
害に起因する認知限界や社会的スキルの欠如に
関係することが多い。

ものである。単に刑罰を果たすことでは犯罪の予防・更
生には繋がらず、今後のストーキングをしないようにす
る治療が必要である。
第 2 項　ストーカーの治療：条件反射制御法

（１）条件反射制御法
ストーカーの行為が精神的な問題に起因するものであ

れば、その治療はどのようなものがあるのか。そしてそ
れが日本で実施できるものであるかが問題となる。これ
について紹介したいのは、2006 年に平井愼司が開発し
た条件反射制御法である。条件反射制御法は、パヴロフ
の条件反射学説に基づくものである7。人間の神経活動
のメカニズムで起きる反射で得られるはずの生理的報酬
を与えなかったりする8。また、新しい反射連鎖を定着
させる9。そして、動物の第一信号系の活動における

『低頻度の成功率であっても行動は定着』することと10、
人間だけが持つ第二信号系（思考）が繊細なものであり、
計画的行動が取れるものであり、創造的であること、状
況によっていろいろ変化することから11 既存の依存症な
どにより作り上げられた反射条件に対して新しい反射条
件を作る方法である。この方法は薬物依存症をはじめと
する様々な依存症についてその効果が立証されており、
ストーカーの治療にも有効な手段となっている。

（2）治療方法
条件反射制御法に基づく治療方法は、４つのステージ

に分けて行うことになる。①負の刺激ステージ、②類似
ステージ、③想像ステージ、④維持ステージである。
　①	　負の刺激ステージでは、被治療者がどの言葉に反

応するのかを確認する12。その後、負の刺激の言葉
と動作を組み合わせて第１信号系に対抗する神経活
動を作り出し（キーワード・アクション）13、そし
て、それを 1 日 20 回以上繰り返す14。それが神経
活動として定着すると欲求や衝動が生じてもキーワ
ードアクションをすれば、欲求や衝動が数秒で消え
去る15。

　②	　類似ステージは、キーワード・アクションにより、
神経活動が出来上がったところで進められる16。こ
こでは、問題行動と似た行動を取るが、その終末に



34

治療的司法ジャーナル第６号（2023 年 3月）

朴：論説

は生理的な報酬を起こさせないものである17。つま
り、飲酒であれば、実際のお酒ではなく、お酒に見
せかけたものを飲む真似だけをしてもらい、中断す
ることである。

　③	　想像ステージは、ストーカー、性犯罪などの問題
によって治療法が異なる18。基本的には、『自分が
行った望まない精神活動つまり物質摂取や賭博、盗
みを閉眼して思い出すことを、２週間で 200 回以
上、反復することを基本とする』ものである19。

　④	　維持ステージは、『嗜癖行動などを促進する第一
信号系の反射連鎖は第二信号系反射網（思考）によ
ってコントロール可能な状態になっている』20 段階
で、『社会内でも条件反射制御法を継続するステー
ジ』である21。

この一連の過程を経て、ストーカーや依存症の患者が
問題行為を自らコントロールし、再犯に及ばないように
治療することができる。

現在、条件反射制御法を行う病院は多くはないが22、
その治療の成果は立証されており、裁判においても条件
反射制御法に基づいて執行猶予をもらったケースも報告
されており23、実務において期待される治療法であると
言える。

第３節　日本の警察の取り組みと小結

日本の警察の取り組み
ストーカーからストーカーの被害を保護できなかった

ことにより、ストーカー規制法が成立した。しかし、そ
の後も警察が永遠に被害者を守ることができず、警察か
らの保護が終わった後に被害者が殺害された事件もあっ
た。また、2022 年 12 月 3 日にも福岡県春日市で禁止
命令を受けたストーカー行為者が殺人未遂を犯した事件
もあった。このようにストーカーは禁止命令だけではエ
スカレートする行動の効果的な歯止めとなっているとは
言い難い。

日本はストーカーに対して「ストーカー行為を処罰す
る等ストーカー行為等について必要な規制を行うととも
に、その相手方に対する援助の措置等を定めることによ
り、個人の身体、自由及び名誉に対する危害の発生を防
止し、あわせて国民の生活の安全と平穏に資することを
目的」としてストーカー規制法が導入された（ストーカ
ー規制法第 1 条）。しかし、ストーカー規制法はストー
カー被害者をストーカー行為者から保護することに重み
を置いた構造をとっている。被害者に対しては様々な援
助方法がある一方で、ストーカー行為者に対しては、

「交渉・助言」である。この方法として、ストーカー総

合対策では「警察官か地域精神科医等に加害者への対応
方法や治療・カウンセリングの必要性について助言を受
け、加害者に受診を勧めるなど、地域精神科医等との連
携を推進する」としている24。また『令和三年版　再犯
防止推進白書版』によると、加害者に対して、治療・カ
ウンセリグ受診を勧めており、警察に対してもそれと係
る研修も行っている25。そして、各都道府県においても
地域の精神科病院と連携をとりながら治療を視野に入れ
た助言・交渉を行っている26。このような活動の下で、
ストーカー行為者の中で治療を要請した者が 2019 年に
は 824 名に至るまでになった27。

しかし、このように診察を受けるようにしたとして、
ストーカーなどの精神疾患の治療は一度に治すことがで
きない。そのため、継続的に治療を受けるためには金銭
などの現実的な問題もある。例えば 2017 年 4 月から
12 月まで、警察が受診を促したところで、実際受診を
受けた者は２割程度であった28。2019 年においても治
療を要請した者は 824 名であるが、実際受診をした者
は、124 名（治療中 66 名、治療中断 38 名、治療完了
20 名、再ストーキング 10 名）と、全体の 15％であり、
受診を拒否した者は 635 名で７割強を占めている29。
2021 年には受診を働きかけた 993 人のうち、164 人
が実際受診を受けることにとどまった30。このような現
実を考慮すると、治療に対して興味を沸かせることはで
きても多くの者は実質的な治療には繋がっていないこと
がわかる。

一方で、実際に治療を受ける者が少ないとしても、治
療を勧める警察の一連の活動はストーカー行為者に対し
てもっぱら罰を与えるという認識ではなく、ストーカー
行為者に治療という問題解決を行い、犯罪予防に繋げる
という点で TJ と共通する要素を含んでいる。

よって、警察がストーカー行為者に対して行える措置
が、交渉・助言を基本にするものであるならば、これを
さらに TJ のレンズを取り入れて、活用すべきである。

小　結
このように、日本の警察はストーカー行為者に対して

は治療を促してはいるが、それが実質的な治療及び完治
するまでの治療の継続には繋がる割合は低いのが現状で
ある。そのため、ストーカー行為がエスカレートするの
は根本的に防ぐことは難しいと言えよう。

上記の SRP 分類に基づいた Queensland	Forensic	
Mental	Health	Service の方法もある31。そこで司法が
介入することの重要な要件は、断固たる対処と治療を受
けさせることに繋げることである。日本の警察の取り組
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みでもこのような視点は反映されていると考えられるも
のの、そのような治療に繋げるまでには多少の難関があ
ると考えられる。治療を促し、治療を継続させるために、
例えば、上記で述べた条件反射制御法を利用することを
前提に、警察の取り組みが被害者に近づけない、治療を
受けるように勧誘することに留まるのではなく、被害者
に近づけないようにすることも治療の一環として把握し、
ストーカー行為者に対して治療を受けた時のメリットを
与えるようにする必要がある。そのためには、メリット
を用意する必要があるだろう。また病院の費用について
負担を感じるストーカー行為者のために、犯罪被害者等
のカウンセリング費用の公費負担制度のように、犯罪予
防の目的から公費負担制度を設けることも一つの案とし
て考えられるだろう。

しかしながら、現在の日本の警察の活動はそこまでの
積極的介入は実施されておらず実質的な治療には繋がっ
ていない。そのため、禁止命令の発動という、より強い
対処を求めざるを得ないように見受けられる。

だが、犯罪予防のためには、今までより積極的な交
渉・勧誘を行う。これを通して、ストーカー行為者の行
為が犯罪にエスカレートする前に、治療の必要性を自覚
させ、ストーカー行為者が治療を受けることにより犯罪
化する危険性を回避することが期待される。同時にそれ
は現行法の枠組みの中で可能な方法でなければならない。

そこで現在の警察の活動が TJ に馴染みのある活動で
あるとするならば、TJ の視点から公判段階も視野に入
れた、犯罪の予防の提案ができる。

よって、現在の日本の警察による交渉・助言における
説得活動が TJ の要素を含んでいるのであれば、さらに
進んで接近禁止命令を発する以前の段階で治療に繋げる
警察活動をより強化することが検討さなければならない。

第２章　行政警察段階におけるTJ

第１節　行政警察活動の理解
行政警察の活動は国民の保護のために成り立つもので

ある。その国民の権利を保護するために、一定の権利制
限を国民に対して行うことが許される。これは行政警察
活動を理解する上で前提となるものである。

この行政警察は無制限に行うことはできず、一定の制
限が課せられている。まず、国民を制限する活動は強制
活動として法律などで明記された根拠が必要である。制
限をしない場合には任意活動として許されることになる。
この任意活動は法律の根拠が不要なものであるため32、
警察の裁量の領域の中の活動であれば許されることにな
る。この任意活動はあくまでも警察の責務として、警察

法第２条第１項で掲げる警察の責務としての個人の生
命・身体・財産の保護、公共の安全と秩序の維持や犯罪
捜査などを全うするために認められるものである。その
ために行われることは、行政処分（行政行為）・強制的
事実行為・任意活動に分けられる。ここではストーカー
規制法を理解する上で必要な行政処分と任意活動につい
て触れることにする。

行政処分は法律の根拠をもって行う活動であり、「行
政機関が国民に義務を課し、あるいは国民の法的な地位
を形成・変更すること」である33。ここで、不利益処分
が存在しており、この不利益処分は、「相手方に直接に
義務を課し、又はその権利を制限する処分を意味す
る」34。ストーカー規制法における仮の処分がこれに当
てはまる。そのため、ストーカー行為者に対して事前通
知、意見陳述の機会が与えられる。これは行政手続法の
基本原則に答えるためのものである。

任意活動は、「行政機関の活動のうち、国民の法的な
権利や義務を変更させることなく、また国民の自由に直
接的な制約を課すものでない行為」をいう35。実際の警
察の活動の大半はこの任意活動である36。この任意活動
は上記で述べたように法律に根拠がなくてもできるもの
である。この任意活動の限界としては、「その行政機関
の任務・所掌事務の範囲内であること」・「事実上の強制
にわたることの禁止「・「法令に違反することの禁止」
である37。また、ストーカー規制法の警告は応じない場
合には命令の対象となるため、一定の法的効果を有する
任意活動である38。次に検討すべきことは任意手段であ
る。任意手段は、「相手方の承諾がなく行えば国民の権
利・自由を侵害する行為を相手方の承諾を得て行うもの
と、元々即時強制には当たらない行為」である39。スト
ーカー規制法における、「申請があった行為者などの関
係者に対して報告もしくは資料の提出を求め、警察職員
に質問させることができる」規定も任意手段に当てはま
る40。また、ストーカー行為者に対して発せられる警告
は任意手段であるが、それを従わない場合下される禁止
命令は行政指導に当てはまる41。

最後に一般的な事実行為がある。これは「広報活動、
相談の受付といった、国民に負担をかけず、権利・自由
の制限にわたる可能性もないものである」42。これは相
談を受けた後、相談者以外の者に対して、「指導・注
意・助言などを行うことは、その方法によっては相手方
に心理的圧力を加えるものとなることがあるのであって、
国民に与える不利益を上回るだけの警察の責務達成上の
必要性がなければならない」としている43。このことを
考えるとストーカー規制法において、被害者の相談を受
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けた後、ストーカー行為者に対して警察が助言などを行
うためには、警察の責務達成の上の必要性という要件を
満たさなければならないと考えられる。

第２節　TJ の行政警察活動の適用
前述したように TJ は犯罪者の再犯防止のために考案

されたものである。一方で、犯罪予防の目的の下でも
TJ が適用される余地はないとも考えられる。

TJ は、裁判の場合、裁判官は、犯罪者が適切だと考
えられる条件に基づいて犯罪者に治療プログラムを要求
するものである44。ストーカーに対して行われる警察の
活動においても、ストーカー行為者に対して、警察が治
療の必要性を認識させ、ストーカー行為者が自ら治療を
受けるという認識をもたらせることができれば、TJ の
考え方を取り入れることも可能であろう。

だが、TJ の考え方の前提は犯罪者を対象とするもの
である。行政警察活動が任意活動であることもそもそも、
行為者がまだ犯罪者ではないため、任意的に行われる活
動であることを考えると、TJ の考え方を利用すること
は裁判を通して有罪が確定されていない者に対して TJ
の考え方を適用することは無罪推定の原則を軽視するこ
とになるとも考えられる。

一方、警察の活動は、犯罪者になる危険性が高い者に
対して、予防的な措置を任意でとることである。何らか
の強制力を有する活動を警察が行うことではなく、任意
活動の範囲内で、行為者が犯罪者にならないように、彼
らの幸福感のために警察活動を利用することである。そ
の過程には強制力は伴わず、一定の法的効果を有する処
分も治療に役立つように利用することが行政警察活動に
おける TJ の要件となる。

また、行為者が犯罪者となり、社会―裁判所―刑務所
といった回転ドアーに入る前に遮断することができれば
TJ の目的にもさらに付合するものだと考えられる。

したがって、強制力を用いずに、TJ の目的である犯
罪者の幸福感を、ストーカー行為者が犯罪を行わずに得
られるという視点から、TJ を利用することは可能であ
る。

第３節　日本の行政警察段階における TJ の根拠
では、TJ の理念が行政警察段階から反映することが

できるとしたならば、日本の法律上の根拠が問題となる。
それは司法官ではない警察官が TJ の第１次的担当者に
なることの妥当性である。

行政警察活動は、犯罪の予防がその責務となる。その
責務を全うするために、様々な任意活動を行うことがで

き、場合によっては強制的事実行為も許される。このこ
とから警察官は犯罪予防の第１次的担当者であることが
分かる。そして、これは犯罪予防の段階での TJ の担当
者になる資格があることを意味する。

TJ が介入するためには、法律の担当者が TJ の担当
者になることを要件とする。犯罪予防の段階においては
裁判官の介在がないため、警察官が警察法で定められた
その責務の一環として TJ の担当者になるのである。

ところで、警察が TJ 担当者に、犯罪予防の責務があ
ることだけでは、TJ の方法を用いる場合にその専門性
がないことが問題となる。そして、何らかの強制力のな
い任意活動で行われる活動であるため、その実効性の保
障がないとも考えられる。

確かに、TJ は警察が単独で行うものではなく、様々
な専門家と協業として行われるものである。現行のスト
ーカー対策においても、精神科専門医の助言を得ること
も TJ フレンドリーな活動として適切なことといえる。

そして、実効性の保障については、むしろ、任意活動
の範囲内で行われるものであるため、法律的な問題が生
じず、警察官が一般市民に対する助言として治療を促す
ことができる。これは警察が行為者を説得する術とも関
係するものであるが、それは警察内部の研修などによっ
て解決することができる。

そして、TJ はそもそも犯罪者の自らの意思を尊重す
るものである。そのため、強制力のない現在の活動はむ
しろ TJ の枠組みの中で行われることが求められると評
価することもできる。

さらに、一定の法的効果を与える任意活動もあるため、
必要によっては、逮捕という手段をとる前提条件を与え
ることができる警告・禁止命令がある。そのため、たと
え治療が失敗し、ストーカー行為がエスカレートすると
しても強制力を用いて、被害者を保護することができる。

よって、警察官は犯罪の予防という目的に従い、任意
活動を有効に行うことができる第１次担当者であり、そ
の活動は任意活動をどのように有効に使うのかの問題に
帰結する。

第４節　TJ フレンドリーな現行政策要素
警察が TJ の担当者になるとしてもそれが国内で行わ

れたことがないのであれば、日本においてそれは慣れて
いない異質的なものとして受け取られ、TJ の実践にお
いて反感が生じざるを得ないものになるだろう。しかし、
日本においては既に TJ の精神と共通する治療的思考に
基づいた政策が行われている。それは、ストーカーに対
して関係機関と連携をとり、彼らの治療を模索しする活
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動と警察が警告対象者に対して医療機関における受診を
勧誘することである。

まず、医療社団法人であるほっとステーションと共に
治療を行う方法がある。ここでは、上記で紹介した条件
反射制御法を利用した治療、医療機関・警察などの刑事
司法機関などとの連携をとり、ストーカー行為者の治療
および社会復帰を支援している45。

警察と治療機関との連携において、警察はストーカー
行為者に対して受診を奨励しているが、そこで重要なの
はストーカーから治療の同意を得ることである46。現在、
北海道警察を中心としてはじまった受診奨励は、今では
全国に広がっている。これは、まず警察がストーカー行
為者に対して警察が依頼をし、それを受けてストーカー
行為者が受診するという過程を経て行われる。この過程
で他の精神疾患や依存症問題、アルコール問題などがあ
り、薬物療法や条件反射制御法、家族相談の方法などを
用いて治療を行っている47。ただし、ストーカー行為者
が精神的な問題を抱えている場合もあるため、「他害行
為防止と自殺防止の両方の意味を持つ」ことに注意しな
ければならない48。

一方で、警察が治療のための連携をとり、治療を奨励
しているにもかかわらず、第１章第３節第１項で述べた
ように 2019 年において治療を要請した者は 824 名で
あるが、実際受診をした者は、全体の 15％であり、受
診を拒否した者は 635 名で７割強を占めている49。そ
の傾向は 2021 年も続き、2021 年には受診を働きかけ
た 993 人のうち、164 人が実際受診を受けるにとどま
っているのが現状である50。

このような警察の治療を促す活動は、ストーカーに対
してもっぱら制裁を加えるのではなく、彼らに対して治
療の機会を与え、彼らの治療を促し、犯罪の防止に至る
ようにすることから TJ 的活動として評価することがで
きる。しかし、実際の治療につながるのが少ない現状か
ら見ると、実際の治療へと結びつけるためには、受診奨
励以外にも現行制度を治療に役立つように利用する必要
がある。

実際の治療へと結びついている割合が低い現状の下で、
その理由として治療費などが負担となり、それに伴う治
療費支援などが切実なこともあるだろう。まずはストー
カー行為者本人が治療を受けるように動機づけをするこ
とと、治療意欲が向上し、治療に挑む人のために制度が
利用されるようにすべきである。

第３章　ストーカー規制法におけるTJ の介入　

第１節　TJ の介入ための前提：平成 25 年のアンケート
日本の警察官は、TJ を行うことができ、また TJ フ

レンドリーな活動を行っている。では、これをより TJ
的な活動にするためには何が必要であろうか。本稿では
ストーカー規制法における TJ 導入に際して①ストーカ
ー行為者にも優しい支援者・援助者としての警察、②任
意活動の有効活用、③公判手続を視野に入れた警察活動
を提案したい。

まず、前提として平成 25 年に行われたアンケートの
結果を紹介する51。このアンケートの結果によると、警
察はストーカに対する基本的な対応方法として被害者の
保護及び迅速な加害者の検挙を行っていた52。そして、
事案の拡大を防止するための手段も同様であった53。事
案の処理において警察が重視する要因は、ストーキング
行為の内容、加害者の同居家族の有無、加害者の粗暴犯
前歴、ストーキング行為の期間、被害者のメンタルヘル
ス、加害者の性格、復縁・交際要求の別、被害者の避難
先の有無、過去相談の有無の順であり54、ストーカー行
為者の問題は興味が低いと考えられる。また、ストーカ
ー加害者への対策の課題としてストーカー規制法の罰則
強化、緊急時に即時対応可能な規定の整備、危険性の見
極めなどが挙げられ 55、警察は被害者保護を中心に、ス
トーカーの身柄確保を重視する傾向があることがわかっ
た。他方で、警察ではストーカー担当者の業務負担増・
人員不足、警察署に相談、支援、事件化を一貫して担当
するストーカー係が必要だという意見もあった56。

このことから、警察に必要なのは、ストーカーの相談
の対象は被害者だけでなく、ストーカー行為者も含まれ
るべきだという認識である。ストーカー行為者を被害者
から隔離・保護するということは基礎となる最も重要な
施策である。しかし、被害者の保護を永遠に続けること
ができないとすれば、ストーカーの行為がエスカレート
し、逮捕の要件を満たすことを待つための行為に転落す
るおそれがある。これはある意味、ストーカー行為者を
逮捕の客体として把握しているようにも考えられる。

そのため、警察に必要なものはストーカー行為者にも
相談の手を伸ばすことである。このアンケート調査にお
いて示された認識は、現在日本の警察がストーカー行為
者に対して治療を促していることから少し変化はあった
とも考えられる。しかし、警察のストーカーに対する総
合施策においても、被害者の保護のための施策はきめ細
かくになる一方で、ストーカー行為者に対する直接的な
対策は４つしかない現状から57、このアンケート結果の
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根本的な順位は維持されていると言えよう。
このことからストーカー行為者に対する TJ の活動に

おいて、最も必要なのは、ストーカー行為者は単に被害
者から隔離するための存在として把握するのではなく、
治療が必要な存在として認識することがである。そうす
ると、被害者から隔離することも治療の一環として把握
することになる。そして、警察がストーカー行為者と接
して行うすべての活動は、将来の危険を取り除くための
有効な手段として治療を行うという認識を持つことであ
る。

第２節　 ストーカー行為者にも優しい支援者・援助者と
しての警察

警察の役割は、被害者の相談を受けてストーカー行為
者にストーカー行為を止めてもらうことを話したり、受
診をするように促したりすることだけではない。より積
極的にストーカー行為者の治療の承諾を導き出し、治療
が進むようにすることにある。ストーカー行為者に対し
て、ストーカー行為について説明を行い、犯罪に至る危
険性があることを伝える。そして、ストーカー行為者が
なぜその行為をしているのかを確認する。その過程の中
で、病院で受診できるように勧める。同時に受診を拒否
しているのであれば、なぜ受けたくないのか話を聞き、
受診を説得する。ストーカー行為者が、精神科に行くこ
とに偏見があり、一人で精神科に行くことが恐れている
のであれば、警察が知人のように一緒に同行するように
することも TJ の活動の一貫であるといえる。また、必
要な支援として何が受けられるのか地方自治団体や民間
団体との連携を探る作業が必須になる。もし治療の途中
で治療を拒む場合があれば、それで終わるのではなく、
治療が成功した事例を説明し、少しでも治療の意欲を高
めることが必要である。そして、治療の意欲ができた際、
できる限り早く病院で治療を続けるようにする。

このような過程は警察の人員不足の問題もあり、業務
負担をさらに増やすことになる。警察は被害者の保護な
ら、警察としても可視化された目標・活動になるため行
いやすいことである。また、いつ治療が終わるのか、最
後まで治療を受けることになるかの確答が得られないこ
とについて警察の人員を費やすことは、警察の負担にな
るとも考えられる。

しかし、ストーカー行為者の治療を長期的に考えたと
き、被害者の保護のための優れた方法であることに重み
を置くべきである。保護が終わった途端に被害者が殺害
された逗子事件を考えると、ストーカー行為者が持つ危
険要素を治療し、危険性を取り除くことが必要である。

そのためには、警察は被害者の保護のために、ストーカ
ー行為者にも優しい相談者となり、ストーカー行為者の
治療を支援する立場へ意識を転じる必要がある。そのよ
うな意識の下で、ストーカーに対する効率的な治療の施
策が生み出されるのである。

第３節　任意活動の TJ 活用
上記のような認識のもとで警察がストーカーのための

支援者・援助者としての認識を持つのであれば、警察が
行える活動の意味も転換される。行政警察段階において
ストーカー行為者の治療は強制的にできないものである
ため、ストーカー行為者に対して警察が行うすべての
TJ の活動は任意活動の範囲内で行われなければならな
い。

現行ストーカー規制法は事情聴取→警告・禁止命令→
現行犯人逮捕という流れに沿った取り組みを行っている。
この中で受診の勧誘などが行われる。この中でストーカ
ー行為者に対して TJ の視点から利用できるものは、相
談の後、指導・注意・助言である。その後は、警告・禁
止命令がある。

まず、指導・注意・助言について検討する。この過程
は一方的な押し付けではなく、ストーカー行為者が抱え
ている問題を確認するための相談のように行われなけれ
ばならない。この過程ではストーカー行為者がストーカ
ーに該当する行為をしており、自分には治療が必要であ
るかもしれないという認識をもたらすことが必要である。
しかし、一回の話し合いでストーカー行為が終わらず、
治療に進まない可能性がある。そして、ストーカー行為
者が他の問題、精神的な問題や社会的なことに起因する
問題がある可能性もあるため、警察はストーカー行為者
が抱える問題を解決するよう、他の機関との仲介役も果
たす必要がある。今も警察は地域の精神医学治療の関係
者と連携をとっているが58、これをより充実にすること
である。これはストーカー行為者の治療を促すものであ
り、ストーカー行為者がストーカーになることを防ぐた
めの措置に該当する。また、ストーカー行為者がストー
キング以外の犯罪へエスカレートする可能性もあるため、
それを未然に防ぐ意味からも有効な手段だといえる。よ
って、警察は一回の話し合いだけでなく、その後からも
電話などの方法でストーカー行為者に対して受診の勧誘
や苦労などを聞く支援者・援助者を名乗るようにしなけ
ればならない。

しかし、これはストーカー行為者に対して最初から犯
罪者になる者というスティグマを与える危険性があると
も考えられる。だが、ストーカー犯罪の防止という側面



38 39

治療的司法ジャーナル第６号（2023 年 3月）

朴：論説

から、最初の段階から積極的に治療を促す方法が必要で
ある。警察は被害者保護活動と同時にストーカー行為者
の治療を図るために、警察の任意的な手段は利用される
べきである。そのため、指導・注意・助言は、ストーカ
ー行為者との話し合いの手段であり、治療を支援する方
策を探る手続にならなければならない。それにより、
2017 年に日本の警察はストーカー患者に対して治療を
受けるようにしたものの、治療を拒否した割合は 60％
だった59 ことを踏まえ、実際の受診につながり、治療を
続けるようにしなければならない。

次に、警告・禁止命令について検討する。現在の仕組
みでは警告・禁止命令はストーカー行為者から被害者を
保護するための手段として使われている。しかし、これ
は治療の目的が弱いため、エスカレートするストーカー
行為者への行政指導の意味しか持たない。

ストーカーの治療のためには、ストーカー行為者がそ
の被害者と接しないようにすることが必要である。その
治療の支援策として警告・禁止命令を利用する必要があ
る。ストーカー行為者が被害者に近づいた・もしくは連
絡をとった場合において、治療を受けているストーカー
行為者であるならば、治療期間中何が苦しいのかを聞く
ことを始めるのである。ストーカー行為者のストーカー
行為が治療を受ける途中で再度起こりうることを前提に、
治療を担当している機関との連携をとり、ストーカー行
為者に対してどのような措置をとるべきかを専門家と協
議しながら行うのである。目的はストーカー行為者の治
療であるため、ストーカー行為者の治療に害を与えない
方法をそれぞれの人に合わせてとるのである。治療を受
けていないストーカー行為者に対しては、より積極的に
治療のための助言を行う必要がある。警告・禁止命令が
出されるときまで治療を拒否しているのであれば、その
地域でストーカーの治療が可能な病院との連携をとり、
その人を病院に行けるように説得する必要がある。場合
によっては、医者やカウンセラーが警察とストーカー行
為者の話し合いに同席することも一つの手段としてあり
得る。

行政警察段階における TJ はストーカー行為者の承諾
を得ることが必須条件となる。そのために、警察はでき
る限り多くストーカー行為者と話し合いをし、ストーカ
ー行為者が受診できるように説得しなければならない。
また、警告・禁止命令もエスカレートするストーカー行
為者の行為から被害者を保護するという視点に、ストー
カー行為者の治療を援助する一つの手段として利用され
るようにしなければならない。

第４節　公判手続を視野に入れた警察活動
ストーカー行為者に対する TJ の警察の活動は公判を

視野に入れなければならない。なぜなら警察の治療奨励
により治療が進んだとしても治療が失敗した場合や、あ
るいは途中で何らかの理由で治療を放棄する場合、治療
を最初から最後まで拒み、犯行がエスカレートする場合
などがあるからである。これらは、それぞれ理由は異な
るとしても、結果的には治療に失敗した場合に当たる。
しかし、失敗したとしてもその過程が無意味になっては
ならない。

ところが、失敗して犯罪までエスカレートしたという
結果を変えることは不可能である。そのため、治療に挑
んだ過程を公判で活用できるようにすることが必要であ
る。一度治療に失敗したとしても、それはその人の治療
不可の判定になってはならない。むしろ、公判はストー
カー行為者の反省と治療の意欲を高め、治療に失敗した
理由を探す過程にならなければならない。

例えば、治療を受けていたが犯罪にエスカレートした
場合には、治療過程で生じた問題点などをまとめ、それ
を捜査記録にする。そうすることによって、公判におい
て、ストーカーの治療に向けた処遇を下すことができる。
また、刑務所への入所が決まった場合には、ストーカー
の更生のための計画及びその実践で活用できるようにす
ることである。ストーカーが最初から治療を拒み、犯罪
にエスカレートした場合には、なぜ治療を拒否したのか
を最初の段階から記録していく。

要するに公判手続を視野に入れた警察の TJ 活動は、
治療が失敗した場合も視野に入れて、話し合いと治療の
進み具合を警察が把握することにある。もし犯罪を阻止
できなかったとしても警察が最初と最後の治療の援助者
として存在できるようにすることである。

そのためには、警察はストーカー行為者とのたくさん
の話し合い、徹底した記録が必要不可欠になる。そして、
これらは常に公判廷で現出されることを念頭に置くべき
である。

第４章　ストーカー防止のためのTJ からの提案

第１節　警察の認識変化
警察の認識を変えなければならない。警察白書による

と、日本の犯罪被害者に対する相談・助言などを行って
いるが、相手方に対しては警告・検挙などを行ってい
る60。そして、上記で紹介したアンケートからも、警察
の対応は被害者の保護を中心に行われており、より積極
的な治療認識は少ないと考えられる。

このことから、日本の警察に TJ の実践で要求される
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のは、①警察は治療の仲介役・応援者であること、②被害
防止のためにはストーカー行為者の治療が長期的にみて
最も効果的な方法である、という認識を持つことである。

しかし、現在の警察の業務負担を考えると、このよう
な認識を直ちに持たせて、それに基づいた活動を行わせ
ることは少し困難であると考えられる。

そのため、このような認識の下で警察活動を行える専
門的な警察の育成・編成が重要な課題になるといえる。

第２節　警察における専門性のあるカウンセラーの確保
現在、犯罪被害者に対する相談のための職員研修が行

われている。この研修過程の中で、今後からはストーカ
ー被害者だけでなく、ストーカー行為者を接することに
対する専門的な研修が行われるべきである。ストーカー
行為のメカニズムや、ストーカー行為者が病院に行くよ
うに説得する方法などについても研修を行うべきである。
犯罪被害者を安心させる相談だけでなく、ストーカー行
為者も犯罪者にならないようにする、説得・相談の技術
などについて研究と研修をさせるべきである。

そのためには、地域の病院との連携を円滑に取れるよ
うに地域病院との連携研修なども有効な方法としてあり
得る。警察だけの力ではストーカー行為者の治療を導き
出せないことを念頭に置きつつ、ストーカー行為者を治
療に結びつける専門的なカウンセラーを育成していくの
である。

ストーカー行為者との相談が円滑にできるようになっ
た後は、他の類型の犯罪にも応用することができる。例
えば警察の微罪処分の段階で治療を促し、それより大き
な犯罪に進まないように治療を受けるようにすることで
ある。

ストーカー行為者の相談を専門的に担当するカウンセ
ラーの育成は、ストーカー行為者だけでなく、今後の警
察活動において、大きな犯罪の予防のための第一歩にも
つながる活動である。

第３節　ストーカー治療ができる民間病院の確保
本稿ではストーカー行為者に対して効果がある治療法

として条件反射制御法を取り上げた。しかし、この条件
反射制御法を担当できる病院は多くない。そのため、治
療の効果が証明された条件反射制御法もしくはその他の
治療が可能な民間病院を確保すべきである。また、大型
病院ではなく、いわゆる町の医院でも相談および治療を
受けられるようにすべきである。そのためには、研修費
補助などの援助を警察が行うことが有効な方法になり得
る。

そして、その地域の病院が警察との円滑な関係を維持
し、警察との連携が取れるようにすべきである。

例えば茨城県警は 2015 年に地域の病院との連携を取
れるようにしているが61、このような連携をより拡大す
べきである。また現在も医療機関に対して謝金を支払っ
てはいるが62、その支払い回数の上限は計４回までとな
っている。その上限をさらにあげるべきである。

多くの連携病院の確保はストーカー行為者の治療のた
めの前提条件になる。そして、病院はストーカー行為者
が行きやすい所に存在しなければならない。ストーカー
行為者の家の近所だと知り合いに見せたくないと思って
いる人もいるため、家からある程度離れたあらゆる場所
に治療ができる病院があり、その病院で治療を受けられ
るようにしなければならない。また、ラポの形成が難し
い場合には他の病院で治療を受けられるようにするため
にも多くの病院が必要である。

このためには、精神科医者の研修や治療の補助金で費
用が発生することになる。一方で、ストーカーの保護に
係る費用、ストーカーが終わった後も係る費用、犯罪に
エスカレートした後、払われる費用、そして、ストーカ
ーによる犯罪で発生する費用、最後に、ストーカーの治
療だけでなく、他の犯罪にも有効な治療法の習得及び治
療機関の確保という面から考えると、多少の費用発生は
惜しんではならないと考えられる。

第４節　治療費の支援
ストーカーなどは精神疾患であり、犯罪が進む可能性

が高い犯罪については、治療費の全額支援が行われるよ
うにすべきである。これはストーカーに限られた話では
なく、犯罪になる可能性が高い精神疾患者に対しては、
治療費の支援を行い、病院に行くことができるように援
助すべきである。また、金銭的な面で治療を諦めること
がないように支援を行うべきである。医療費の自己負担
の影響で治療継続に困難を感じている状況63 を考えると
より積極的な支援が必要である。

現在、日本の医療保険制度は統合失調症をはじめとす
る様々な精神疾患について、その治療費の援助を行って
いる。そこで、医療費の自己負担金額があるが、これに
は上限がある。ストーカーの積極的な治療を導き出すた
めには、この金額の上限をより高める必要がある。

ストーカー行為者は犯罪に進む危険性の高い者である
ことを考えると、ストーカー行為者に対する治療は、社
会防衛の目的が追加された治療になる。つまり、ストー
カー行為者の治療というものは、円滑な社会生活を可能
にすること以外にも、犯罪予防という意味が含まれるの
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である。そのため、ストーカー行為者の治療に係る費用
については、より多くの援助が必要である。

現在、都道府県の警察においては、犯罪被害者への対
策が講じられており、その一環として、初診料の公費支
出が行われている。ストーカー行為者に対しても同じく
初診費の公的援助やその後の治療費についても援助が行
われる必要がある。

これらの費用は、今後の犯罪を防ぐという認識の下で
行われなければならない。

第５節　公判を視野に入れた警察活動と検察との連携
治療がうまく進まなかったり、治療を拒んだりして、

ストーカーが犯罪行為になってしまった場合においては、
訴追されることになる。そうなった場合、継続的に治療
を受けさせる、もしくはその段階からでも治療を受ける
ようにしなければならない。そのためには、行政警察の
一連の活動は常に公判を視野に入れなければならない。
これは処罰するためではなく、治療のための情報収集と
して把握する必要がある。また、これらの資料に基づい
て検察に対して、ストーカー行為者の治療に必要なアド
バイスが事件資料とともに送付されるべきである。

また、検察の活動も警察が収集した内容を尊重して行
われなければならない。検察は公益の代表者として、単
にストーカー行為者を罰することに着目した活動になっ
てはならない。公判における TJ の活動は裁判官がその
リーダーとなるため、検察官は消極的な立場になるとも
考えられる。しかし、当事者主義を採用しており、警察
が収集した証拠を公判廷で現出させる者は検察官である
ことを考えると、TJ の活動において検察官は重要な役
割を果たすといえる。そのため、警察がストーカー行為
者に対して収集した治療と関わる証拠を公判廷で現出し、
公益の代表者として、ストーカー行為者が社会の一員と
して、再度他人に被害を与えることなく、生きていける
ようにしなければならない。警察が収集した治療と関わ
る証拠を把握し、治療のために足りなかったものは何か
を把握し、場合によっては警察や専門家の意見に耳を傾
ける姿勢が必要である。

つまり、警察の TJ に基づいた活動は、起訴されたこ
とによって断絶されるのではなく、検察官との連携を通
してより充実したものになるようにしなければならない
のである。そのための警察のストーカー行為者に関する
記録の作成・管理、検察官の意見聴取が必須なものにな
る。

一方で、治療の状況などを考えて、条件付起訴猶予制
度を導入しそれを活用することも検討すべきであろう。

また、公判廷でより積極的な治療を受けられるようにし
ながら執行猶予の判決が下されるように検察官が主張す
ることも検討すべきである。条件付起訴猶予や治療命令
付執行猶予は、治療の成果を高めることが期待でき、一
度治療に失敗したストーカーに対してもう一度チャンス
を与えることになる。そしてこれは検察官の公益の代表
者としての性格をより充実にすることができる制度とし
て機能する。

よって、ストーカー行為においては、治療のための警
察と検察の連携をより効果的にするという意味から、条
件付起訴猶予、治療命令付執行猶予の導入も、検討が行
われるべきである。

おわりに

本稿では、現行のストーカーの規制法は、ストーカー
が治療できる精神疾患であることの認識はあるが、被害
者保護が中心となった取り組みを行う仕組みになってい
る。しかし、警察が永遠に被害者を保護するのでなけれ
ば被害者は永遠に安全な生活が保障されない。また、保
護するとしてもエスカレートするストーカー行為者の行
為から被害者を完全に保護できるという保障もない。

よって、ストーカー行為者が自らストーカー行為を止
めるようにしていかなければならない。そのためにはス
トーカー行為者の治療のために現行制度を利用しなけれ
ばならない。そしてそのために必要なものは、現行スト
ーカー規制法の枠組みの中で警察段階からストーカー行
為者に対して治療を受けるように説得および治療を援助
する過程である。

そしてこれをさらに充実したものにするため、現行法
の枠組みの中では、①警察はストーカー行為者に対して、
治療のための支援者・援助者としての役割を持つという
認識の下で、②現行の警察の任意活動を治療のための手
段として把握し直して実行し、また③これらの活動は治
療が失敗した場合を想定して公判で治療が続けられるよ
うにすることが必要である。

だが、これらだけでは、ストーカー行為者の円滑な治
療と直ちに結びつけることは困難である。円滑な治療の
ために必要なものもある。それは①ストーカー行為者に
は治療が必要だという認識を警察が持つこと、②警察の
中でストーカー行為者に治療を受ける意欲をもたらす専
門的なカウンセラーの確保、③ストーカーの治療ができ
る民間病院の確保、④ストーカー行為者に対する治療費
の支援が必要であること、⑤公判での治療を視野に入れ
た警察の活動とそれを尊重する検察官の役割が必要であ
り、条件付起訴猶予・治療命令付執行猶予の導入が必要
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である。
本稿においては、ストーカーに限って論じているが、

警察段階での TJ の活動は微罪処分の場面で有効に活用
することができる。微罪処分を受けた人が、今後他の犯
罪へエスカレートしないように、警察が治療を勧めるの
である。もちろん、微罪処分を受けた全ての人の行為が
他の犯罪にエスカレートするわけではない。しかし、そ
の中でエスカレートする可能性がある人に対して、警察
が最初に発見した時から、犯罪のエスカレートの歯止め
として役割を果たすことができる。そのための手段とし
ての TJ が機能することになる。

警察は社会を守るための第一線に立っている。その活
動をより有効にするために TJ の視点を取り入れるべき
である。
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はじめに

問題解決型裁判所とは、problem	solving	court の訳
語で、物質依存者を対象とするドラッグコート (Drug	
Courts) に代表される、対象者（被告人）の抱える様々
な問題（依存や嗜癖、福祉・医療等の欠落等）の解決を
おこないつつ、対象者の well-being（幸福）を実現し
て再犯に至る「回路」を断つためのプログラムとスタッ
フ、社会資源を携えた刑事裁判手続である。しばしば

「専門コート (specialty	courts)」とも呼ばれ、通常の
伝統的な刑事裁判と区別される。司法管轄として特別裁
判所を設けるのではなく、あくまで刑事裁判所や少年裁
判所の中のプログラムとして実施されるものである。

法的課題について、周辺科学の知見や多様な専門家の
実践知を投入し、介入的で治療的な方向付けを参加者

（被告人）に与えることで問題状況や犯罪行動からの離
脱 を 目 指 そ う と い う 治 療 法 学 (therapeutic	
jurisprudence) 理念に基づく司法観である治療的司法
(therapeutic	justice/treatment	justice) の具体的な制
度への投入は、基本的にこの問題解決型裁判所で行われ
る。

問題解決型裁判所の基本的概念やその由来、治療法学
との関係については、本ジャーナル第４号（https://
www.seijo.ac.jp/research/rctj/publications/
j o u r n a l / j t m o 4 2 0 0 0 0 0 0 l 5 h u - a t t /
jtmo4200000130pz.pdf）に、治療法学の提唱者のひ
とり、故・ブルース・ウィニック教授による 2003 年の
論稿「治療法学と問題解決型裁判所」（森村たまき氏訳）
を掲載しているので、そちらを参照していただきたい。

本稿は、そうした問題解決型裁判所の評価の方法をめ
ぐって従来の数値評価に代わる総合的な評価方法を提言
する論文、Kaplan,	Tatyana;	Miller,	Monica	K.;	and	
Wood,	 Emily	 F.,	 "Looking	Backward,	 Looking	
Forward:	How	the	Evolution	of	Specialty	Courts	
Can	 Inform	 the	Courts	 of	Tomorrow"	 (2018).	
Court	Review:	The	Journal	of	the	American	Judges	
Association.	 686.(	 https://digitalcommons.unl.

《研究ノート》

外国文献紹介：発展する問題解決型裁判所とその評価のあり方

指宿　信（成城大学法学部教授・センター長）

edu/ajacourtreview/686/) の紹介である。
本論文は、ドラッグコート以外に多様な問題解決型裁

判所を取り上げて、それぞれのプログラムの内容や特徴、
他の問題解決型裁判所との異同、普及の度合い、プログ
ラムへの評価調査などをピックアップしながら、数値で
測れないニーズや効果の測定方法について提言を行って
いる。

これまで数多くの研究が問題解決型裁判所の効果・達
成評価を試みており、基本的には再犯率や再入率といっ
た数値化による測定が常道とされてきた。そうした従来
の評価手法の常識に一石を投じる内容となっている。

なお、原論文には章節番号がなく見出しだけであるが、
本稿では内容把握の助けとなるよう見出しに番号を割り
振っていることをお断りしておく。

文献の概要

１　振り返り
1980 年に全米で 60 万件弱だった薬物犯罪の逮捕件

数は 1989 年には 130 万件を超えた。暴力的でない薬
物事犯者を刑務所に送り込み、収容過密を招いた。裁判
所は累犯薬物事犯者によって「回転ドア」と化していた。
こうした事態に対応するためフロリダ州でドラッグコー
ト（薬物問題を抱えた被告人の事案を専門とする法廷）
が生まれた。

２　ドラッグコート・モデル
マイアミ・デード郡で始まった薬物法廷は、物質乱用

者の治療と刑事司法からのディバート（離脱）を目的と
した新たな手続である。同法廷は暴力的でない単純所持
犯をターゲットとして長期間にわたる治療と監督、観察
とヒアリングを実施し、参加者が治療プログラムを無事
に終了すれば裁判所は刑期を短縮するか打ち切りを選択
した。参加は任意であり有罪答弁を行ってプログラムに
従事するか、それを選択せず通常の手続（答弁取引ある
いは公判）を選ぶことができる。裁判官は治療提供者、
社会福祉関係者と協働する。この裁判所の手続は薬物事
犯に関する革新的な選択肢として位置付けられることに

https://www.seijo.ac.jp/research/rctj/publications/journal/jtmo42000000l5hu-att/jtmo4200000130pz.pdf
https://www.seijo.ac.jp/research/rctj/publications/journal/jtmo42000000l5hu-att/jtmo4200000130pz.pdf
https://www.seijo.ac.jp/research/rctj/publications/journal/jtmo42000000l5hu-att/jtmo4200000130pz.pdf
https://www.seijo.ac.jp/research/rctj/publications/journal/jtmo42000000l5hu-att/jtmo4200000130pz.pdf
https://digitalcommons.unl.edu/ajacourtreview/686/
https://digitalcommons.unl.edu/ajacourtreview/686/
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なった。その後、各地の裁判所はこのモデルを発展させ、
就労支援や公衆衛生関係者、教育関係者との連携を組み
込んでいく。ある管轄ではより深刻な犯罪者まで対象を
拡大した。現在、全米には 1300 もの薬物法廷が稼働し
ている。これらはその後に続く各種の問題解決型裁判所
の原型となった。

３　治療法学 (therapeutic jurisprudence: TJ)
このマイアミ・デード郡の薬物法廷は治療法学 (TJ)

に基づいて設計されたものではなかったが、裁判所が採
用したアプローチは間違いなく TJ 的であった。TJ と
は、法システムと関与者が刑事司法の参加者（被疑者・
被告人のこと）に対して therapeutic な影響を与えよ
うとする考え方である。TJ の目標は適正手続といった
重要な法原則を損なわないようにしながら、実務家が参
加者に対して様々な働きかけができるようにすることに
ある。

４　専門コート (specialty courts)
専門コート、いわゆる問題解決型裁判所は犯罪行動や

犯罪への関与についてこれを社会問題と位置付ける。全
ての専門コートを包括的に定義することはできないが、
殆どの専門コートは共通要素を持っている。第一に再犯
防止、第二に参加者に対する良き影響、第三に犯罪への
法的対応の修正、第四に犯罪に対する政府の取り組みの
改革、第五に長期にわたる参加者に対する裁判所による
監督、第六にこうした目標を達成するため他の社会的資
源との協働、である。一般的に、専門コートはチームア
プローチを採用している。

米国のモデルに刺激されて、他国でも同種の専門コー
トが採用されている。例えば、イングランド、スコット
ランド、カナダ、オーストラリアなどである。また、個
別の問題に固定されないハイブリッドな法廷も登場して
バラエティが豊かになっている。

５　展開
専門コートは多くのバリエーションを生み出しており、

弁護士、治療提供者、社会福祉の専門家などが訓練を受
けた特別な裁判所職員と協働している。多くのコートで
は「修了生」制度が採用され、動機付けと制裁に用いて
いる。いくつかの専門コートは個人にターゲットを絞る
が、コミュニティを意識したコートも登場している。あ
るコートは監視や服従を重視するが、別なコートは参加
者の更生を重視する、というようにそのあり方も方針も
管轄や扱う問題の種類ごとに多様である。以下、様々な

専門コートを概観する。

６　メンタルヘルスコート（mental health courts）
2000 年、米国議会は「全米法執行と精神衛生プロジ

ェ ク ト (America’s	Law	Enforcement	and	Mental	
Health	Project)」 を 定 め、 メ ン タ ル ヘ ル ス コ ー ト
(MHC) の 創 設 を 決 め た。 ド ラ ッ グ コ ー ト と 同 様、
MHC は回復と再犯防止を目標とする。MHC のプログ
ラムは管轄ごとに多様だが、その点は共通している。参
加者（被疑者被告人）はアセスメントを受けて任意でプ
ログラムに参加する。MHC でもチームアプローチが採
用されており、裁判官と精神衛生の専門家が協働する。
裁判所が精神科治療を監督し、多様な動機付けや制裁を
用いている。当初、MHC は暴力的でない犯罪者だけを
対象にしていたが、その後、重罪を犯した犯罪者も含め
るタイプも登場した。経験的研究や調査によれば MHC
の手続参加者はそうでない場合と比べて再犯率が低い。
2012 年段階で全米に 300 以上の MHC が存在する。

７　ドラッグコート（drug courts）
最初期のドラッグコートは深刻ではない犯罪者を対象

とした公判前のプログラムで（有罪答弁前モデル）、治
療プログラムを無事に終了すると手続が打ち切られた。
その後、薬物法廷はより重い罪を犯したケースも対象に
含めるようになり、有罪答弁を前提にしたプログラムに
発展した（有罪答弁後モデル）。この場合は、有罪答弁
後にプログラムが終了すると当該有罪が破棄されたり減
刑されたり、刑の執行が猶予され保護観察に処せられる
ことになっている。ある経験的研究によると、ドラッグ
コートは再犯率を 12% 減少させているとする。他の多
様な専門コートは基本的にこのドラッグコートをモデル
に組み立てられてきた。

８　問題運転コート (DUI/DWI courts)
問 題 運 転 者 を 対 象 と し た DUI(driving	under	

influence)/DWI(driving	with	 influence) コ ー ト は
1995 年にニューメキシコで始まった。問題運転者とは
アルコールや薬物の影響で運転した者を指す。ドラッグ
コートと同様、個人の抱えている問題運転の原因となっ
た依存・嗜癖を除去・制御して問題運転という問題の解
決を目指す。ある問題運転コートは問題運転をした者だ
けを対象とするが、別のコートは関連する軽罪の逮捕者
まで対象に含ませている。
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９　再入防止コート (Reentry courts)
再入防止コートは仮釈放者で保護観察処分になってい

る人物で再犯リスクの高いケースを対象とする。ある再
入防止コートは、公共の安全にとって危険のある、再犯
リスクの高い前科者をターゲットとする。典型的なタイ
プは、薬物事犯者で精神障害を抱えているケースである。
適用される基準は管轄によってまちまちで、参加者が受
けるサポートも就労支援や住宅支援など多岐にわたる。
再入防止コートに関する調査によれば、参加した場合に
逮捕率や有罪率は低下する。他方、カリフォルニアでは
参加者に再逮捕が多く、保護観察処分が撤回される割合
が高いことも報告されている。

10 退役軍人コート (veterans courts)
物質濫用や精神障害の問題を抱える退役軍人が急増し

たことに対応して生み出された専門コートである。
2008 年にバッファローで初めて創設された。典型的に
は暴力的でなく重い精神障害を抱えた逮捕者が対象とさ
れる。性質上、精神衛生コートとドラッグコートのハイ
ブリッドのようなものになる。退役軍人コートは退役軍
人支援サービスと緊密な連携を取っており、治療や経済
的支援、住居や就労支援といった多様なサポートを伴っ
ている。2014 年段階で全米に 220 箇所のコートがあ
る。

11　D V コート (domestic violence courts)
ドメスティック・バイオレンス (DV) を伴う逮捕者を

対象とした専門コートが DV コートである。1996 年に
ニューヨーク市ブルックリンで初めて創設された。「ブ
ルックリン・モデル」などと呼ばれ、被害者に対する
様々な支援、例えば被害者代理、職業訓練、カウンセリ
ング、住宅支援といったサポートを展開しつつ、法廷か
らの命令を遵守するよう被告人を監督する。この監督が
他のタイプの問題解決型裁判所よりも DV コートでは
鍵になる。ある DV コートは接近禁止などの規制だけ
に焦点を当てるが、他の DV コートではそれ以外にも
離婚調停など多様な手法を伴っている。また、精神衛生
コートとのハイブリッドタイプもある。調査研究によれ
ば DV コートは再犯防止と被害者の安全を確保する点
で効果的であることがわかっている。全米におよそ
300 の DV コートが存在する。

12　コミュニティコート (community courts)
コミュニティコートは近隣住民に焦点を当てた法廷で、

問題解決型裁判所における協働型の手法を地域のコミュ

ニティの課題に応用しようというものである。1993 年、
ニューヨーク市のミッドタウン・コミュニティコートが
始まりとされていて、「生活の質」に関わる様々な犯罪
類型、例えば秩序違反行為、落書き、万引き、公衆の面
前での酩酊、売春や少量の薬物所持などが対象とされる。
2000 年にオープンしたニューヨーク市のレッドフッ
ク・コミュニティー司法センターはこうした低レベルの
犯罪類型に加えて、借家問題、少年非行なども取り扱う。
別のコミュニティコートでは精神障害者事案も対象とし
ており、裁判所命令による治療プログラムへの参加やカ
ウンセリング、就活スキル訓練、アンガーマネージメン
ト、物質依存治療などが提供されている。レッドフッ
ク・コミュニティ司法センターに関する調査によれば、
犯罪者一人あたり 4,700 ドルの節約になっていて、成
人 の 再 犯 率 を 10% ほ ど 引 き 下 げ た と さ れ て い る。
2008 年の調査では、全米で 40 の、世界に 33 の同種
センターが設置されている。

13　ホームレスコート (homeless courts)
1989 年に最初のホームレスコートがカリフォルニア

州サンディエゴに設けられた。ホームレスが軽罪を犯し
た場合に有罪答弁後に実刑に代わる代替的刑罰を言い渡
すという先進的な取り組みであった。プログラムとして
用意されたのは精神科治療、職業訓練、生活スキル訓練、
物質依存治療などである。25 の管轄でホームレスコー
トが少なくとも設置されている。

14　父親コート (fathering courts)
米国で最初の父親コートは 1997 年にミズーリ州のジ

ャクソン郡で生まれた。対象は養育費の未払いで法廷に
出頭するよう命じられた者たちである。参加者は拘禁処
分の代わりにプログラムへの参加が打診され、任意で代
替プログラムに参加する。他の州でも同種のコートが設
立されているが、多くの州では（例えばテキサスやアラ
バマ）、法廷を舞台としない問題解決型のプログラムと
して運用されている。コロンビア特別区に 2007 年に作
られた Fathering	Reentry	Court は、父親コートと再
入防止コートのハイブリッドタイプで刑事施設に拘禁さ
れていた父親を対象とする。プログラムとしては、就労
支援、職業訓練、教育プログラムなどが中心である。ハ
イブリッドタイプの場合はこれらのほか、共同養育に向
けて、親による関与方法や家計管理などの養育・生活ス
キルの訓練とともに、物質濫用治療や精神科治療も提供
される。
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15　動物問題コート (Animal courts)
動物問題コートは、動物に対する虐待やネグレクトの

防止を目的として作られた。現在、米国内 3 カ所で展
開されている。最初期のものは 2012 年にアリゾナ州ツ
ーソンに設置された Animal	Welfare	Court で、動物
に関わる軽罪が対象となっている。対象者は裁判所の介
入によって強制的に治療プログラムを受けさせられ、そ
うでなければ罰金、拘禁刑、保護観察などが予定される。
2016 年 に は、The	Pre-Adjudication	Animal	
Welfare	Court	(PAW) がニューメキシコに創設され
た。参加者は 16 週間の介入プログラムを修了すれば軽
罪の起訴が打ち切られる。2016 年には三つ目となる動
物問題コートがヴァージニア州ボトトート郡にオープン
した。ここでは司法機関による強制的な介入や監督は設
けられていない。

16　今日の状況
米国の専門コートは今日も増え続けている。これらの

法廷は刑罰ではなく更生と予防に焦点を当てていて、そ
こには利益があるが損失もある。専門コートはその真の
価値を明らかにする必要があり、それぞれの専門コート
の能力がまだ明らかにされていない。損失を明らかにす
ることが改革にもつながる。

17　専門コートの利益
専門コートには多くの利点がある。第一に、（専門コ

ートの）裁判官が法律と同時に犯罪者が直面している
様々な問題について理解することができれば、プログラ
ム参加者により therapeutic	な結果をもたらすことが
わかっている。第二に、専門コートは、犯罪行為につな
がる社会的、心理的問題を適切に取り扱うことで、再犯
率を減少させることが可能である。第三に、心理的、社
会的問題を取り上げることは、犯罪者の幸福 (well-
being)、犯罪者の家族やコミュニティにとって適切で、
雇用を促進し、社会問題を減少させる。第四に、（専門
コートの取り組みで）再犯率が下がれば刑務所人口を減
少させ司法の負担を軽減することができる。第五に、再
犯率の低下はコミュニティ全体の犯罪対策や司法予算を
引き下げることになる。第六に、専門コートの裁判官は
自身の仕事に対する満足度が高まり、バーンアウトする
ことも少なくなる。

18　専門コートの損失
専門コートは利益ももたらすが同時に損失ももたらす。

第一に、専門コートは当事者モデルを追求しないので被

告人に対する法的保護、例えば適正手続や弁護人依頼権
の保障など、が維持されない場合も出てくる。第二に、
専門コートの参加者に通常の裁判所で与えられるよりも
厳しい罰が与えられる可能性もある。第三に、対象候補
者（被告人）は専門コートの要請する様々な事柄をクリ
アすれば手続が打ち切られると告知されるが、そうした
参加者の選択が強制にもなりうる。第四に、専門コート
の裁判官が、参加者の問題にコミットして様々な問題に
繰り返し接した結果、バーンアウトする可能性が高まっ
たり、トラウマに陥ったりする可能性もある。第五に、
専門コートを維持するにはお金がかかる。例えば、スタ
ートアップのコスト、クライアント（参加者）へのサー
ビスコスト、スタッフや裁判官に対する訓練費用などで
ある。

19　評価
2007 年に公表されたウルフの研究によれば、問題解

決型裁判所の効果に関する評価指標は６つある。①十分
な情報量、②コミュニティの関与、③協働、④個別化さ
れた正義、⑤説明責任、⑥結果・成果の集約と分析、で
ある。これまでの経験的な調査研究は多くが、再犯率や
治療遵守といった結果にしか焦点を当てておらず、その
他の、例えばコミュニティの関与などの事情は全く、あ
るいはほとんど言及されることがない。また、これまで
の研究も結果に焦点を当てているとはいえ、それは短期
的な再犯率くらいである。その他の結果、例えば家族や
コミュニティーにおけるポジティブな影響や司法関係者
における満足度などは考慮されていない。さらに「成功
した」というが、専門コートの文脈上、どのように成功
を定義するかが難しい。コスト削減なのか、司法負担の
軽減なのか、刑務所人口の抑制なのか様々だ。個々の参
加者、すなわち犯罪者やその家族にとってみれば、雇用
の機会、薬物依存からの離脱、家族との生活など多面的
である。多くの「結果」が考慮されるべきだ。

加えて、多くの評価手法が方法論的に曖昧であり、参
照するには注意を要する。多くの評価研究は、専門コー
トと従来型の通常裁判を比較するために十分な統制群を
有していない。理想的には経験調査のためには参加者は
無作為に抽出されて、専門コートと通常裁判とに振り分
けられた上で比較されるべきだ。けれども倫理的問題か
らそうした手法をとることは難しい。無作為抽出が難し
いなら、二つの（専門コートに行ったグループと通常裁
判に進んだグループ）集団の比較研究をするべきだろ
う。　
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20　予想
専門コートを拡張し発展させることは刑事司法制度が

犯罪にアプローチする方法を変化させてしまう。専門コ
ートは将来の刑事司法を形作ることになるし、将来の刑
事司法によって形作られることにもなる。専門コートを
発展させれば、政府はディバージョンや非犯罪化の立法
をより強調することになっていく。問題解決型裁判所は
法域を超えて発展することになるだろう。

21　将来のトレンド
問題解決型裁判所の継続的な拡散は、おそらく伝統的

な裁判所以上により良いものとして受け取られることに
なる。数十年後には、問題解決型裁判所はおそらく一時
的な試みではなくなるはずだ。司法が特定の犯罪に向け
て自らを特別にデザインし続けるかどうかという挑戦が
この先に待っている。すなわち、問題解決型裁判所がよ
り広い範囲で運用されるかどうか、あるいは、国家が

（通常の刑事手続から）犯罪者を離脱させる戦略を検討
すべきかどうか、ということだ。

22　コートの規模問題
専門コートは伝統的な当事者型裁判の改善策として検

討されてきた。だが、最も成功している専門コートは小
規模なかたちの場合である。つまり、対象者が多い場合
には特別な問題が横たわっている。規模を大きくすると
プログラムの規模も大きくなって効率性が落ち、コスト
も上昇する。幅広く対象者を受け入れると調整が難しく
効果も薄くなる。今後、評価者はこの規模の問題をどの
ように評価するかという問題に直面するだろう。

23　統合された従来型の法廷実務
2008 年の時点で全米 1600 の郡にはドラッグコート

がなかった。その理由は財政的な援助と治療資源の不足
であった。結果的にドラッグコートやその他の専門コー
トは全ての郡に行き渡っていない。この問題に対処する
ため、ある管轄では問題解決型のモデルを通常の裁判実
務に組み込もうと試みている。けれどもこの戦略はいく
つかの理由から注意しておく必要がある。第一に、ドラ
ッグコートの研究が示すように、「骨抜きにされた」バ
ージョンの場合、厳格に評価基準を満たしている専門コ
ートほどの効果を得ることは難しいからだ。第二に、厳
格で方法論的に適切な調査が欠けていると、（専門コー
トの）成功に必要なモデルの構成要素を認識することが
難しくなるからだ。それゆえ、修正版や統合型の専門コ
ートが正規の問題解決型裁判所がもたらすはずの便益を

減少させてしまうこととなる。

24　増加するディバージョン
専門コートは当然批判も伴う。反対者のある者はドラ

ッグコートが依存症者に対してより懲罰的であると批判
している。治療に失敗した参加者には制裁として刑罰が
待っているし、場合によっては通常裁判に進んだ時に受
ける刑より長い刑に服することもある。薬物の非犯罪化
を唱えるグループは薬物使用について健康問題としてア
プローチするよう主張する。いくつかの米国の州では既
に少量のマリファナ使用が非犯罪化されている。非犯罪
化と有罪答弁前のディバージョンは今後現実的なアプロ
ーチになるだろう。

25　専門コートの創設あるいは維持
一旦専門コートを創設させると、それを維持したり修

正したりする必要がある。問題解決型裁判所を創設すべ
きか、維持すべきか、という問題を考えるには、ニーズ
評価と便益評価が不可欠である。その場合、いくつかの
問題が待ち受けている。

26　ニーズ評価
専門コートの採用にあたって司法部は最初にそうした

コートが必要かどうかの判断についてアセスメントを実
施すべきだ。寓話的証拠や個人的経験であっても有用で
ある一方、科学的なニーズ評価が公正な見地でなされる
べきだ。そのために研究者や専門家を雇用するか、司法
部の関係者が評価方法を学習するか、いずれかが必要と
なる。

27　ニーズ評価とは何か
ニーズ評価とは問題を認識し、どのようにプログラム

やサービスを改善し展開できるか、を示唆することであ
る。アセスメントは既に確立した調査方法に基づかなけ
ればならない。「何が問題なのか？」、そして「このサー
ビスやプログラムが、問題とされている課題に必要なの
か？」という点を評価すべきである。その問題は地域や
コミュニティごとに異なってくる。

28　ニーズ評価はどのように行うのか
ニーズ評価のために必要なデータや資料は多様である。

インタビュー、フォーカスグループ、コミュニティミー
ティングが一般的だが、オープンエンドな質問を用いて、
できるだけ質的に深い回答が得られるようにしなければ
ならない。データはメールやオンライン調査、対面調査
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で実施可能だ。アンケートは広い範囲で実施できるが底
が浅いものになりがちである。調査者は対象となってい
る問題を抱えた人々から十分な情報を得られるような手
法を採用しなければならない。例えば、調査者は通常裁
判を受けている被告人に、専門コートのプログラムがあ
れば参加したいかどうかを尋ねておくべきだ。また、コ
ミュニティのステークホルダー、例えば政治家、サービ
ス提供者や裁判官たちから情報を得ておくべきだ。

サービス提供者からの情報収集は容易だが、潜在的な
対象者のいくつかは情報収集が困難だ。例えば、ホーム
レスや売春婦などだ。そのため、こうした人たちをよく
知るボランティア、活動家、セラピストなどから情報を
得ておくべきだろう。いずれにしても、調査者への情報
提供者らはその地域でどんな人たちがどんな問題を抱え
ているかをよく知る人々である必要がある。教育、住居、
家計管理、社会生活スキル、家族問題、就労といった
様々な問題を抱えた人々がコミュニティには存在してい
るからだ。

ニーズ評価はまた刑事司法機関が集めた二次的データ
に依拠することもある。エピソードや意見も有用だが、
それらは注意深く扱い、代表的なものとして捉えてはな
らない。裁判所からのデータは累犯犯罪者の量的な記録
としては重要である。どういった人々にどのような犯罪
が生じているかを示すからだ。

ニーズ評価が非公式に実施される場合でも、それらの
結果は有用である。コミュニティがいかなるニーズを抱
えているかを示すからだ。

29　便益評価
いかなるプログラムを将来的に継続するにしても、そ

の安定性は重要な鍵になる。専門コートを発展、維持す
るかどうかは財政的なコストがどのように負担されるか
で決まってくる。経済的な評価は将来の司法像を決める
ために決定的となる。専門コートは、税金や中央政府か
らの補助金、あるいは犯罪者が支払う罰金などを原資と
する。一方、支出としては、治療コスト、運営コストな
どが含まれる。最終的に評価者は、専門コートが司法の
運営コストを節約し、再犯を防止し、公衆衛生を促進し、
犯罪者の再教育に資することを説明しなければならない。
つまり、地域のメリットとなることだ。便益効果の測定
にはプロの手助けが必要となる。

30　海外における米国モデル採用の試み
専門コートは米国だけでなく海外にも増殖しつつある。

ところが、米国生まれの専門コートが将来は国際的な専

門コートの成功を阻害してしまう可能性もある。それと
は反対に、何が問題かを指し示すこともできる。国によ
って司法制度や更生支援の仕組みはまちまちで、英国の
場合、薬物犯罪については保護観察事務所が主要な役割
を担っていて、米国のドラッグコートのような裁判官の
出番はない。米国型の問題解決型裁判所はあくまで米国
文化の中で発展してきた。他の国との比較で言えば、米
国の専門コートの裁判官たちはずっと情緒的に見える。
他方で、イングランドやスコットランド、アイルランド
の裁判官たちはずっと大人しく、ドラッグコートのセレ
モニーで見られるような対応を示さない。カナダやオー
ストラリアの裁判官たちも同様である。取り上げる問題
の対処法や手法も異なっている。カナダの DV コート
では暴力について学習された行動と位置付けており、米
国の DV コートのように病的な行動とは捉えていない。
従って、治療よりも訓練・学習を重視している。将来的
に専門コートの国際化（あるいは国内化）を行うにあた
っては、それぞれの管轄の社会的文化的要素によってモ
デルを組み立てる必要がある。

31　勧告と結論
問題解決型裁判所は米国で生まれた「傑出した調度品

(prominent	fixture)」と言ってよい。専門コートはマ
イアミで生まれたドラッグコートをその始まりとするが、
大変な勢いで拡大してきた。専門コートはそれが対象と
する様々な行為や犯罪について注意深く設計されてきた。
過去と現在から学ぶことは、将来についても有益な示唆
となる。

とにかく専門コートを始めたければ、裁判官はニーズ
評価を行うべきで、当初は十分に準備が整えられた小さ
い規模でプログラムを始めた方がいい。そしてデータを
集めて強みと弱みを把握していくべきだ。そして何より
重要なことは、政治家たち、裁判官たち、司法運営者は、
例えコストがかかったとしても、専門コートのプログラ
ムや政策が採用され維持されるべきかを決断しなければ
ならない。

確かに専門コートは参加者であるクライアント、刑事
司法制度、そして社会全体にポジティブな影響を及ぼし
ている。けれども、過去から学ぶことなく前に進むこと
はやめておくべきだ。最善のプラクティスを求める上で
も、調査や評価を行っておく必要がある。それが全ての
関係者にとってより利益となる結果をもたらすはずであ
る。
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解説　―　治療的司法論の観点から

	　本論文の著者グループは社会心理学の専門家達で、
ネバダ大学刑事司法学部に所属し社会心理学科大学院で
も指導するモニカ・ミラー(Monica	Miller) 教授が率い
る研究チームである1。筆頭筆者はタチヤナ・カプラン
(Tatyana	Kaplan) 女史で、ミラー教授の下で博士号取
得を準備中の院生である。同大学ロースクールで法務博
士も取得しているミラー教授は、法政策領域に社会心理
学的知見を応用する研究者であり、これまで、ジェンダ
ーや宗教に基づいた確証バイアスや、陪審員の道徳的意
思決定プロセス、家族問題、問題解決型裁判所 ( 以下
PSC と略す ) などについて調査研究に取り組んでいる。

いうまでもなく、米国で誕生したドラッグコートを範
とする PSC については、多数の研究が公表されてきて
いる。各地の、多様なタイプの PSC に関する膨大な先
行研究があるのはもちろん、PSC を包括的に捉えたエ
ビデンスに基づく総合的な評価調査も実施されてきてい
る。その代表的な例が、2015 年に刊行された調査報告
である “Problem-solving	courts:	An	evidence	review”	
(Center	for	Justice	Innovation,	2015) であろう。こ
の調査報告でもそうであるように、これまで、PSC の
成否を評価する指標としては基本的にプログラム参加者
のその後の再犯率・再逮捕率・再入率等の数値が用いら
れてきた。

本論文は社会心理学という専門領域の観点から、
PSC の評価については単純な数値指標に止まらず、多
様な観点やフィードバックを踏まえた複合的な評価を目
指すよう主張する。また、制度導入にあたっては費用便
益を取り入れつつ、総合的なニーズ評価を実施しておく
ことを提案する。総合的な評価については、特に PSC
が本来目指していたであろうプログラム参加者の well-
being を達成できたかどうかを測定するよう指摘してい
るのは重要なポイントであろう。わが国でも政策目標と
して更生支援の施策実施にあたって再入率や再犯率、再
犯者率の減少・縮小を目指すことが明言されてきたとこ
ろであり、この点は参考にすべき提言であろう。

また、本論文では、代表的な PSC のみならず、これ
まで邦語文献ではほとんど言及がなかった「再入防止コ
ート」、「父親コート」や「動物問題コート」などについ
てもカバーされているのは好ましい2。それぞれの単元
の注で参照されているリンクもエビデンスに繋がる情報
源として有益であろう。また、本論文がカバーするこれ
ほど広範囲な問題領域において PSC が活用されるとい
うことがわかれば、PSC の発展可能性が大きいことを

主張する際に役立つはずである。
他方で、本論文中で筆者らも言及しているように、本

論文ではカバーされていない専門コートがまだ内外に存
在することは付け加えておく必要があるだろう。

例えば、米国内でいうとハワイ州で展開されているよ
うなガールズコート (Girls	Court)3 やネバダ州にある
ギャンブリングコート (Gambling	Court)4 がそうだし、
年長者コート (Elder	Court)5、売春コート (Prostitu-
tion/Human	Trafficking	Court)6、 少 年 薬 物 コ ー ト
(Juvenile	Drug	Court)7 などもある。また、豪州8 やカ
ナダ9 で展開されているマイノリティコート（少数民族
法廷）なども取り上げられていない。

日本においても次に迎える司法制度改革の際には将来
的な PSC の導入を検討すべきものと考える。立法府の
定めた刑罰法規に則って、検察が起訴した被告人に刑罰
を機械的に当てはめるだけの刑事司法から、当事者の抱
えるそれぞれ異なった問題背景を見極め、それを解決す
ることで非刑罰的な解決への転換を目指す PSC の枠組
みは十分に日本でも導入可能なはずだ。筆者は、犯罪状
況や地域の特性に応じて、「万引きコート」や「覚醒剤
コート」が必要だと考えている。また、今後の高齢化社
会に向けた「年長者コート」も必要とされるであろうし、
前世紀までは日本の刑事司法から抜け落ちていた親密犯
罪（DV や虐待）の加害者を対象とする「DV コート」
なども日本の実情に合致していると考える。各種の専門
コートを日本でも司法の未来像に描いておきたい。そう
した導入検討の際には、本論文のニーズ評価に関する方
法論の提言は必ず参考となるだろう。

注記
1	 https://www.unr.edu/criminal-justice/people/

monica-miller	
2	 問題解決型裁判所を扱った邦語文献は相当の数にのぼる。

最も多いのはドラッグコートだろう。それ以外に、問題解
決型裁判所全体に目を向けたものとして、丸山泰弘「問題
解決型裁判所の専門職」『刑事司法と福祉をつなぐ』( 成文
堂、2015)、石田侑矢「問題解決型刑事司法の課題と展
望：歴史的・訴訟法的観点からの一考察（１－３）」九大
法 学 113 号 122 頁 (2016),114 号 160 頁 (2017),116 号
168 頁 (2018) がある。個別の専門コートに関しては、コ
ミュニティコートを扱った文献として、木畑聡子「地域密
着型・問題解決型司法」判例タイムズ 1266 号 116 頁
(2008)、守山正「イギリスにおける問題解決型裁判所の
展開：２つの地域司法センターの評価をめぐって」拓殖大
学論集 16 巻 2 号 55 頁 (2014) 等参照。ホームレスコー
トについては石田侑矢「アメリカにおけるホームレス・コ
ートの取組みについて」土井政和他編著『「司法と福祉の

https://www.unr.edu/criminal-justice/people/monica-miller
https://www.unr.edu/criminal-justice/people/monica-miller
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連携」の展開と課題』（現代人文社、2018）等を、DV コ
ートについては、「D	V 法廷の試み」MNP 研究会・大西祥
子『ドメスティック・バイオレンスと裁判：日米の実践』

（現代人文社、2001）、井上匡子「DV 対策の比較法研究
（７）：スコットランドにおける D	V 対応　グラスゴー D	
A(domestic	abuse) コートを中心に」民事研修 651 号
20 頁 (2011) 等、問題運転コートについては、今井猛嘉

「飲酒運転対策の状況	:	アメリカ合衆国における DWI	
Court の取り組み」法政法科大学院紀要 9 巻 1 号 1 頁
(2013)、『危険運転致死傷罪の学際的研究（Ⅱ）報告書』

（国際交通安全学会、2013）14 頁以下等を参照されたい。
3	 https://www.girlscourthawaii.org
	 https://ittakesanohana.org/wp-content/

uploads/2014/08/Girls.Court-Brochure.pdf
4	 https://www.nvbar.org/wp-content/uploads/	

16-Diversion-Court.pdf
5	 https://www.eldersandcourts.org/elder-abuse/

programs-and-guidelines
6	 https://texaslawreview.org/	

prostitution-human-trafficking-courts/
7	 https://www.courts.ca.gov/5988.htm
8	 https://aija.org.au/research/resources/indigenous-

issues-and-indigenous-sentencing-courts/
9	 https://aboriginal.legalaid.bc.ca/	

courts-criminal-cases/first-nations-court

https://www.girlscourthawaii.org/
https://ittakesanohana.org/wp-content/uploads/2014/08/Girls.Court-Brochure.pdf
https://ittakesanohana.org/wp-content/uploads/2014/08/Girls.Court-Brochure.pdf
https://www.nvbar.org/wp-content/uploads/16-Diversion-Court.pdf
https://www.nvbar.org/wp-content/uploads/16-Diversion-Court.pdf
https://www.eldersandcourts.org/elder-abuse/programs-and-guidelines
https://www.eldersandcourts.org/elder-abuse/programs-and-guidelines
https://texaslawreview.org/prostitution-human-trafficking-courts
https://texaslawreview.org/prostitution-human-trafficking-courts
https://www.courts.ca.gov/5988.htm
https://aija.org.au/research/resources/indigenous-issues-and-indigenous-sentencing-courts/
https://aija.org.au/research/resources/indigenous-issues-and-indigenous-sentencing-courts/
https://aboriginal.legalaid.bc.ca/courts-criminal-cases/first-nations-court
https://aboriginal.legalaid.bc.ca/courts-criminal-cases/first-nations-court
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治療的司法研究センター　2022 年活動記録
	 1 月	10 日	 日本社会病理学会　一般公開特別企画
	 	 	 	テーマ：刑事司法は < 社会問題 > をどのように視野に入れるか―「情状」とは何か

をとおして考える
	 	 	 企画者・司会	中村正氏（立命館大学教授）
	 	 	 1. 情状弁護のフロントから　西谷裕子氏（弁護士 / 大阪弁護士会）
	 	 	 2.	生きる支援としての刑事司法	―属性や差別をどう反映させるのか　後藤弘子氏

（千葉大学教授）
	 	 	 3.	問題解決型裁判所と減軽専門家の実践	～日本への導入は可能か～　丸山泰弘氏

（立正大学教授）
	 	 	 4.	「回復」は誰によって果たされ、解釈されるか　市川岳仁氏（三重ダルク代表 /

立命館大学大学院）討論者	指宿信・センター長
	 2 月	26 日	 治療的司法研究会　第 12 回オンライン研究会
	 	 	 テーマ：『新自由刑』（拘禁刑）における処遇
	 	 	 ゲスト：柑本美和氏（東海大学教授）	ファシリテーター：富樫景子会員
	 3 月	 4 日	 治療的司法研究会　第 13 回オンライン研究会
	 	 	 テーマ：札幌弁護士会による出所者支援の取り組みについて
	 	 	 ゲスト：	高野俊太郎弁護士・中島学氏（札幌管区長）	

ファシリテーター：菅原直美会員
	 4 月	 6 日	 第 1 回　TJ センターカンファレンス（ハイブリッド）
	 4 月	 9 日	 治療的司法研究会　第 14 回オンライン研究会
	 	 	 テーマ：日米の司法ソーシャルワークから見る現状と課題
	 	 	 ゲスト：戸井宏紀氏（東洋大学准教授）ファシリテーター：丸山泰弘会員
	 5 月	 4 日	 第２回　TJ センターカンファレンス（ハイブリッド）
	 6 月	 1 日	 第３回　TJ センターカンファレンス（ハイブリッド）
	 6 月	 4 日	 治療的司法研究会　第 15 回研究会（ハイブリッド）
	 	 	 テーマ：犯罪に巻き込まれた人々の支援
	 	 	 ゲスト：	阿部恭子氏　（World	Open	Heart 理事長、Inter7 共同代表）		

ファシリテーター：奥田真帆会員
	 7 月	20 日	 第 4 回　TJ センターカンファレンス（ハイブリッド）
	 9 月	 7 日	 第 5 回　TJ センターカンファレンス（オンライン）
	 9 月	13 日	 治療的司法研究会　第 16 回研究会（ハイブリッド）
	 	 	 テーマ：オーストラリア首都特別区における治療的司法
	 	 	 	ゲスト：キャロル・ローソン氏（東京大学准教授）		

ファシリテーター：指宿信・センター長
10 月	 5 日	 第 6 回　TJ センターカンファレンス（ハイブリッド）
11 月	 9 日	 第 7 回　TJ センターカンファレンス（ハイブリッド）
12 月 21 日		 第 8 回　TJ センターカンファレンス（ハイブリッド）

センター長　指宿信（成城大学法学部教授）
2023 年 1 月　記

治療的司法研究センター　2022 年活動記録
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ⅱ

治療的司法ジャーナル論文執筆要綱 

1．執筆者

①国内の大学（短期大学を含む）、大学院の常勤および非常勤の教員、②博士前期課程お

よび博士後期課程の在学者、③大学に所属する常勤の研究職（ポスドク等）、④法曹有資

格者、⑤治療・回復・支援に関する職にある者（医療関係者、NPO 職員、社会福祉関係

者等）、⑥その他、編集委員会が適当と認めた者。 

2．執筆原稿の種類 
未公刊の①論説、②研究ノート（事例・症例報告を含む）、③判例研究、④翻訳、⑤講演

録、⑥書評、⑦資料に限る。掲載順は、丸数字の順とする。但し、基調講演などを文字起

こしした⑤講演録については、この限りでない。多重投稿を禁ずる。

3．原稿の文字制限等 
（1）邦語に限る。

（2）脚注等を含め、上記①論説および④翻訳は 20,000 字程度、その他の原稿は 10,000 字 
を上限とする｡ 

（3）字数制限については、執筆者の申し出により、編集委員会が例外を認めることができ 
る｡ 

（4）翻訳権の取得は、執筆者の責任において行うものとする。

4．原稿の体裁 
（1）原稿は、MS word に限る。A4 用紙に 40 文字×36 行を 1 頁とし、電子データを提出

すること。

（2）原稿提出にあたっては、所定の応募用紙に、原稿の種類、氏名、題目（邦文および英

文）、所属（所属機関および職位、所属大学院および学年・専攻等）、連絡先（電話番

号、E-mail アドレス）を記入したうえで併せて提出すること。

（3）引用文献の表記について、編集委員会が編集段階で訂正・統一することがある。

5．査読 
（1）原稿の採否については、編集委員会において決定する。

（2）掲載にあたり、修正を要求する場合がある。要求に応じない場合は掲載しない。

6．校正 
校正は、原則として初校までとし、誤字脱字の訂正のみを行うものとする。ただし、大幅

な変更、書き添え等を必要とする場合には、執筆者の申し出により、編集委員会がその可

否を判断する。 
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（3）引用文献の表記について、編集委員会が編集段階で訂正・統一することがある。

5．査読 
（1）原稿の採否については、編集委員会において決定する。

（2）掲載にあたり、修正を要求する場合がある。要求に応じない場合は掲載しない。

6．校正 
校正は、原則として初校までとし、誤字脱字の訂正のみを行うものとする。ただし、大幅

な変更、書き添え等を必要とする場合には、執筆者の申し出により、編集委員会がその可

否を判断する。 

治療的司法ジャーナル第 5号（2022 年 3月）

ⅲ

7．盗用・無断使用による責任 
（1）執筆者は、執筆原稿が第三者である著作者の権利または他人の権利、もしくは名誉・

プライバシー等を侵害していないことを確認し、所定の誓約書に署名のうえ，原稿とと

もに編集委員会に提出するものとする。

（2）執筆原稿により権利侵害等の法的紛争が生じ，当センターならびに第三者の権利を侵

害した場合には、その一切の責任を執筆者が負うものとする。 
（3）著作権違反の事実が確認された場合、当該原稿をジャーナルのコンテンツから削除す

る場合がある。 

8．発行回数 
本誌は年 2 回、3 月および 9 月に発行することを原則とする。 

9．締め切り 
毎年 6 月末日，12 月末日とする。 

10．提出先、問い合わせ先 
成城大学治療的司法研究センターE-mail アドレス（rctj@seijo.ac.jp）宛に送信すること。 

11．公開の許諾 
成城大学治療的司法研究センターホームページ内で電子ジャーナルとして公開する。執

筆者は、電子ジャーナルによる著作物の公開に同意したものとする。 

12．その他 
（1）本要綱中の「編集委員会」とは、成城大学治療的司法研究センター内に設置した治療 

的司法ジャーナル編集委員会をいう。 
（2）治療的司法ジャーナルは、編集委員会が本要綱に基づいて編集・公刊する。

（3）本要綱は、編集委員会の議を経て、改定する場合がある。

（4）著作権に関し、本要綱にない事項については、著作権法に拠るものとする。

（5）原稿料は無料とする。

（6）抜刷りの著者贈呈は行わない。

治療的司法ジャーナル編集委員会 
2017 年 12 月 31 日 
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ご多分に漏れず、この間、治療的司法研究センターも研究会はすべて Zoom で実施している。活動記録をご覧い
ただければおわかりのとおり講師陣は全国に広がっている。確かにオンライン研究会は顔を付き合わせたり杯を交わ
す喜びはない。その代わり、一度に複数の講師に各地から登壇いただけるし、通常の開催会場（治療的司法研究会の
場合は東京と京都）から離れた土地にいる会員にも気軽に参加いただけている。回数も対面時より増えてきている。
こうした利点を今後も生かしたい。

他方、国際集会や学会は途絶えてしまっている。海外での TJ の実践的な取り組みや研究内容や出版動向、各国で
の立法例などを収集する機会が奪われてしまっているのは残念である。こればかりはパンデミックが治らなければ回
復することは難しい。

コロナ禍で私たちが見つけた可能性や大切な価値を、この後でどう育んでいくのか。そうしたことが重要になって
いくのであろう。
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